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平成30年３月12日（月曜日）

午前９時57分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成30年度宮崎県一般会計予算

○議案第２号 平成30年度宮崎県開発事業特別

資金特別会計予算

○議案第３号 平成30年度宮崎県公債管理特別

会計予算

○議案第22号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第32号 宮崎県住民基本台帳法施行条例

の一部を改正する条例

○議案第44号 宮崎県監査委員条例の一部を改

正する条例

○議案第45号 包括外部監査契約の締結につい

て

○総合政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・平成30年度組織改正案について

・宮崎県における事務処理の特例に関する条例

の一部を改正する条例について（議案第31号

関連）

出席委員（８人）

委 員 長 二 見 康 之

副 委 員 長 岩 切 達 哉

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 原 正 三

委 員 中 野 一 則

委 員 松 村 悟 郎

委 員 河 野 哲 也

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総務部

総 務 部 長 桑 山 秀 彦

危機管理統括監 田 中 保 通

総 務 部 次 長
渡 邊 浩 司

（総務･職員担当）

総 務 部 次 長
武 田 宗 仁

（財務･市町村担当）

危 機 管 理 局 長
藪 田 亨

兼危機管理課長

総 務 課 長 丸 田 勉

宮 里 雄 一防災拠点庁舎整備室長

部参事兼人事課長 吉 村 久 人

行 政 経 営 課 長 日 高 幹 夫

財 政 課 長 川 畑 充 代

税 務 課 長 棧 亮 介

市 町 村 課 長 横 山 幸 子

大田原 節 郎総務事務センター課長

消 防 保 安 課 長 福 栄 芳 政

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

総務課主任主事 日 髙 真 吾

ただいまから総務政策常任委員○二見委員長

会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

日程案につきましては、お手元に配付のとお

りでありますが、御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

次に、当初予算関連議案の審査○二見委員長

方法についてであります。

お手元に配付している資料、委員会審査の進

め方案をごらんください。

まず、１、審査方針についてであります。当

初予算の審査に当たっては、重点事業、新規事
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業を中心に説明を求めることとし、あわせて決

算における指摘要望事項に係る対応状況につい

ても説明を求めることとしております。

次に、２、当初予算関連議案等の審査につい

てであります。今回の委員会は、新年度当初予

算の審査が中心となりますので、最初に当初予

算全体の説明を聞くため、総務部の審査を先に

行い、その後、総合政策部ほかの審査を行いた

いと存じます。また、総務部及び総合政策部の

審査につきましては、長時間にわたることが予

想されますので、お手元の資料のとおり３課か

ら４課ごとに説明、質疑を行い、最後に総括質

疑を行う形にしたいと存じます。

審査の進め方については以上でありますが、

このとおり進めることに御異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○二見委員長

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時59分休憩

午前10時１分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

当委員会に付託されました議案等の概要説明

を求めます。

おはようございます。総務部○桑山総務部長

でございます。よろしくお願いいたします。

まず、説明に入ります前に、新燃岳の状況に

つきまして、危機管理統括監のほうから御説明

を申し上げたいと思います。

それでは、私のほうか○田中危機管理統括監

ら新燃岳の状況について御報告させていただき

ます。

委員の皆様には、既に土曜日にファクスでお

知らせしたところですけれども、３月10日未明

の爆発的噴火で、噴石が火口より1,800メートル

まで飛散しまして、火山性地震も多かったこと

などから、同日午前５時５分に噴火警戒レベル

３、入山規制の警戒区域が３キロから４キロに

拡大されました。火口は溶岩で覆われ、火口の

北西側から幅200メートルにわたって、約16メー

トル程度溶岩が流下していることが確認されて

おります。その後も溶岩を流出する噴火は継続

し 火山灰を噴出するような噴火や 空振を伴っ、 、

た爆発的噴火もときどき発生をしております。

これまでに人的被害や住家被害は発生してお

りませんけれども、引き続き気象台や関係市町

と緊密に連携を図りまして、迅速に、そして適

切に防災対応に努めてまいりたいと思っており

ます。

私からは以上です。

それでは、本日御審議いただ○桑山総務部長

きます議案等につきまして、お手元に配付の総

務政策常任委員会資料に基づきまして御説明を

申し上げたいと思います。

まず、平成30年度当初予算案の概要につきま

して、資料の１ページから21ページまでで御説

明を申し上げます。

なお、この資料は、別途配付しております冊

子、平成30年度当初予算の概要の冒頭部分を抜

。粋したものを掲載しておるところでございます

まず、１ページをごらんいただきたいと思い

ます。基本方針でございます。平成30年度の当

初予算の編成に当たりましては、昨年10月に決

定しました当初予算編成方針に沿いまして、財

政改革の取り組みを不断の取り組みとして着実

に実行をしながら、本県の抱えるさまざまな課

題に的確に対応をいたしますとともに、将来を

見据えた施策を積極的に展開することといたし

まして、３つの重点施策を掲げ 「みやざきの更、

平成30年３月12日(月)



- 3 -

平成30年３月12日(月)

なる飛躍と新たな挑戦」をテーマとして取り組

んだところでございます。

次に、予算額でありますが、平成30年度の一

般会計の当初予算額は5,817億9,000万円で、対

前年度比39億5,500万円、率にして0.7％の増と

なっております。

次に、特別枠であります。今年度新たに設け

ました観光みやざき未来創造基金事業を含めま

して、４つの特別枠を措置いたしました。

14ページのほうに、各基金事業の概要を記載

しておりますので、ごらんいただきたいと思い

ます。

初めに、観光みやざき未来創造基金でござい

ます。東京オリンピック・パラリンピックの開

催など、観光・交流の飛躍的な拡大が期待され

る一大イベントを控えまして、この好機を逃さ

ず、本県がこれまで築いてきた強みを生かした

誘客等に取り組んで、世界から選ばれる観光み

やざきを実現することを目指して、観光みやざ

き未来創造基金を新たに設置することとしたと

ころでございます。基金総額は20億円、事業期

間は５年間といたしまして、ここに掲げており

ます３つの柱、国際水準のスポーツの聖地みや

ざきへの進化、そして、何度行っても飽きない

オンリーワンのおもてなし、もう一つ、外国人

にも優しい快適な国際観光都市へのレベルアッ

プに沿って、この基金の活用を行うこととして

おります。具体的には、15ページのほうに、こ

の基金を活用した事業を掲げております。12の

事業、３億3,600万円に、商工観光労働部以外の

事業を含めまして、この基金を充当していると

ころでございます。

次に、16ページ、17ページをごらんいただき

たいと思います。県営電気事業みやざき創生基

金事業でございます 平成30年度も企業局から10。

億円を一般会計に繰り出していただき、３年間

で計30億円を繰り出していただきました。この

基金を活用しまして、43の事業、９億4,300万円

を措置しております。

17ページの下のほう みやざき新時代へのチャ、

レンジにつきましては、30年度は10事業、7,300

万円を措置しているところでございます。

次に、18ページをお開きいただきたいと思い

ます。大規模災害対策基金事業であります。防

、 、災・減災対策のさらなる強化のために 21事業

６億200万円を措置しているところでございま

す。

１ページのほうにお戻りいただきたいと思い

ます。特別枠の４つ目が、公共事業の追加措置

でございます。地域経済活性化のため、平成29

年度と同様、補助交付金事業につきましては、

予算編成方針で示しましたシーリングを95％か

、 、ら100％に引き上げた上で 20億円を追加措置し

また、県単公共事業につきましては、25億円を

、 。追加措置しまして 合計45億円としております

この結果、公共事業費は対前年度比100.2％と

なっております。

以上４つの措置によりまして 特別枠は合計63、

億8,000万円といたしました。

次に、２ページをごらんいただきたいと思い

ます。一般会計の予算規模でありますが、普通

建設事業費の増などによりまして、対前年度比

プラスとなっておりますが、詳しくは、後ほど

歳出予算の中で説明を申し上げます。

３ページからは、歳入予算の特徴を記載して

おります。

４ページをお開きいただきたいと思います。

①自主財源の状況でございます。下の表をごら

んいただきたいと思います。まず、県税であり

ますけれども、個人県民税や法人事業税の増な
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どによりまして、31億4,000万円増の989億7,000

万円となっております。また、地方消費税清算

金でありますが、地方消費税の清算基準の見直

しなどにより、16億8,700万円増の420億6,800万

円となっております。

、 、さらに 下から３段目の繰入金でありますが

財政調整のための財政関係２基金からの繰り入

れが、７億3,800万円減の200億8,100万円となっ

たことなどによりまして 10億3,300万円減の294、

億9,900万円となっております。

次に、５ページのほうですが、２つ目の表、

基金残高の推移をごらんください。当初予算編

成後の財政関係２基金の残高は、一番右であり

ますが、245億円となっております。

次に、６ページ、７ページでありますが、②

の依存財源の状況であります。

７ページの上の表をごらんください。交付税

関係でありますが、地方交付税は51億3,700万円

減の1,772億8,800万円、それから、臨時財政対

策債も７億9,900万円減の241億5,200万円で、い

ずれも減となりまして、この２つをあわせまし

た実質的な地方交付税、これは59億3,600万円減

の2,014億4,000万円となっております。

次に、２つ目の表をごらんください。県債の

状況であります。県債の発行額は647億3,500万

円でありまして、地域総合整備資金貸付事業費

の増などによりまして、38億9,400万円の増と

なっております。

、 、表の下のほう 県債残高でありますけれども

平成30年度末で120億600万円減の8,499億7,800

万円、括弧書きの臨時財政対策債を除いた残高

につきましても、94億8,400万円減少しまし

、 。て 4,746億300万円となる見込みでございます

次に、８ページをごらんいただきたいと思い

ます。８ページからは、歳出予算の特徴を記載

しております。８ページ、９ページは、性質別

の歳出予算の状況であります。

まず、義務的経費でありますが、人件費が増

加いたしますものの、扶助費と公債費の減によ

りまして、38億3,900万円減の2,479億8,500万円

となっております。

次に、２つ目の投資的経費でありますけれど

も、普通建設事業費の増により、43億2,300万円

増の1,058億8,700万円となっております。右側

の中ほどの枠内に記載のとおり、普通建設事業

費の増の主な要因は、防災拠点庁舎整備事業な

どの単独事業でありますとか、畜産競争力強化

整備事業などの国庫補助事業の増によるもので

ございます。

それから、最後に、一般行政経費であります

けれども、繰出金や貸付金の増などにより、34

億7,000万円増の2,279億1,800万円となっており

ます。

次に、10ページから12ページでありますが、

款別の歳出予算の状況と主な事業、主な増減要

因などを記載しておりますので、後ほどごらん

いただければと思います。

次に、13ページをごらんいただきたいと思い

ます。特別会計と公営企業会計についてまとめ

ております。

まず、上のほうの特別会計でありますけれど

、 。も この表の３つ目にもあります国民健康保険

この国民健康保険制度の改正によりまして、新

、たに国民健康保険特別会計を設置したことから

全体として956億7,100万円増の2,212億円となっ

たところでございます。

それから、下のほうの公営企業会計でありま

すが、このうち県立病院事業会計につきまして

は、宮崎病院の改築に係る建設改良費の増によ

りまして、44億円増の415億2,600万円となって



- 5 -

平成30年３月12日(月)

いるところでございます。

次に、少し飛びまして、19ページをごらんい

ただきたいと思います。上のほうの表は、税率

引き上げ分の消費税収と社会保障関係費につい

てまとめたものでございます。消費税率の引き

上げに伴います地方消費税の増加分は、平成30

年度は 上のほうに歳入と書いてありますが 87、 、

億円程度でありますが、一方で、歳出と記載し

ております社会保障関係費の歳出は、一般財源

ベースで申し上げますと、総額881億円程度にも

上っております。

下のほうのグラフでありますが、社会保障関

係費、棒グラフのほうと一般財源総額、折れ線

の推移を示すものでございます。一般財源の総

額が伸びない中で、社会保障関係費については

毎年度着実に増加しておりまして、今後も増加

が見込まれるところでございます。

次に、20ページをごらんいただきたいと思い

ます。20ページは、不断の取り組みとしての財

政改革でございます。２つ目のフレーズにあり

ますとおり、歳出につきましては、引き続き各

部局に徹底した事務事業見直しを行っていただ

く一方で、より積極的に事業を構築していただ

くために、今年度も捻出されました財源の全て

を新規・改善枠として各部局に配分いたしまし

て、別途特別枠も措置しました結果、新規事業

が83件58億円、改善事業が95件24億円の事業を

計上しているところでございます。

、 、また 下から２つ目のフレーズでありますが

県債に関して記載をしております。本県の県債

残高は、財政改革の取り組みによりまして年々

減少をしてきておりまして、現時点では、本県

の財政状況は、おおむね健全な状況を維持して

いるものと思っております。

しかしながら、今後も歳入の大幅な増が見込

めない中、先ほども申し上げましたが、社会保

障関係費増加に加えまして、公共施設の老朽化

対策や国体関連施設の整備など多額の財政需要

が見込まれており、特に施設整備に伴う県債の

発行が増加し、県債残高も増加に転じ得ること

が想定されます。このような中にあっても、県

政の課題に的確に対応をして事業を展開してい

くためには、財政改革の取り組みを不断の取り

組みとして続けていくことが不可欠であるとい

うふうに考えております。

今後とも事業の必要性、役割分担のあり方を

十分検討しながら、スクラップ・アンド・ビル

ドにより事業を構築してまいりたいと考えてい

るところでございます。

21ページでありますが、参考までに国の予算

及び地方財政計画の状況を記載しております。

平成30年度の当初予算の予算案の概要につき

ましては、以上でございます。

次に、資料の23ページをごらんいただきたい

と思います。総務部における平成30年度当初予

算の課別の集計表であります。今回お願いして

おります総務部の一般会計と特別会計をあわせ

た予算額は、一番下の表にございますよう

に2,430億7,489万6,000円でありまして、前年度

当初予算額と比較しますと8.0％の減となってお

ります。

次に、24ページをごらんいただきたいと思い

ます。この24ページから30ページにかけまして

は、総務部の主な新規重点事業を掲載しており

ますが、後ほど関係課長等のほうから御説明を

申し上げます。

次に、31ページをごらんいただきたいと思い

ます。31ページでありますが、債務負担行為に

ついてであります。表にあります３つの事業に

、 。つきまして 追加をお願いするものであります
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予算議案については以上であります。

次に、32ページをごらんいただきたいと思い

ます。特別議案についてであります。特別議案

といたしましては、この32ページから38ページ

までになりますが ここに記載の議案第22号 使、 「

」用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

など、２件についてでございます。

最後に、39ページをごらんいただきたいと思

います。その他報告事項でございます。本日御

報告いたしますのは、平成30年度組織改正案に

ついてなど、２件となっております。それぞれ

の詳細につきましては、危機管理局長、担当課

長のほうから御説明を申し上げますので、御審

議のほうをよろしくお願いいたします。

私からは、以上でございます。

それでは、税務課から県税及び○棧税務課長

地方消費税清算金の当初予算につきまして御説

明をいたします。

委員会資料の４ページをお開きください。初

めに、地方消費税清算金について御説明いたし

ます。

ページ中ほどの自主財源の状況の表の上から

３段目、地方消費税清算金の欄をごらんくださ

い。これは、本県を含めた全国の都道府県に国

から払い込まれました地方消費税総額を、消費

に関連した基準によって、各都道府県間におい

て清算、配分するものでございます。

平成30年度の予算額は、420億6,794万8,000円

を計上しております 平成29年度と比べまして16。

億8,689万7,000円の増、対前年度比増減率4.2％

の増と見込んでおります。

この地方消費税清算金は、全国の地方消費税

の総額の動向に影響されます。全国の地方消費

税の税収見込みが前年比で約2.4％増加すると見

、 、込まれていること さらに皆様御承知のとおり

平成30年度税制改正におきまして清算基準の見

直しがなされたことによりまして、この影響に

よる増が約1.8％程度と見込まれますことから、

このような額としておるものでございます。

続きまして、県税収入予算につきまして御説

明いたします。

ページが飛びまして、資料の22ページをお開

きください。県税収入につきましては、経済動

向や主要企業の業績見通し、平成29年度の税収

状況及び税制改正等の影響を総合的に勘案しま

して見込んだものであります。

当初予算は、表の一番上の段、県税計の右の

①の欄のとおり、989億7,000万円を計上したと

ころであります。これは、前年に比べまして31

億4,000万円の増、対前年度比103.3％となって

おります。

それでは、主な税目について御説明いたしま

す。

。増減額①―②及び備考の欄をごらんください

まず、県税計の下の段、個人県民税ですが、

個人所得の増などによりまして、11億7,060万円

余の増と見込んでおります。

次に、その４つ下の法人事業税につきまして

は、過去の実績をもとに、申告額の大きな法人

などに対しまして、今後の収益の見通しなどの

アンケート調査を行い、その結果などを平成29

年度の見込み額に加味して見込んだものであり

ます。平成30年度は、主に製造業等の業績が堅

調に推移するものと見込まれることによりまし

て、８億2,184万円余の増と見込んでおります。

次に、その下ですが、譲渡割地方消費税につ

きましては、本年度と同様に、納付額自体は若

干増加すると見込まれているものの、還付額が

高どまりしたままではないかと見込まれること

から、１億485万円余の減といたしております。
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、 、次に その５つ下の自動車税につきましては

自動車保有期間の長期化に伴う重課対象自動車

の増等によりまして、３億2,419万円余の増と見

込んでおります。

次に、その２つ下の自動車取得税につきまし

ては、税制改正によるエコカー減税の見直し等

によりまして、課税対象がふえると見込まれる

ことから、３億6,586万円余の増と見込んでおり

ます。

また、その下の軽油引取税は、軽油の消費量

の増加によりまして、４億4,984万円余の増と見

込んでおります。

説明は、以上でございます。よろしくお願い

いたします。

概要説明及び歳入予算等の説明○二見委員長

が終了しました。

ここまでのところで質疑はございませんか。

ゴルフ場利用税。ピークが十二、○ 原委員

三億あったかなと思っているんですけれど、ピ

。ーク時に比べて何％ぐらいに減っていますかね

しばらくお待ちください。○棧税務課長

後でいいです。○ 原委員

後ほどまた御説明いたします。○棧税務課長

（ ）○緒嶋委員 観光みやざき未来創造基金の ３

の国際観光都市へのレベルアップの、観光都市

というのは、宮崎市のことを指しているわけで

すか。イメージはどういうこと。14ページ。

国際観光都市ですが、具体的○川畑財政課長

な都市を想定しているものではなく、宮崎全体

がということの基金でございます。

、○緒嶋委員 何か観光都市と言いましたけれど

観光県へのレベルアップでもよかったんじゃな

い。何かイメージするものがあるから、都市の

イメージになったわけじゃないと。

具体的に言えば、一つの市に○川畑財政課長

なるのかもしれませんが、この観光みやざき未

来創造基金については、県全体の底上げという

ことをイメージしたものとなっております。

そのイメージが県なら、都市とい○緒嶋委員

うのでは。都市という意味は、我々から見れば

宮崎市かなというイメージが強いわけ。都市と

いうのと宮崎県というのを一緒にするのはイメ

ージとしてどう違うのかと。

おっしゃるように、都市とい○桑山総務部長

うと、特定の場所を指定しているかのような印

象があろうかと思いますが 我々としては やっ、 、

ぱり県内に幾つもの観光拠点があるわけですか

ら、そうしたものを核とした、それぞれの地域

を指すようなイメージで使っているわけでござ

います。15ページのほうに、基金を具体的に当

てている事業が一覧で記載されております。外

国人にも優しい快適な国際観光都市へのという

ところで、一番上のほうに、中山間・地域政策

、課の地域資源ブランド強化事業でありますとか

下から２つを取り上げますと、神楽の関係であ

りますとか あるいは世界遺産ですね こういっ、 。

たように、あくまでもタイトルとしては都市と

言っておりますが、事業としては、やはり全県

展開を図りながら、観光の底上げを図っていこ

うという趣旨でございます。よろしくお願いし

たいと思います。

、○緒嶋委員 今言われたことと都市というのが

イメージが一致しないもんだから。都市という

言葉に、ちょっと違和感があるなと思ったもん

だから。内容としては、こういう事業というの

はわかるけれど、そのイメージとしてよ。観光

都市と言われると、特定の都市というイメージ

からすれば、宮崎市とか延岡市とか日南市とか

。そういうイメージが強い感じがするもんだから

都市というイメージと本当に整合性があるのか
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なという気もせんでもない。内容的にはわかる

けれど、そういうこと。

先ほど御質問のありましたゴル○棧税務課長

フ場利用税に関してでございますが、収入ベー

スでいいますと 平成16年度の収入が７億1,600、※

万円程度ございました。今回それが４億1,500万

ですので、約３億円程度マイナスで、率にしま

すと58％、約６割に減少をしておるところでご

ざいます。

ずっと前は十何億越していたと思○ 原委員

いますよ。それはそのデータですから、16年度

に比べたらこんだけ減ってきているということ

かなと認識したところで、おそらく私の記憶で

は十二、三億あったかなというふうに。まあ念

のため調べてみてください。半減以下だと思っ

ています。

よろしいですか。○二見委員長

それでは、引き続き３課ごとに班分けして議

案の審査を行い、最後に、その他報告及び総括

質疑の時間を設けることとします。執行部の皆

様の御協力をお願いいたします。

なお、歳出予算の説明については、重点・新

規事業を中心に簡潔に行い、あわせて決算にお

ける指摘要望事項に係る対応状況についても説

明をお願いいたします。

まず第１班として、総務課、人事課、行政経

営課の審査を行いますので、順次議案の説明を

お願いいたします。

なお、委員の質疑は、３課の説明が全て終了

した後にお願いします。

総務課でございます。総務課○丸田総務課長

の当初予算について御説明をいたします。

資料変わりまして、分厚い冊子の平成30年度

歳出予算説明資料、こちらの63ページをお願い

をいたします。

総務課の平成30年度当初予算額は、48億7,043

万9,000円でございます。

主な内容について御説明をいたします。

65ページをお開きください。

まず 下から３段目 事項 文書管理費5,077、 、（ ）

万5,000円でございます。これは、文書収発業務

に要する発送料や非常勤職員などの人件費、文

書管理システムの運用保守に係る経費でござい

ます。

次に、一番下の（事項）浄書管理費4,301

万1,000円であります。めくっていただきまし

、 。 、て 66ページの上段をごらんください これは

庁内で作成をいたします冊子類の印刷・製本業

務に要する経費でございまして、印刷機器の保

守・リース料、用紙などの消耗品代、非常勤職

員の人件費などでございます。

次に （事項）情報公開推進費444万7,000円で、

あります。これは、情報公開・個人情報保護制

度を推進し、適正な運営などを図るための経費

でございまして、審査会や審議会の開催経費及

び、情報公開の窓口であります県民情報センタ

ーの運営費等でございます。

次に、（事項）文書センター運営費3,357万

7,000円であります。これは、歴史的価値のある

公文書や県史資料などを適正に保存管理するた

めの経費でありまして、公文書のマイクロフィ

ルム撮影委託、消火設備など維持管理に要する

、 。費用や 非常勤職員などの人件費でございます

次に （事項）庁舎公舎等管理費４億8,433、

万7,000円であります。これは、本庁舎や総合庁

舎などの維持管理に要する清掃・警備などの委

託料や光熱水費、職員宿舎などの維持管理経費

等でございます。

次に、（事項）防災拠点庁舎整備事業費36

※18ページに訂正発言あり
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億1,568万5,000円であります。これは、今年度

着工いたしまして、平成31年度末の完成を目指

、しております防災拠点庁舎の建設につきまして

引き続き事業を継続するために要する工事請負

費や関連業務委託料などでございます。

続いて、67ページをお願いいたします。

（事項）東京ビル運営費2,924万5,000円であ

ります。東京ビルは、東京事務所職員の宿舎、

長期研修生の職員寮、また、本県出身者の学生

、寮などから構成されます複合ビルでありますが

このビルの管理運営に要する委託料や学生寮の

指定管理料でございます。

次に、（事項）公有財産管理費２億8,376万

7,000円であります。説明欄の１にあります公有

財産維持管理費は、県有財産の災害共済保険料

や公共下水道受益者負担金などでありまして、

、３の県有資産所在市町村交付金につきましては

県営住宅や職員宿舎などが所在する市町村へ、

固定資産税に相当する額を交付するものでござ

います。また、４の県有財産利活用強化促進事

業は、県有財産の貸し付けや未利用財産の維持

管理、売却等を促進するための経費でございま

す。

次に、一番下の（事項）県有施設災害復旧

費9,270万円であります。めくっていただきまし

て、68ページをお開きください。これは、台風

や大雨などの災害によりまして県営施設が被害

を受けた場合に、復旧措置を行うための経費で

ありまして、財源は県債となっております。

総務課からの説明は、以上でございます。よ

ろしくお願いをいたします。

人事課の当初予算につきまし○吉村人事課長

て御説明いたします。

引き続きまして、歳出予算説明資料の69ペー

ジをごらんください。

人事課の平成30年度当初予算額は、51億427万

円であります。

主な事業について説明いたします。

71ページをごらんください。

ページ中ほど （事項）人事調整費７億4,745、

万1,000円であります。これは、説明欄にありま

すように、１、非常勤職員の雇用、２、職員の

赴任旅費、３、産休及び休職者等の代替臨時職

員の雇用など、人事給与管理の全庁的な調整に

要する経費であります。

次に （事項）人事給与費37億756万8,000円で、

あります。

主なものとしまして、ページをめくっていた

だき、説明欄の72ページの上のほうに、退職手

当35億8,901万5,000円であります。29年度当初

に比べまして１億4,495万1,000円の増となって

おります。これは、一般職の退職見込み者が174

名と、29年度の170名に対しまして４名増となる

こと、また、特別職３名の任期満了による退職

が予定されることによるものであります。

次に （事項）県職員研修費3,071万4,000円で、

あります。これは、自治学院において行います

県職員の研修に要する経費であります。

その次 （事項）職員派遣研修費2,212万2,000、

。 、 、円であります このうち 説明欄にあります１

職員の国内派遣研修としまして自治大学校等へ

、 、 、 、の派遣を また ２ 海外派遣研修としまして

職員の自主企画による短期海外研修、加えまし

て、自治体国際化協会シンガポール事務所等へ

の派遣経費を計上しております。

次に （事項）東日本大震災被災地職員派遣事、

業費980万円であります。被災地へ派遣する職員

の代替としまして、非常勤職員や臨時的任用職

員を配置するための経費、それと、派遣職員の

業務報告のための経費などであります。
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次に （事項）熊本地震被災地職員派遣事業、

費1,680万7,000円であります。被災地での災害

復旧業務に従事する職員の派遣に要する経費で

あります。

人事課からの説明は、以上です。よろしくお

願いいたします。

行政経営課分について御○日高行政経営課長

説明をいたします。

歳出予算説明資料の73ページをお願いいたし

ます。

行政経営課の平成30年度当初予算額は、１

億1,736万8,000円でありまして、前年度当初と

比べまして210万円の増となっております。

主な事業について御説明いたします。

75ページをお開きください。

ページ中ほどの 事項 行政管理費291万3,000（ ）

円であります。これは、行政管理・行政改革に

要する経費でありまして、行政組織・事務の管

理改善や宮崎県行財政改革懇談会の開催等に要

する経費であります。

次に、一番下の（事項）法制費737万円であり

ます。これは、条例の審査等に要する経費であ

りまして、条例・規則等の審査事務や宮崎県公

益認定等審議会の開催等に要する経費でありま

す。

76ページをお開きください。

最後に （事項）県公報発行費944万8,000円で、

あります。これは、条例や規則など県民に周知

すべき事項を掲載する県公報の発行に要する経

費であります。

行政経営課分については、以上であります。

各課長の説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。

東京ビルの運営費。これは将来的○緒嶋委員

にいろいろと検討もされておると思うんですけ

れども、この財産収入は、学生とか県職員の、

負担になるのだろうと思うけれど、具体的にど

ういう形で負担分を徴収しとるわけですか。

先ほど説明しましたように、○丸田総務課長

東京ビルにつきましては、職員宿舎そして学生

寮等々がございますけれども、まず学生寮につ

きましては、寮生のほうから指定管理者に寮費

が支払われるという形になっております。そし

て、職員宿舎につきましては、入居者から県の

ほうに支払いがなされるという形をとっており

ます。

であれば、学生が指定管理者に幾○緒嶋委員

ら払っておるかは、県は関与していないという

ことですか。

県のほうも、学生寮の入寮者○丸田総務課長

の状況でありますとか、寮費の支払い状況等に

つきましては随時チェックをしております。寮

生からの寮費の収入につきましては、28年度

で1,600万円ということになっております。

それは、具体的に一人当たり、月○緒嶋委員

幾らというふうになるわけ。

月額で一人当たり１万9,100円○丸田総務課長

でございます。

今、学生はどの程度入っておるわ○緒嶋委員

けですか。

100名の定員でございますけれ○丸田総務課長

ども、今年度４月当初の段階で、74名が入寮を

しております。そして、現在ですけれども、や

はり３月に入り、退寮される方も随時出てまい

りまして、３月当初の段階で、64名ということ

になっております。

将来的に東京ビルのことについて○緒嶋委員

は、どの程度今検討がされているわけですか。

、○丸田総務課長 東京ビルのあり方については

現在検討を進めておりまして、課題がいろいろ
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あろうかと思いますけれども、まず老朽化が進

んでいることでありますとか、あるいは、ビル

が２つに分かれておりまして、敷地内の未利用

のところもございますから、そこあたりをさら

に利用できないかという点。また、都心の立地

環境、これをさらに有効に活用をしていくとい

うような観点から、現在、課題を整理しておる

ところでございます。あり方につきましては、

今総務課のほうで取りまとめをやっておりまし

て、来年度には方向性を案という形で、県議会

のほうにも御意見をいただきながら取りまとめ

ていきたいというふうに考えております。

来年度というのは、30年度か。○緒嶋委員

はい。30年度でございます。○丸田総務課長

そのことを含めて、今のところは○緒嶋委員

進んでおるということですね。

東京ビルに求められる立地環○丸田総務課長

、 、境等を生かした機能でありますとか あるいは

、 、もし再整備するとすれば どのような整備手法

ＰＦＩとか定期借地権とかそういうものを含め

まして、現在、検討を進めているところでござ

います。

ＰＦＩが私はいいんじゃないかな○緒嶋委員

という。私個人としてはですね。それは、結論

は何が出るかわかりませんが、そういう気はい

たします。

人事課で72ページ。災害地、東日本とか熊本

地震に対する派遣職員の処遇とか、派遣費の負

担とかは違うわけですかね。

派遣としましては、人事課付○吉村人事課長

なり、技術系ですと、県土整備部の管理課付に

なります。職員を派遣しまして、行った先の県

で併任発令ということで、両方の身分をもって

向こうの業務をやっていただくというような形

になっております。

そうすると、職員の給料はどうい○緒嶋委員

うふうになるわけですか。

職員の給与につきましては、○吉村人事課長

その業務をしていただいたところで支払って、

お互いの負担をまた支給するというか、実際に

仕事をしたところが負担するような形で、年度

末に支払うという形になっております。

そうすると、負担費については、○緒嶋委員

よくわからんですけれど、宮崎県の持ち出しは

ないのですか。

負担としてお金をいただきま○吉村人事課長

すので、県としては、ございません。

それは時間外も含めてということ○緒嶋委員

ですか。

はい。そのとおりでございま○吉村人事課長

す。

それならば、新年度は何人を派遣○緒嶋委員

予定ですか。

この予算上で見てみますと、○吉村人事課長

まず東日本につきましては、派遣職員を送った

ところから職員が行っていますので、そこの職

員が抜けた穴の非常勤職員というような形で、

この予算上はちょっと違うんですけれども、実

際に派遣する予定の人数を申し上げます。30年

度の予定でございますけれども、東日本大震災

分で、岩手、宮城、福島３県に、あわせて８名

を派遣する予定にしております。それから、福

岡、熊本、九州地区であわせまして９名を派遣

する。合計17名でございます。

29年度は何人派遣しとる。○緒嶋委員

29年度につきましては、東日○吉村人事課長

本が９名、九州内が12名で、合計21名です。来

年度が17名の派遣を予定しております。

これは、まだもうしばらくこうい○緒嶋委員

う状態が続くというふうに理解していいわけで
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すかね。

東北３県なり九州のほうから○吉村人事課長

も、なかなか事業の繰り越しとかがあって、年

数がたっただけではない現場の状況があるとい

うことで、今しばらくは引き続きお願いしたい

と要請を受けているところでございます。

関連質疑はありますか。よろし○二見委員長

いですか。ほかに質疑はありませんか。

67ページでお尋ねしますが、ここ○中野委員

に県有資産所在市町村交付金とありますが、一

番大きいところはどこか、少ないところはどこ

かを教えてください。

県有資産所在市町村交付金で○丸田総務課長

すけれども、県が所有します固定資産につきま

しては非課税でございますが、その使い方とい

、 、いますか 使用実態が民間のほうと同じような

例えば、県営住宅でありますとか職員宿舎等の

使い方につきましては、固定資産税相当額を所

在する市町村に交付をしておるところでござい

ます。一番多く交付しておりますのが宮崎市で

ございまして、１億1,100万円余を交付いたして

おります。一番少ないのは、こういった県有施

設がない市町村、ゼロのところがございますけ

れども、綾町、木城町、日之影町につきまして

は、交付をしていないところでございます。

各市町村ごとで固定資産比率が変○中野委員

わりますよね。これは、もうみんな同率なんで

すかね。

価格につきましては、固定資○丸田総務課長

産税の課税標準に相当する金額を県において算

定をいたしまして、交付金額を決定いたしてお

ります。

この交付金の中には、県有資産と○中野委員

ありますが、例えば、教育財産とか公安委員会

の財産とか、そういうのも含んでこの金額とい

うことですか。

これにつきまして、 総務課の○丸田総務課長 ※

ほうで所管をしております施設の分についてだ

けでございます。

いわゆる教育財産なんかは含まな○中野委員

いということですね。であれば、教育委員会は

教育委員会で、やっぱり相当額が関係する市町

村に交付されているわけですかね。

教育財産については、今手元○丸田総務課長

に資料がございませんので、ちょっと確認をさ

せていただきますけれども、そのほかに知事部

局でありますと、漁村振興課でありますとか港

湾課で、港湾施設等の部分で交付している部分

がございます。

知事部局でも別途支出していると○中野委員

いうことですね。

失礼しました。教育委員会の○丸田総務課長

教育に資する資産についてはないんですけれど

も、教職員宿舎の分につきましては、総務課の

。ほうで交付をしているということでございます

訂正させていただきます。

教育財産もここの中に含んでいる○中野委員

という意味ですか。

学校とかの教育財産について○丸田総務課長

は、教育行政に資することで、負担をする必要

がないということでございます。非課税になっ

ておるということでございます。

ということは、教育委員会の財産○中野委員

とか、まあ公安委員会はどうか知りませんが、

そういうもの等は交付金の支払いの対象でない

ということですね。

はい。そのとおりでございま○丸田総務課長

す。

例えば、えびのには、えびの高原○中野委員

※このページ右段に訂正発言あり
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に国民宿舎がありますよね。ああいうものは支

払の対象になっているんですかね。

国民宿舎については特別会計○丸田総務課長 ※

でございますので、この一般会計の中には含ま

れていないということでございます。

ここは総務のことですから、総務○中野委員

以外は尋ねられないとは思うんですが、ただ、

県の支払いの対象になっているかということだ

けを知りたいんですが。

国民宿舎も、この負担金の対○丸田総務課長

象になるということでございます。

、○中野委員 そういう固定資産税に見合う分が

宮崎県からいろんな形で支払いされていますよ

ね。それを一回まとめて、宮崎市には幾ら、え

びの市には幾ら、日之影町にはゼロちゅうこと

でしたが、幾らとか、そういうのをまとめたこ

とがあられますかね。もしあれば、何か我々が

目にする機会があればいいかなと思ったんです

が、いかがでしょうか。

今手元には、一般会計の各市○丸田総務課長

町村別の交付金額しかございません。ほかの教

育委員会でありますとか特別会計でございます

とか、そこまでちょっと取りまとめた資料は、

今手元にはございません。

そういうのは、どこの部局がまと○中野委員

めるんですかね。

総務課でございます。○丸田総務課長

お願い、要望でいいと思うんです○中野委員

が、さっき言ったそういうようなことはできな

いもんでしょうか、我々が目にすることはでき

ないもんでしょうかという質問にさせていただ

きたいと思うんですが。

ちょっとお時間をいただきま○丸田総務課長

して、整理をさせていただきたいと思います。

ありがとうございます。○中野委員

関連の質問がありますか。いい○二見委員長

ですか。

行政管理費のことでお尋ねしたい○中野委員

と思うんですが、ここで宮崎県行財政改革懇談

会と言われましたかね。その組織というか運営

状況とかメンバーとか、それをお尋ねしたいと

思います。

行財政改革懇談会につき○日高行政経営課長

、 、ましては 現在16名の委員に就任をいただいて

年に１回、県の行財政改革の状況を報告し、御

意見をいただいて、県の行政改革推進の参考と

して役立てさせていただいているところであり

ます。

委員につきましては、マスコミの関係ですと

か、いわゆる経済関係団体の代表の方、あるい

は、いろいろな経営のコンサルタントを専門に

されている方、それから、いわゆる大学等の学

識経験者、それから、町村の代表として町村会

の会長などにも入っていただいておりますし、

労働組合からも代表として入っていただく、あ

るいは、公認会計士といった経営の専門家、こ

ういった方々にお話を伺っておるところであり

ます。毎年議会にも報告をいたしておりますけ

れども、行財政改革の推進状況をこういう席で

も御説明をするとともに、いろんなテーマにつ

いて掘り下げた報告をして、それに対する御意

見などをいただいておるところであります。

今年度につきましては、例えば、いわゆる働

き方改革に関連して、朝方出勤などを初めとし

たいろんな働き方の選択肢についての取り組み

ですとか、いわゆるＩＴ関係を活用した情報面

での効率化の取り組み、そういったものについ

て御説明をして、意見を伺ったところでありま

す。

※27ページに訂正発言あり
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説明としては、以上であります。

メンバーがかなり豊富ですが、か○中野委員

なり意見・要望とか出るもんですかね。

時間が限られておりまし○日高行政経営課長

て、大体２時間ぐらいで進めておるもんですか

ら、16人フルに出席して活発な意見交換という

ことでは、なかなかいつも時間が足りないなと

いうところなんですが、各委員から少なくとも

一言、二言の御意見はいただけているところで

あります。

私から見れば、かなりすばらしい○中野委員

懇談会だと思うんですが、もっと時間を多くし

て、そういう専門家というか、それぞれの立場

の人の意見をかなり述べる機会にしてほしいな

と今思ったところです。よろしく検討をしてく

ださい。

御提言をいただきました○日高行政経営課長

ので、今後に備えて、いろいろ検討はさせてい

ただきたいと思っております。

その下の訴訟費が209万4,000円あ○中野委員

りますよね。訴訟事務に要する経費ということ

ですが、これは、今何か係争中のものに対する

予算なのか、それとも、新しく提訴されるとい

うことを見込んでの予算なのかをお尋ねしたい

と思います。

私どもの訴訟費と申しま○日高行政経営課長

すのは、いわゆる県を当事者とする争訟事件、

それから、そういったものに対して生じた法律

問題について処理を図るための経費ということ

で、例えば、実際に訴えられた、あるいは県が

訴えを提起した、そういう実際の裁判になった

場合の経費につきましては、それぞれの関連課

のほうで予算の対処をすることになります。そ

の予算につきましては、事前には訴えられる、

あるいは訴えるということについては予想がつ

きませんので、実際に発生した場合には、県の

予備費から裁判費用については支出をすること

にしております。私どもの訴訟費につきまして

は、裁判にまで行き着く前の段階で弁護士さん

に法律的な相談をする、法律の解釈とか取り扱

いとか県の方向性等について助言をいただく、

そういった部分の弁護士報酬などを中心として

計上をいたしておるところであります。

それは、いわゆる顧問料というこ○中野委員

とですか。

報酬という形で組んでお○日高行政経営課長

りますけれども、一般的に言う顧問料というイ

メージで受けとめていただければと思います。

顧問の弁護士さんは今 何名いらっ○中野委員 、

しゃるんですか。

、 、○日高行政経営課長 今 弁護士の事務所には

３名いらっしゃいます。

それから、実際に訴えられた場合○中野委員

の費用は、各課でもって予算化はされていない

ということでしたね。それは県の予備費からの

支出ということですが、実際訴えられた場合に

は、改めて訴訟費用を補正か何かで組まれるん

ですかね。もう予備費のまんまで支出をされる

わけですか。

各課のほうで補正予算を○日高行政経営課長

組んで、予備費のままの支出ということになり

ます。

毎年度、財政課の予算の中に○川畑財政課長

予備費を１億円持っております。これを各課に

充用する形にしまして、ここから支出をしてい

くということになります。

訴訟にかかわる経費が予備費とし○中野委員

て１億円計上をされて、そして、各課に流して

いるということですか。

。○川畑財政課長 そういった認識で大丈夫です
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、 、予備費については 訴訟に要する経費のほかに

損害賠償など予期せぬものに充てるということ

で計上をしております。

１億円も組むような予算を予備費○中野委員

でですかね。なぜ訴訟費という項目では上がっ

てこないんですかね。

毎年度訴訟があるという前提○川畑財政課長

に立って行政を行うことが余り適切ではないと

考えており、予備費という形で予期せぬ出費に

対応する予算としております。

今、世の中で訴訟というのは、普○中野委員

通だと思うんですよね。それを行政としては、

まあ異常とは言いませんけれども、発生するこ

とのほうが通常でないという認識だから、予備

費という計上の仕方なんですかね。

毎年度、結果的には発生をし○川畑財政課長

ているところですが、来年度何件生じるという

ことが予測を立てづらいことがあり、予備費と

いう形で計上をしております。

それでいいとは思うんだけれど、○中野委員

何か今それを聞いて、しっくりいかないなと思

いましたがね。どうせ発生するのを見込むわけ

だから、まあ訴訟があることが前提ではないと

いう見方でしょうけれども、素直に何かそうい

う名目で計上をされたほうがいいんじゃないか

なと、今ふと思いました。今私が云々というこ

とではないですけれども、今まで発生しなかっ

たことはないわけでしょう。

ここ数年を見る限り発生しな○川畑財政課長

かったことがないので、さかのぼって、いつな

かったということを、持ち合わせがありません

が、ここ数年は少なくとも発生をしているとい

う状況でございます。

なぜ私がこういう質問を今したか○中野委員

、 、というと どこかの新聞に載っていたんですが

ある町が何かで訴えられるという予測が立った

ので、訴訟費用を補正予算でぱっと組んだとい

うのを見たもんだから、あれ、訴訟費用という

のは、事前に組んでいないかなと思ったんです

よ。そしたら、ここにそういう項目が、訴訟費

用に係ることがあったもんだから、県はちゃん

とそういう提訴されたときのためにやっぱり組

んでいるんだなと思ったんですけれども、これ

はちょっと認識不足でしたが、結果的に組んで

いないという。予備費からということでしたの

で、そのことは理解したんですけれども、なぜ

当初から組まないのかなという一つの疑問を今

持ったところでした。もうこれは、ただ私の発

言にさせてください。

関連はありませんか。ほかに質○二見委員長

疑は。

さっき聞きそびれたんですが、東○ 原委員

日本大震災と熊本地震にかかわる５県があった

ようですが、県への派遣なのか、あるいは、県

からさらに例えば、東北であれば山元町かどこ

か町に行ったのか。市町村までちょっとわかっ

たら教えてください。

、○吉村人事課長 県職員の部分につきましては

相手の県に派遣しまして、ただ、何々事務所と

か現場の土木事務所とか、宮崎でいいますと振

興局みたいなところの出先機関で仕事をされて

いるという認識でおります。

ということは、向こうの派遣先の○ 原委員

県で市町村にということはないと理解しとって

いいですか。

県内の市町村の方が向こうの○吉村人事課長

市町村に派遣されていることはあるかと思いま

すが、県職員につきましては、先ほど申し上げ

たふうにしております。

。 、 。○ 原委員 ないですね はい わかりました
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それと、退職手当ですが、４名ふえて、特別

職３名の見込みということですが、この特別職

は何と何ですかね。

特別職３名の退職手当でござ○吉村人事課長

いますけれども、これにつきましては、任期を

迎えました知事の分と常任監査委員お二人、あ

わせて３名分を計上しているところでございま

す。

確認です。知事と監査委員お二人○ 原委員

ということですかね。

常任監査委員お二人。○吉村人事課長

はい、わかりました。○ 原委員

ほかには質疑はありませんか。○二見委員長

人事課の71ページでお願いいた○前屋敷委員

。 、します この人事調整費のところですけれども

１の非常勤職員の雇用、それから３の産休及び

休職者の代替職員の雇用。これは、一応予算的

、 、には 若干ふやしているみたいなんですけれど

何名ぐらい予定されているのか。

まず、非常勤職員の雇用の分○吉村人事課長

でございますけれども、これにつきましては、

昨年度も今年度も72名を想定しているところで

ございます。

もう一方の産休及び休職者等の代替臨時職員

、 、の雇用につきましては 月数で考えていまして

。人数に直しますと29人ほどを想定しております

この３番の休職者の中には、育○前屋敷委員

休あたりもカウントされているんですかね。

カウントされております。想○吉村人事課長

定しております。

ちなみに、ことしの分は何名ぐ○前屋敷委員

らいいらっしゃいます。

手元に28年度の数字がござい○吉村人事課長

ますけれども 育児休業取得者自体は82名いらっ、

しゃいました。予算上、先ほど申し上げました

人数との誤差は、部局で予算を取っている部分

で代替職員を置いているというのもございます

、 。ので その差が生じているところでございます

それから、１番の非常勤職員の○前屋敷委員

雇用ですけれど、再任用の方はここに入るわけ

ですかね。

再任用の方は再度任用ですの○吉村人事課長

で、職員としてのカウントになっています。こ

こはあくまでも非常勤職員ですとかの雇用の分

になります。続けて申し上げますと、仮に再任

用という時間で勤務されるのではなくて、退職

された職員の方が、非常勤という形のほうがい

いという方がいらっしゃれば、ここで費用とし

て負担することにはなります。

わかりました。○前屋敷委員

ほかはございませんか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で、第１班の審○二見委員長

査を終了します。

次に、第２班として、財政課、税務課、市町

村課の審査を行いますので、順次議案の説明を

お願いいたします。

財政課の平成30年度予算案に○川畑財政課長

ついて御説明いたします。

歳出予算説明資料の77ページをお開きくださ

い。

、 、財政課の平成30年度当初予算額は 一般会計

特別会計合わせて1,838億4,338万8,000円をお願

いしております。その内訳は、一般会計が839

億3,101万6,000円、公債管理特別会計が999

億1,237万2,000円となっておりまして、平成29

年度当初予算に比べ、260億5,055万2,000円の減

となっております。

30年度当初予算額が29年度当初予算に比べて

減少した理由としましては、公債管理特別会計
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における県債の元利償還額が減少したことなど

が主な要因となっております。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

79ページをお開きください。

まず、一般会計について御説明いたします。

（目）一般管理費の中で、上から２番目に記

載をしております（事項）諸費が18億4,079

万2,000円であります。その内訳としましては、

説明欄に記載しておりますとおり、国庫補助事

業の確定等に伴う国への償還金など、税以外の

収入について還付が生じた場合に備えた全庁的

な経費としまして、16億1,000万円を財政課で一

括計上しております。

また、各課ごとに執行額を見込むことが困難

な経費など、いわゆる庁内一般共通経費としま

。して２億3,079万2,000円をお願いしております

次に、ページの一番下の（目）財産管理費で

あります。これは、財政課において所管してお

ります財政調整積立金など、５つの基金に係る

利子の積み立て等に要する経費でありますが、

ページをおめくりいただきまして、80ページの

一番下の（事項）県営電気事業みやざき創生基

金積立金につきましては、利子の積み立てに加

えまして、30年度に基金の財源として、企業局

から一般会計に繰り出される10億円の追加積み

立てを計上しております。

次に、その下からは公債費について記載をし

ております。

まず、ページ変わりまして、81ページをごら

んいただきまして （目）元金の（事項）元金償、

還金でありますが、742億3,849万7,000円となっ

ております。その主なものにつきましては、県

債の償還を行う公債管理特別会計に、その財源

を一般会計から繰り出すものであります。

次は、その下の（目）利子の中 （事項）利子、

償還金でありますが 63億9,510万2,000円となっ、

ております。これは、県債の利子の支払いに要

する経費でありますが、その主なものは、元金

と同じく公債管理特別会計への繰出金となって

おります。

次に （目）公債諸費の（事項）事務費であり、

ますが、県債を発行するために要する事務経費

として4,370万9,000円をお願いしております。

次に、ページの一番下 （事項）予備費であり、

ますが、例年と同様に１億円を計上させていた

だいております。

続きまして、公債管理特別会計について御説

明をいたします。

ページをおめくりいただきまして、83ページ

をごらんください。

公債管理特別会計は、一般会計からの繰出金

による県債の元金及び利子の償還等に要する経

費を措置するものであります。

まず （款）の総務費でありますが （事項）、 、

県債管理基金積立金で17億1,390万円を計上して

おります。これは、将来の満期一括償還に備え

て県債管理基金に積み立てを行うものでありま

す。

次は その下の 款 公債費でありますが 981、 （ ） 、

億9,847万2,000円を計上しております。その内

訳としましては、（事項）元金償還金が920億

9,522万8,000円 事項 利子償還金が60億9,262、（ ）

万8,000円、次に84ページをごらんいただきます

と、84ページの公債諸費は （事項）事務費、

が1,061万6,000円となっております。

、 。財政課の歳出予算関係は 以上でございます

続きまして、資料変わりますが、決算特別委

員会の指摘要望事項に係る対応状況について御

説明いたします。
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委員会資料と別に配付されております決算特

別委員会の指摘要望事項に係る対応状況と書か

れております資料をごらんいただきたいと思い

ます。

資料の１ページになります。

これは、決算特別委員会の指摘要望事項に対

する現時点での対応状況を取りまとめたもので

ございます。

総括的指摘要望事項の①本県財政について、

引き続き財政改革を着実に実行し、効率的・効

果的な予算の執行に努め、将来にわたり安定的

。な財政運営に取り組むことについてであります

本県では、平成16年度から財政改革に取り組

んできており、県債残高の減少など一定の成果

を上げてきたところであります。

しかしながら、平成30年度当初予算において

は、中期財政見通しを下回ったものの、201億円

の収支不足が生じております。

今後、社会保障関係費の増加に加え、公共施

設の老朽化対策や国体関連施設の整備など、多

額の財政負担が見込まれており、特に施設整備

に伴う県債の発行が増加し、県債残高も増加に

転じることが予想されるところでございます。

このような中にあっても、県政の課題に的確

に対応をしていくためには、引き続き歳入・歳

出両面からの財政改革の取り組みを一体的に進

めていくことにより、基金の取り崩しに頼らな

い、将来にわたって持続的に健全性が確保され

る財政構造への転換を進めていく必要があると

考えております。

財政課からの説明は、以上であります。

、○棧税務課長 歳出予算の説明に入ります前に

先ほど 原委員から御質疑のありましたゴルフ

場利用税について訂正をさせていただきます。

委員御指摘のとおり、資料をさかのぼります

、 。と 平成９年度に11億6,400万円余ございました

ですから、来年の当初の予算は、その約36％程

度になると見込んでおります。これにつきまし

ては、ゴルフ人口の減少と、平成15年度に創設

、されました非課税もしくは軽減の適用者の増と

経営努力の中でゴルフ場の皆様方は料金を引き

下げる等のことを行われまして 税率等が下がっ、

てきていると、等級が下がってきているという

３つの要因があるものというふうに考えており

ます。

それでは、税務課の平成30年度当初予算につ

きまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の85ページをごらんくださ

い。

税務課の平成30年度当初予算額は 448億9,046、

万4,000円であります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

ページをおめくりいただきまして、87ページ

をごらんください。

ページ中ほどに記載しております（事項）諸

費は、税の過年度収入分に係る還付等に要する

、 。経費でありまして 15億円を計上しております

次の 事項 賦課徴収費は 23億9,485万4,000（ ） 、

円であります。これは、県税の賦課徴収に必要

な経費でありまして、その主なものとしまして

は、その下の説明欄１、徴税活動費の（１）徴

税活動経費としまして、１億9,704万4,000円を

計上しております。これは、県税の徴税活動に

必要な郵送料、印刷費、旅費等の事務経費であ

ります。

次に、２つ下の（３）ですが、個人県民税徴

収取扱費交付金としまして、15億4,106万4,000

。 、円を計上しております これは御承知のとおり

個人県民税の賦課徴収は市町村長に法定委任さ
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れておりますことから、その経費を補償する目

的で市町村へ交付するものであります。各市町

村における納税義務者一人当たり3,000円を乗じ

た額等を交付することとなっております。

ページをおめくりいただきまして、88ページ

をごらんください。

２、自主納税の推進費の（２）各種団体との

協力体制推進費であります。２億5,192万9,000

円を計上しておりますが、その主なものとしま

しては、ウの軽油引取税徴収取扱費報償金で、

２億3,932万3,000円を計上しております。これ

は、軽油引取税の特別徴収義務者であります元

売業者や特約業者に対しまして、その申告納入

額に応じて交付するものであります。

次に、３、管理機能の充実費の（４）税務電

算トータルシステム運営費としまして、２

。 、億7,653万5,000円を計上しております これは

税務電算トータルシステムの維持管理費及び税

制改正等に伴いますシステム改修経費でござい

ます。

次に （款）諸支出金であります。これは、都、

道府県間の清算に伴い支出する清算金と、県内

の市町村に対しまして、県税収入の一定割合を

交付する法定交付金でありまして、397億1,331

万5,000円を計上しております。

主な事項について御説明いたします。

まず （事項）地方消費税清算金ですが、本県、

に納付された地方消費税について、各都道府県

間で清算を行うために支出するものでありまし

て、166億3,100万3,000円を計上しております。

次の（事項）利子割交付金以下６つの各種交

付金につきましては、いずれも市町村に対する

法定交付金でありまして、平成30年度の税収見

込み額を基礎に算出したものでございます。事

項別の説明は記載のとおりでございますので、

省略させていただきます。

ページをおめくりいただきまして、90ページ

をごらんください。

（ ） 、最後の 事項 利子割精算金につきましては

本県で徴収した利子割県民税のうち、他の都道

府県に帰属するべき額について、関係する都道

府県間で精算を行うために要するものでありま

して、10万円を計上しております。

予算につきましては、以上でございます。

資料変わりまして、委員会資料の31ページを

ごらんください。

債務負担行為の追加でございます。この税務

課分でございます。これは、再来年度でありま

す平成31年度の自動車税の納税通知書などの印

字、封入・封緘業務を委託するものでございま

す。31年４月の印刷作業の前に、台紙やチラシ

の作成、コンビニ納付のためのバーコード読み

取りテストなどを行う必要がありまして、その

期間として１カ月以上を要しますことから、平

成30年度から31年度にかけての実施をお願いす

るものであります。1,610万2,000円を計上して

おります。

説明は、以上でございます。

市町村課の平成30年度当初○横山市町村課長

予算につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の91ページをごらんくださ

い。

市町村課の平成30年度の当初予算額は、21

億9,361万8,000円であります。

主なものについて御説明いたします。

93ページをお開きください。

中ほどの（事項）地方分権促進費、4,071

万4,000円であります。これは、県から市町村に

権限移譲した事務の執行に要する経費を、市町

村へ交付するものであります。
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次に、94ページをごらんください。

一番上の（事項）自治調整費、7,944万5,000

円でありますが、これは、市町村の行財政運営

に関する助言等に要する経費であります。主な

ものといたしましては、説明欄の６の住民基本

台帳ネットワークシステム事業費6,138万4,000

円であります。全国的な運営を担っております

地方公共団体情報システム機構への負担金や、

関連機器の使用料などになります。

説明欄の７、改善事業、県・市町村連携推進

事業につきましては、後ほど常任委員会資料で

御説明いたします。

次に、下のほうの（事項）市町村公共施設整

、 。 、備促進費 ６億16万3,000円であります これは

市町村が行う建設事業等に対し、無利子貸し付

けを行うものであります。

次に、95ページをお願いします。

一番上の（事項）市町村振興宝くじ事業費、

５億3,612万1,000円であります。これは、市町

村振興宝くじとして発売されるサマージャンボ

宝くじとハロウィンジャンボ宝くじの収益金と

時効金の本県配分額の全額を、公益財団法人宮

。崎県市町村振興協会に交付するものであります

次に、中ほどの（事項）運営費、999万1,000

円であります。これは、選挙管理委員会委員の

報酬や選挙管理委員会の事務費であります。

次に （事項）選挙常時啓発費、399万3,000円、

であります。

説明欄の２、改善事業 「わけもんが考える未、

来」選挙啓発事業につきまして、後ほど常任委

員会資料で御説明いたします。

次に、96ページをお願いします。

一番上の（事項）知事選挙臨時啓発費から、

（ ） 、一番下の 事項 県議会議員選挙執行費までは

来年１月に任期満了を迎える知事の選挙及び、

来年４月に任期満了を迎える県議会議員の選挙

に要する経費であります。

、（ ） （ ）まず 事項 知事選挙臨時啓発費及び 事項

県議会議員選挙臨時啓発費でありますが、これ

は、テレビや新聞広告を用いた広報など臨時啓

発に要する経費でありまして、予算額はそれぞ

れ1,093万6,000円、296万2,000円をお願いして

おります。

次に （事項）知事選挙執行費でありますが、、

投開票事務など市町村が行う事務に対する市町

村交付金や、候補者の選挙運動に対する公費負

担に要する経費など、宮崎県知事選挙の執行に

要する経費であり、予算額は５億3,902万7,000

円をお願いしております。

次に （事項）県議会議員選挙執行費でありま、

すが、これは、ポスター掲示場の設置など市町

村が行う事務に対する交付金や、投票用紙その

他必要となる資材の作成に要する経費でありま

して、予算額は１億2,681万3,000円をお願いし

ております。

次に、資料が変わりまして、常任委員会資料

の24ページをお願いいたします。

改善事業、県・市町村連携推進事業でありま

す。これは、１の事業の目的・背景に記載のと

おり、市町村における行政サービスの安定的か

つ効果的な提供を維持するため、県と市町村と

の連携を一層推進するとともに、市町村間の広

域的な連携を支援するものであります。

次に、２の事業の概要であります。

、（ ） 、（ ）まず １ の予算額は282万9,000円で ２

の財源内訳は、特定財源として、中山間・地域

政策課が所管しております宮崎県市町村間連携

支援基金から100万円を繰り入れることとしてお

り、残りの182万9,000円が一般財源となってお

ります。
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（３）の事業期間は、平成32年度までの３年

となっております。

次に （４）の事業内容であります。、

まず、①の県と市町村との連携推進としまし

て、アの宮崎県・市町村連携推進会議、イの円

卓トーク、ウの役場でスクラム談義、エの市町

村長トップセミナー、オの市町村サポートチー

ムを実施し、県と市町村との連携を一層推進し

てまいりたいと考えております。

次に、②の市町村間の広域連携支援として、

アの市町村間行政サービス連携支援事業を実施

することとしております。これは、行政サービ

スの充実・向上を図るため、２つ以上の市町村

が連携した取り組みに要する経費について、そ

、 、の一部を補助するものでありまして 補助対象

補助率、補助額につきましては、記載のとおり

であります。

３の事業の効果でありますが、県と市町村の

連携及び市町村間の広域的な連携を推進・支援

することによりまして、将来にわたり行政サー

ビスを安定的かつ効率的に提供するための体制

整備につながるものと考えております。

次に、25ページをごらんください。

改善事業 「わけもんが考える未来」選挙啓発、

事業であります。

１の事業の目的・背景でありますが、昨今、

選挙の投票率が低下傾向にあり、特に20歳代を

初めとした若い世代が、ほかの世代に比べ低い

水準にあります。

そこで、新しく有権者となる若い世代を中心

に、選挙啓発を効果的に展開することにより、

政治や選挙に関する意識の向上を図り、投票を

通じた政治参加や投票の質の向上を促進するこ

ととしております。

２の事業の概要であります。

予算額は、359万3,000円をお願いしておりま

す。

（２）の財源内訳は、全額一般財源でありま

す。

（３）の事業期間は、平成32年度までの３年

間となっております。

（４）の事業内容でありますが、新たに取り

組む事業は、①のボーターズゼミであります。

これは、従来ボーターズカフェとして開催して

きましたワークショップ研修や意見交換会を、

年間を通して実施し、内容の充実を図るもので

す。

これまでは、一日で完結する研修として実施

してまいりましたが、時間の制約から十分に掘

り下げて考えることができなかったため、参加

者を固定し、毎回テーマや講師を変えて考えて

、 、もらうことで しっかりと政治や選挙を理解し

未来を考えることのできる「わけもん」を育て

ていくものであります。

、 「 」このほか ②の意見発表会 わけもんの主張

や、③の「明るい選挙ポスター・書道作品コン

クール」を実施いたします。

これらの取り組みにより、３の事業の効果に

ありますように、若い世代を中心とした有権者

が、政治や選挙に関心を持ち、投票を行うこと

により、積極的な社会参加が図られるものと考

えております。

続きまして、31ページをお開きください。

債務負担行為の追加であります。

上から２つ目の市町村課の欄でありますが、

県議会議員選挙につきましては、31年度当初の

、平成31年４月の執行が見込まれるところであり

その経費につきまして、円滑な事業の推進と適

正な選挙を執行する観点から 平成30年度から31、

年度にかけてお願いするものであります。
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１つ目の県議会議員選挙臨時啓発費は、テレ

ビや新聞等の各種広告の制作や放送等について

委託契約を締結するために、限度額479万6,000

、 、 、円を また ２つ目の県議会議員選挙執行費は

、選挙公報の発行について契約を締結するために

限度額954万8,000円を計上しております。

続きまして、少し飛びまして、38ページをお

願いします。

議案第32号「宮崎県住民基本台帳法施行条例

の一部を改正する条例」について御説明いたし

ます。

議案書では175ページになりますが、説明は常

任委員会資料でさせていただきます。

まず、１の改正の理由でありますが、住民基

本台帳法に基づき、住民基本台帳ネットワーク

システムを通じて、氏名や住所などの都道府県

知事保存本人確認情報の利用及び提供ができる

事務を追加するなど、関係規定の改正を行うも

のであります。

次に、２の改正の概要についてであります。

まず （１）の都道府県知事保存本人確認情報、

の利用及び提供ができる事務の追加であります

が、今回、①及び②に記載の２つの事務を追加

するものであります。

中ほどの図をごらんください。

まず、①の事務につきまして、育英資金の返

還に際し、返還者には納入通知書を、滞納者に

は督促状または催告書を、それぞれ県教育委員

会から送付しております。

また、②の事務につきましては、違法駐車の

放置車両があった場合、車検証に記載されてい

る使用者に対し、県公安委員会から放置違反金

の通知を送付しております。

転居などにより返還者や滞納者、使用者の住

所が変わっている場合は返戻されてきますが、

その際、現在は、それぞれの市町村に対して住

民票の写しの交付申請手続を行い、新しい住所

等を確認しております。

今回の改正により、住基ネットの利用が可能

となれば、米印に記載のとおり、住民票の写し

の交付申請手続が省略でき、事務処理の効率化

が図られることとなります。

次に （２）のその他所要の改正につきまして、

は、条例上の文言の修正及び引用するほかの条

例の番号を削除するものであります。

最後に、３の施行期日は （１）の事務の追加、

については平成30年４月１日 （２）のその他所、

要の改正については公布の日としております。

市町村課の説明は、以上であります。よろし

くお願いいたします。

各課長の説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。ないです

か。

市町村課長に、資料の38ペー○岩切副委員長

ジの議案第32号についてなんですけれども、住

民基本台帳法に基づいて、ネットワークから情

報を把握できるようにするということなんです

が、このネットワークから直接データをいただ

く場合には、条例にこの事務を個別に記載して

いかないといけないんだろうと思うんです。今

回は、具体的には、育英資金の貸与条例に基づ

く債権や、放置違反金の納付命令書類等が返戻

してきた場合ということで、本当に限定をされ

ているんですけれども、こういうものはどこま

で広がっていく見通しなのかということについ

て、どこで、この事務は入れよう入れまいとい

う議論があるのかという点をちょっと確認した

いと思っています。というのは、例えば、駐車

違反ということですけれども、公安委員会さん

のほうが、今はスピード違反も写真を撮って呼
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び出すという方法をとったりするじゃないです

か。そうすると、ここでは放置違反金となって

いますけれど、そういうスピード超過の反則金

とかいうようなものは含まれているのかいない

のか現在わかりませんけれども、含まれていな

いとすれば、いずれ含むようにするのか。そう

いうような趣旨で、この事務一個一個をどこで

議論をして広げていっているのかを少し知りた

いんですけれども。

現在のところ、今回の改正○横山市町村課長

につきましては、あくまでこの道路交通法に基

づく事務のうち、放置違反金の徴収に関する事

務ということでございます。

今後どう拡大していくかということにつきま

しては、個別に所管課等からの相談があってに

なると思いますけれども。どう利用するかとい

うところは、市町村課とよく相談をしますけれ

ども、さらに個人情報保護審議会を、この住民

基本台帳法に基づく県の審議会というふうにし

ておりますので、そちらのほうにもかけてして

いるところであります。

ありがとうございます。審議○岩切副委員長

会が議論をして、これはよかろうというふうに

。最終的には決めていただいていると伺いました

実は、こういうケースは、住民票と、住んで

、いる場所が違うんだろうと思うんですけれども

結局は戸籍附票などで展開していかないと、本

来住んでいらっしゃる場所がわからないという

ことで そんなに事務の改善にはならないんじゃ、

ないかなとの感想も持ちましたもんですから、

そういう趣旨で尋ねました。

審議会というのは、例えば、年に１回とか２

回とか、相談があった都度とか、そういうよう

な形で開かれるものなんですか。

個人情報審議会につきまして○丸田総務課長

は、私どもが情報公開あるいは個人情報保護を

担当しておりまして、私どものほうで所管をし

ております。いわゆる個人情報の開示請求があ

り、その妥当性について審議会のほうに諮問し

たり、諮問があった場合についても、この審議

会を活用しておりまして、今年度この個人情報

審議会については、随時という形で ５回審議を※

行っております。

ありがとうございました。○岩切副委員長

94ページの、市町村課です。市町○ 原委員

村公共施設整備促進費、無利子で経費を貸して

くれるんだという話がありましたが、貸付金が

６億円。これは、何か具体的に各市町村で何か

をつくるというのが上がってきての話なんです

かね。

、○横山市町村課長 この貸付金につきましては

市町村のほうに照会をかけまして、そして、こ

の貸付金を使いたいという市町村からの要望に

応じ、県のほうから貸し付けを行っているとこ

ろです。市町村では、それぞれ起債をすること

ができますので、起債で借りることもできるん

ですけれども そこでどうしても間に合わなかっ、

たもの、資金需要が急に出てきたものとか、そ

ういった最終的なセーフティーネットで、年度

末に貸し付けをしているものであります。

ということは、ことしの見込みと○ 原委員

しては、具体的にどこどこ市町村が何かをつく

るに当たって、この予算が計上されたと理解し

ていいんですか。

、○横山市町村課長 平成30年度につきましては

今のところ、ある程度の調査はかけており、そ

、の要望に応じて６億円としておりますけれども

、 、最終的には 市町村で起債ができなかったとか

借りれなかったとか、そういったことが出てく

※27ページに訂正発言あり
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るので、必ずしもそのとおりにはならないと思

いますが、今のところ６億円を見込んでいると

ころであります。

ということは、具体的にというこ○ 原委員

とではなくて、これぐらい要るであろうと、そ

ういう要望にお応えするための枠を確保したと

いうふうに理解しとっていいね。

委員のおっしゃるとおりで○横山市町村課長

あります。

もう一つです。市町村振興宝くじ○ 原委員

事業費。ハロウィンと、もう一つ何か大きな宝

くじのお話がありました。それで、市町村振興

協会へ行く交付金となっているんですが ちょっ、

と一連の仕組みというか、その市町村振興協会

なるものが 何をされるところか 我々もちょっ、 、

と漠としかわかっていないので、そこ辺の仕組

みと流れを具体的に教えてください。

市町村振興協会には、それ○横山市町村課長

ぞれサマージャンボとハロウィンジャンボの収

益金として、県のほうに歳入として受け入れた

ものを全額交付しているところです サマージャ。

ンボにつきましては、全額を市町村振興協会が

受け入れをしまして、そのうち９割が市町村へ

の貸し付け事業ですとか、それから、市町村職

員を対象とした研修事業等に使われているとこ

。 、 、ろです それから 残りの１割につきましては

全国の市町村振興協会のほうに納付金として収

められることになります。

それから、ハロウィンジャンボにつきまして

、 、は 一旦振興協会のほうで受け入れをしまして

全額を県内の各市町村へ配分しているものであ

ります。

今、そこでとめときます。はい、○ 原委員

わかりました。

今の宝くじですが、県にも来るシ○緒嶋委員

ステムがあるんじゃないかと思って。財政課の

ほうに来るとか。

、○川畑財政課長 宝くじの歳入につきましては

毎年度 ここ数年30億程度でございましたが 30、 、

年度の当初予算の要求としまして、歳入で27

億9,000万円余を計上しております。これは歳入

予算説明資料ですので、歳出のほうには載って

おりませんが、歳入予算説明資料だと71ページ

の中ほどちょっと上でございますが、宝くじ収

入という欄がございます。71ページの真ん中よ

り少し上に、宝くじ収入の中の当せん金付証票

発行収入としまして、27億9,618万9,000円を計

上しております。前年度当初は28億1,700万円余

でございます。

これは県の場合、一般財源になる○緒嶋委員

わけですか。収入は、何かの目的に使うとかい

うことじゃないわけですね。

収入としましては、一般財源○川畑財政課長

の中で受け入れることになりますけれども、全

国的にどういった事業に使っているかという調

査などがありまして、本県としましては、道路

の維持整備などの公共事業、乳幼児医療費助成

などの子育て支援事業、また地域情報化対策な

どの情報化に係る事業、防災対策など、幅広い

分野に役立てております。

一般財源になれば、何に使ったか○緒嶋委員

はっきりはわからんようなことと思うんだけれ

ど。

それから、税務課で、87ページ、個人県民税

徴収取扱費交付金。市町村に3,000円掛ける市町

村の人数を。この3,000円の根拠は何ね。

これにつきましては、法令等で○棧税務課長

定められている金額でございまして、私どもが

独自に積算したものではありませんが、一応事

務経費として3,000円程度かかるという積算のも
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とで、なっております。

それと、人数は何を基準にしとる○緒嶋委員

わけね。

これは、ただの人数ではござい○棧税務課長

ませんで、納税義務者数というふうになってお

ります。

それと、市町村課で、常任委員会○緒嶋委員

資料の24ページ、県・市町村連携推進事業。こ

れは、知事が市町村に出向いて、首長さんや市

町村の職員といろいろ意見交換会をされるわけ

ですが、問題は、いろいろな意見が出たのを、

行政の中でどういうふうに有効に、市町村の思

いを反映させるかが一番大きなテーマでもある

し、それをいかに行政に反映させるかが行政の

力でもあるわけですが。これについては、具体

的にその成果がどの程度出ておるのかなという

のが気になるわけですが、どうですかね。

委員おっしゃるとおり、そ○横山市町村課長

ういった視点を持って事業を実施していかなけ

、ればならないと考えているところですけれども

これまでの成果が出た内容としましては 平成27、

年に西都児湯ブロックで行われた円卓トークで

、 、提案がありました中から 西都児湯公平委員会

西都児湯固定資産評価審査委員会、西都児湯情

報公開・個人情報保護審査会の共同設置などが

できたところであります。

それから、やはり西都児湯ブロックなんです

けれども、平成29年度の円卓トークでは、市町

村間連携支援交付金という中山間・地域政策課

が持っている交付金について、交付対象は農林

振興局単位となっているけれども、これを圏域

を越えた連携の対象としてほしいというような

意見がありましたことから、現在、中山間・地

域政策課が見直しを実施したところです。これ

についても、平成30年度から制度が若干改正さ

れることになると考えております。

それから、役場でくるまｔｈｅ談義につきま

しては、今年度、諸塚村でありましたときに、

役場の職員の方から、県の会議に出ていくとき

に非常に移動の時間がかかる、たった１時間、

２時間の会議のために一日が潰れることになる

という御意見もありまして、働き方改革の観点

から、説明が主な会議については、県もそうで

すけれども、市町村向けの会議であっても、テ

レビ会議システムを使ったほうがいいですよね

というような御意見がありまして、それについ

ても、その方向で今、庁内で呼びかけをしてい

るところでございます。

それと、日之影町やったかな。県○緒嶋委員

。の職員と市町村の職員との交流をやるべきだと

私は、これはなかなかいい案だと。今でも市町

村課に研修という形で何名か、それ以外の部署

にもおいでであろうと思うんですけれども、こ

れを逆に、それこそ県の職員も、市町村に副市

町村長とかで出ておる人はおりますけれども、

市町村の職員と県の職員との交流人口をふやす

というか、そういうことも含めて、この市町村

連携事業であったら。これはもう市町村課じゃ

どうにもできない。人事課やら全体の中で考え

ないかんと思うとですけれども、私はそういう

こともやっぱり進めていかないかんのじゃない

かというふうにも思うんですが、それはもちろ

ん希望をする市町村があればの話やけれど、そ

ういう点は具体的にものにならんのかな。

委員のほうからお話がありま○吉村人事課長

したように、以前ですと、市町村課を初め、研

修生という形で片道で来られた方が多かったん

ですけれども 現在におきましては おっしゃっ、 、

ていただいた交流人事ということで、県からも

行きますし、市町村からも受け入れるという、
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一対一、まあ複数もございますが、そういう形

でやっております。29年度に研修生という形の

実務研修が17名、相互交流という形で15名を交

流しているところでございます。

市町村の場合は、市町村内の体制○緒嶋委員

で、もう異動も限られておるわけですね。県は

広域的に異動もされるわけですが、やっぱりい

ろいろな意味で刺激を、市町村もやっぱり活性

化というか、そういう勉強する機会にもなるわ

けで、ぜひ私はこれをもうちょっと広めていく

べきだと思っているんですね。この17名とか15

名とかも、毎年、割と限られた市町村に限定さ

。 、れているかなという気もする そういうことを

全体的に26市町村に広がるといいんじゃないか

なという気がしますので、十分検討していただ

きたいと思います。

それと、25ページ 「わけもんが考える未来」、

選挙啓発事業。これは大変重要なことだと思う

んですけれども、今年度も行われた首長選挙な

、 、んかでも 投票率がもう50％前後ということで

半分以下の投票の中で首長なんか決まるという

のは、本当に民主主義の選挙制度を反映してお

るかというと、どう考えても、やっぱり疑問も

発生すると思うんですよね。そういうことにな

ると、このメニューの中で、今までと何か今度

はこの啓発活動で大きく変わったものがあるわ

けですかね。

大きく変わったところとし○横山市町村課長

ましては、ボーターズカフェというものをボー

ターズゼミに変えましたということで、先ほど

若干御説明いたしましたけれども、今までは一

日限りで その限られた時間の中でワークショッ、

プですとか、それから研修、意見交換をしてい

ただいたところなんですが、それを年間を通し

。て大体６回ぐらいを考えているんですけれども

例えば、政治家の方のお話を聞くとか、それか

ら、やはり政治、社会について考えるようなワ

ークショップをするとか、そういったものを複

数回ある程度連続して受けていただくというこ

とで、より充実した啓発をしたいと考えており

ます。そして、それをぜひメディアの方に取り

上げていただいて、事業の中でも、ちょっとラ

ジオとの連携というところを考えてはいるんで

すけれども。それをメディアに取り上げていた

だくことによって、限られた参加者だけではな

くて、より若い方、それから県民の方に、選挙

に行こうというような意識の啓発が図られるよ

うに仕組んでいきたいというのが、今回の改善

点でございます。

このゼミに参加する人数は、どの○緒嶋委員

程度を考えておられるんですか。

現在、15名程度を考えてお○横山市町村課長

ります。

これは、15名ではなかなか啓発の○緒嶋委員

裾野を広げることはちょっとどうかなという気

がするわけですけれども。年間を通じて、15名

は、６回とも人が変わるんですか。

一応固定でと考えておりま○横山市町村課長

すけれども、後から参加したい方があれば、さ

らに途中からでも参加できるとか、この回だけ

は参加できるとか、そういったことは仕組んで

いきたいとは考えておりますが、先ほど申しま

したように、それをどう全体に広げていくかと

いうところが、これからの工夫だと考えており

ます。

まだいろいろ十分検討する時間も○緒嶋委員

あるだろうと思いますので、どういうのが効率

的で効果的かということも含めて検討する必要

があるんじゃないかなというふうに思います。

そのあたりを十分考えていただきたいというこ
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とを要望しておきます。

12時になりましたので、ここで○二見委員長

一旦休憩し、午後の再開を１時10分といたした

いのですが、よろしいですか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

１時10分の再開とし、暫時休憩○二見委員長

いたします。

午後０時２分休憩

午後１時７分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

、○丸田総務課長 総務課でございますけれども

私の午前中の説明の中で誤りがございましたの

で、お詫びして修正したいと思います。

まず、岩切副委員長のほうからの住民基本台

帳ネットワークの審議の関係で、個人情報保護

審議会の今年度の開催件数を５回と申し上げま

したけれども、正しくは４回の誤りでございま

した。

もう一点は、中野委員のほうからの県有資産

所在市町村交付金で、国民宿舎等の特別会計が

総務課のほうで取りまとめていないという発言

をいたしましたが、この特別会計の分につきま

しても、総務課の交付金の額の中に含まれてお

りまして、含まれていないのは公営企業会計、

病院事業会計、企業局会計の分だけでございま

した。ですので、特別会計は、国民宿舎を含め

、 。まして この交付金の金額に含まれております

お詫びして訂正をしたいと思います。

以上でございます。

この件はよろしいですか。○二見委員長

警察署の駐在所とかは特別ないと○緒嶋委員

ですか。

駐在所等については警察行政○丸田総務課長

で活用しておるということで、民間等の使い方

とは異にしているため、非課税という形になっ

ております。

それでは、第２班の質疑はござ○二見委員長

いませんでしょうか。

市町村課で、これは94ページの○前屋敷委員

市町村公共施設整備促進費ですけれど、無利子

で貸し付けをするということで、６億ですね。

これは、財源は諸収入ということですが、諸収

入の中身を。

これは、過去の貸付金のお○横山市町村課長

金の償還金を原資としているということで、諸

収入になっております。過去に市町村にお貸し

したお金が、10年で毎年償還されますので、そ

の償還金を、さらにまた貸付金の原資に充てて

いるということです。

じゃあ、もともとの元金は、一○前屋敷委員

般会計あたりから出たのですか。

申しわけございません。こ○横山市町村課長

の事業が、もう相当大昔といいますか、何十年

も前からやっている事業です。

わかりました。○前屋敷委員

それで、この貸付金は、上限は幾らぐらいに

なっているんですか。返せば、償還してしまえ

ば何度借りてもいいという。

一応原則として、１事業当○横山市町村課長

たり１億円というふうにしております。

それを10年以内に返還というこ○前屋敷委員

とですね。

10年で償還するということ○横山市町村課長

になっておりますので、毎年借りても、特に問

題はありません。

じゃあ何件借りても構わないと○前屋敷委員

いうことですか。返済がきっちりされれば、重

なって借りてもいいのですね。

はい。そのようになってお○横山市町村課長
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ります。

はい、わかりました。○前屋敷委員

ほかに質疑はございませんか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それじゃ、私からいいですか。○二見委員長

県・市町村連携推進事業なんですけれど、この

財源内訳の特定財源、宮崎県市町村間連携支援

基金というものはどういう基金になっているの

か、詳しく教えていただけないでしょうか。

この基金につきましてです○横山市町村課長

けれども、これは中山間・地域政策課のほうで

所管しておりまして、この基金が、従来は、２

つ以上の市町村が市町村間の連携推進計画とい

うものをつくりまして、その中で、例えば、地

域振興のような広域的な活力の創造につながる

ようなものに対して、中山間・地域政策課のほ

うで交付金を交付してきたものであります。こ

の事業に対して、今回市町村課で実施します市

町村間の行政サービスに連携して取り組むよう

な事業に対して、補助金を交付するということ

で枠を広げてもらいまして、そのうちの100万円

をこの事業に充てるというものであります。

そしたら、この特定財源分につ○二見委員長

いては、この②の市町村間の広域連携支援のと

ころに充当されるという認識で。あと一般財源

からどれだけ充当されているかちょっとわから

ないんですけれども。

この100万円をこの②の連携○横山市町村課長

、 、支援事業に充てておりまして 補助率としては

通常ですと２分の１以内、連携市町村のうち中

山間地域を含む場合には、３分の２以内を補助

。金として支援するという内容になっております

その財源がこの基金になります。

この①の県と市町村との連携推○二見委員長

進のア、イ、ウについては、知事と、というふ

うになっていますよね。エについては、市町村

長を対象としている、もしくは、オの県職員に

対する制度になっているんじゃないかなと思う

んですけれども、おそらく県内の市町村との連

携を図る中で、市町村長並びに知事との連携と

。いうのは非常に大事かなというふうに思います

やはりそれぞれの行政のトップが、いろんな意

見交換を通じて、あと行政サービスを推進して

いくための意思疎通というのは非常に大事だと

思うんですけれども、やっぱりちょっと前から

引っかかるのは、このウの役場でスクラム談義

という、先ほど諸塚村の例をお話いただいたわ

けなんですが、知事という立場と市町村の職員

という立場を考えたときに、これというのはど

。 、うなのかなという感じがするんですね 一つは

、行政という一つの企業体の中での職員に対して

知事が直接いろいろとアプローチしていくとい

うことが、悪いことじゃないと思うんですよ。

ただ、これは県費を使ってやるということに対

して、どういうこれまでの課題があってこうい

うことを始められたのかなと。それの前の市町

村長とのいろいろな意見交換会を通じてでは拾

えなかった、現場の声を拾わないといけないと

いう何かがあったのかなとも思うわけなんです

ね。そこ辺の背景というものは、どのように考

えればよろしいんですかね。

もともとこの来年度からの○横山市町村課長

事業につきましては、役場でスクラム談義とし

、 、ておりますけれども 現在やっておりますのが

役場でくるまｔｈｅ談義ということで、知事が

市町村の役場に出向いて、そこで職員と意見交

換をするということで、平成26年度からしてい

るものです。今、別の課がふれあいフォーラム

というのをやっておりますけれども、それと近

いものがありますが、役場の実際に現場で仕事



- 29 -

平成30年３月12日(月)

をしていらっしゃる方と意見交換をして、現場

の声を拾うとか、それから、27年度からの３年

間は、市町村の若手職員の方を中心として意見

交換をすることで、こちらがいろいろ意見を聞

くということ等を加えて、それから、市町村の

若手職員のいろいろモチベーションとか、それ

から意識だとか、それから、研修にもなるので

はないかということもあって実施してきたとこ

ろなんです。３年間で全ての市町村を回り終え

たということもありまして、平成30年度からは

役場でスクラム談義ということにしまして、今

までは個別の市町村でやっていたものを、今度

は複数の市町村の若手とか中堅の方々に集まっ

ていただいて、そして、そこで知事も入って一

緒に意見交換をすることで、その地域の課題で

あるテーマについて、市町村間の広域での連携

もスクラムを組んでやっていきましょうという

ようなことで、さらに改良をいたしまして、継

続していきたいと考えているものです。

これは公務扱いになるわけです○二見委員長

よね。公務と政務の線引きというものについて

、もいろいろ議論をされたかと思いますけれども

そこはどういうふうに理解すればよろしいんで

すか。

これは公務でやっておりま○横山市町村課長

すので、政務で行かれるのとはまた違って、や

はり市町村間の連携というところに重きを置い

てやっております。

市町村間の連携を深めるのであ○二見委員長

れば、別の方法が必要なんじゃないかなという

ふうに感じるんですが。知事がされること、市

町村課がされること、まあ中山間も含めてなん

ですけれども、こういう市町村間の連携を深め

る取り組みというのは、ほかにはされていない

んですか。

県と市町村との連携もあり○横山市町村課長

ますし、市町村間の連携もありますけれども、

その中で このア イ ウ オ この４つをやっ、 、 、 、 、

ておりまして、アについては、もう全体の26市

町村長と知事が一堂に会して意見交換をすると

いうもの、イの円卓トークは、県内を５ブロッ

クに分けまして、それぞれのブロックごとに知

事と市町村長がその地域にある課題についての

意見交換をするというもの、それから、ウが、

先ほど言いました、若手・中堅の職員の方々と

知事の意見交換ということで実施したいと考え

ております。

それから、オの市町村サポートチームという

のが、市町村課の職員に加えて、その市町村か

ら特に希望があった、例えば、企業誘致につい

ていろいろ意見交換をしたいですとか、それか

、 、 、ら 何かほかのいろいろ課題があって 例えば

地方創生だとかそういったものについて意見交

換をしたいということであれば、それについて

担当課に相談をしまして、一緒に出ていって、

、そこで市町村と意見交換をするといったもので

全体として県と市町村、それから、市町村同士

の連携を進めていきたいと考えております。

先ほどちょっと最初に確認した○二見委員長

市町村間連携支援基金とはまた別に県費でやる

ということですので、これは知事がしたいと考

えられて、実施され始めたことなんですかね。

それとも市町村、もしくは市町村の職員のほう

から、こういう場があったらいいなということ

で上がってきた事業なのか、そこ辺はどうなん

ですか。

ア、イについては、もう従○横山市町村課長

前からやっていた事業ですので、どちらかとい

うのはちょっと、申しわけございません、わか

りませんけれども、ウに関しては、今の河野知
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事から、26年度から始めたものなんですけれど

も、これに関しては、特に市町村からというよ

りは、こちらからお話をしたことだと考えてお

ります。

わかりました。もう一つ、25ペ○二見委員長

ージの「わけもんが考える未来」選挙啓発事業

なんですけれど、最初の当初予算の財政課に対

する予算要求の段階から、何かこの選挙啓発に

対する予算がちょっと減らされていた資料を見

たような気がしたんですけれども。この近年、

最近の選挙結果を見ていると、もう少しこの投

票率向上については、本当に真剣に取り組んで

いかなければならないなと思っているところな

んですね。そんな中で、予算が認められなかっ

たのが何だったのかなという。済みません、こ

れはもうちょっと勉強していかなきゃいけない

と思うんですけれども。

午前中の質問の中でも出たボーターズゼミと

いうのが、今回６回開催して、15名程度を予定

、 、しているということなんですけれども これが

中身としては、いろんな政治とか社会とのかか

わりというものを勉強するところになっている

んでしょうが、ほかの②、③、④とかに関して

、 。 、は ④はちょっと違うかな ②と③については

全体の子供たち、生徒たちを対象とした、若者

を対象にした事業かなと思うんですが、①と④

については、いわゆる若手リーダーの育成とい

うふうなイメージがあると思うんですよね。リ

ーダーを育成するという事業と考えると。これ

は、選挙運動というか、社会活動をするとか、

選挙ってある意味公平でなければならないとい

う前提があると思うんですけれども、それが、

行政が積極的にリーダーを育成、推進して、そ

の人たちが周りを巻き込むような選挙運動をさ

せることを目的としているというふうにもとら

れかねないと思うんですよね。それを、ある意

味こういう取り組みをやっていいのかなと。本

来であれば、やっぱり教育委員会なり学校教育

なりでしっかりと、この間18歳選挙権に変わっ

たので、学校現場でもいろいろな取り組みを始

めたと思うんですね。でも、このリーダーとか

をつくるというふうになると その人たちを知っ、

ている人たちが、ある意味有利になるような制

度にもなりかねないとも感じるんですね。いわ

ゆる無関心層が多いとかであるから、そういう

人たちがもうちょっと周りの人たちを巻き込ん

で、選挙運動を起こせるような人たちを育てよ

うとの意味であれば、これを行政が本当にやっ

ていいのかなというのも感じるんですが、そこ

辺はいかがお考えなんですか。

このリーダー養成というの○横山市町村課長

が、今、学生選挙サポーターという方たちがい

らっしゃいまして、特定の政党ですとか特定の

主義主張というよりは、選挙に行きましょうと

いうような啓発活動を一緒にやっていただいて

いる方たちで、偏った選挙運動をやるとは認識

しておりません。

それから、これまでやってきましたボーター

ズカフェにつきましても、高校生ですとか、こ

とし延岡で実施しましたけれども。延岡の高校

生それから大学生の方たちが集まって、これか

らの延岡のまちづくりをどうしていこうという

ような視点からのワークショップですとかを

やっております。だから、特定の政治について

というようなことはやっていませんので、行政

がやるところでも、特にそのような認識を持っ

たことはありません。

これまでもいろいろ選挙啓発の取り組みを

やってきたにもかかわらず、やはり投票率がな

かなか上がらないというところで、非常に残念
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には思っているところなんですけれども、ここ

をやはり何かを続けていかないといけないし、

それから、学校で実施していただいている主権

、 、者教育につきましても 私たちも協力しまして

例えば このボーターズゼミでこんなことをやっ、

たら、こういう効果が、こういう議論が活発に

なるよとか、そういったことは我々もまた教育

委員会にもつないで、そこは連携しながら。こ

れだけの事業では絶対に投票率は上がりません

ので、それは教育委員会にもぜひ情報を提供し

て、活用をしていきたいと考えております。

そこから提案された取り組みと○二見委員長

か活動、そういったものを醸成していきたいと

いう認識かなと、今ちょっと聞いていて思った

んですけれど。この説明だけ見ていると、ワー

クショップとか政治家との意見交換を通じて、

その人たちを育てていくというイメージだった

んですけれど、そうじゃないわけですね。そこ

でいろんな企画なり立案なりをしていく中身に

なっているということですか。

私どもが政治家を育てよう○横山市町村課長

とか、そういうことではなくて、責任を持って

一票が投じられるような、世の中についてよく

考えるような、新しい主権者を育てていくよう

なことを考えております。

これは、だから、主権者教育と○二見委員長

いうよりか、企画する場所ということでいいん

ですか。

そうですね。ワークショッ○横山市町村課長

プでは、やはりそういう政策についての模擬企

画といいますか、企画体験というか、そういっ

たことをしております。そういった選挙とか政

治とか社会についての関心を持っていただくよ

うな啓発をしているということです。

よくわからないのが、その人た○二見委員長

ちが社会に出て、リーダーとして活用をしてほ

しいというところなのか、そうじゃなくて、教

育委員会なり学校現場でいろんな事業に取り組

んでいるけれど、なかなか結果が出ない。だか

ら、こういうことをやったらもっとよくなるん

じゃないかという企画立案をしていくようなと

ころなのか、そこの差がわからないんですよ。

どっちなんですか。その人たちが社会に出て、

いろんな活動を期待しているのか、それとも、

ここに来るゼミの人たちは、その人たちの感性

とか感覚とか若者の意見というものを吸い上げ

た上で じゃあ こういうふうな啓発活動をやっ、 、

たほうがいいんじゃないですかという提案をす

る場所なのか、それはどうなんですか。

どちらかというと、やはり○横山市町村課長

参加者の方たちの啓発というか、その人たちを

育てることが一つあります。それが主なんです

けれども、その波及効果として、学校現場なり

の主権者教育にもそれを活用してくださいとい

うことです。委員長がおっしゃられるような政

治的に偏ったということは、ないようにしてお

ります。

要するに、今の段階で政治的に○二見委員長

偏っているとは思いません。ただ、そういう人

たちを育てていくということに対して、行政か

らそういうふうにアプローチしていいのかなと

いう気がするんですよね。例えば、いわゆる選

挙管理委員会が所管するにしても、行政として

そういう人たちを育てていこうとする、この目

的と背景のところに、最後に出ていますけれど

も、投票の質の向上を促進するというふうにも

なっています。言わんとすることはわかるんで

すけれども、これを書くと、今の投票の質が低

いのかというふうにも思っちゃうんですよね。

今そういう意識を持って、しっかり投票へ行っ
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てくれている人たちは実際にいるわけなので、

そこに対する改善をしていこうという中身なの

かなとも思ってしまいますし、何かそこがどう

なんだろうというふうにですね。決して僕は、

今の質が低いとか高いとか、そういうことじゃ

ないと思いますよね。やっぱり関心が足りない

から、どうやってかかわっていいのかわからな

いという人たち、投票に行ったことがないとい

う人たちにも何人も会ってきましたけれども、

本当に投票所はどういうところかも知らない。

だから、今、学校とかでは模擬選挙とかをやっ

たりとかしているんでしょうけれども、それで

、 。も それだけじゃやっぱり行かないんですよね

だから、そこ辺に対してどうアプローチしてい

かないといけないのかなというところの取り組

みとかが出てくるならわかるんですけれども、

こういう特定の人たちを育てるとかになってく

ると、これというのは本当に選挙管理委員会が

。するべきことなのかなと思うわけなんですよね

例えば、明るい選挙ポスターをつくってもらう

とか 「わけもんの主張」で自分の持っているこ、

とを発表する場があるとか、そういうのは自発

的に行くところなんでしょうけれども、こうい

うボーターズゼミとか、セミナーとかを通じて

育てていくというふうになると、特定の人たち

を育てることになりますよね。それを本当に行

政がするべきことなのかなと。

さっき、最初に申し上げたように、いわゆる

。有権者としての学びというものが一番必要だと

みんな一緒なので、特定の人たちだけを育てる

ということじゃないと思うんですよね それだっ。

たら、誰もが通えるところといったら、やっぱ

り学校なのかなというふうに行き着くんだと思

うんですよ。だから、学校とかでやるべきとこ

ろ、また、選挙管理委員会として啓発をしない

といけないところを、本当に何か連携させなが

らやっていくべき取り組みなのかなというふう

に思うので、そこのところがどうもしっくり理

解しがたいなと感じるわけなんですが、課長は

いかがお考えですか。

投票の質というところが○横山市町村課長

ちょっと誤解を呼びやすい表現だと思っており

ます。ただ、やはり日ごろから社会とか政治、

それから、地域の問題についてよく調べて考え

て、その上で自分が選ぶ候補者に投票しましょ

うというような意味で、投票の質という言葉を

使っております。

委員長がおっしゃるように、特定の15人の方

だけ育ててもしょうがないですし、その中で出

てきたいろんな問題ですとか課題とか、それか

ら、そこでこうすれば皆さんに関心を持っても

らえるとか、そういったことをやはり全体に広

げていくという視点がないと、非常にこの事業

をやる意味がないと思っておりますので、そこ

はしっかり学校とも連携しますし また メディ、 、

、 、アのほうにも この中でこういうことをやって

こういうことが出てきましたよということも

しっかり伝えて、広がりが出るようにしたいと

考えております。

わかりました。○二見委員長

いや、先ほどの委員長の質問です○中野委員

ね。県・市町村連携推進事業、これに関連して

質問をしたいと思います。

この知事と市町村長とか職員の関係、いわゆ

るこれは行政サイドの話ですよね。行政サービ

スの安定的かつ効果的な提供を行う事業という

ことで、体制づくりでの事業ですから、当然な

事業で、これはこれでいいと思うんですが、受

け手の側ですよね、住民側。知事とか市町村も

含めてですが、サービスを受ける住民側へのい
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ろんな事業というのがあるわけですかね。

住民の側というところに関○横山市町村課長

して言うと、やはり間接的で、うちの市町村課

でやっておりますこの連携推進事業では、行政

サービスを充実させることで、ひいては行政サ

ービスが継続的に実施されるということで、住

民の方にとっても身近なところでしっかり行政

ができるとか、そういった効果はあると考えて

おります。

正直言って、知事と市町村とか、○中野委員

そういういわゆる行政側というのは、実は、住

民サービスをするプロなんですよね。住民サー

ビスをするのが当然のことだから、あえてこん

な事業に取り組まないと、何か安定的かつ効果

的な提供をする体制ができないから、その整備

に当たるというふうに受けたんですけれども。

要は、どっちかというと、住民サイド、そうい

うサービスを受けたい側のほうにどういうニー

ズがあるとか、いろんなのがあると思うんです

よね。そっちのほうを組んでどんなサービスを

していけばいいかということをしたほうがいい

と思うんですよね。そういう話を聞く側という

か、住民側の事業というのも大変大切だと思う

んだけれど、そういう事業はないということで

すがね。

住民と知事が意見交換をす○横山市町村課長

る場としては、秘書広報課の広報戦略室が実施

しております知事とのふれあいフォーラムとい

うのがございますので、そこで住民から直接い

ろいろな行政に対する御意見をお伺いするとい

うのはあります。

、 、それから この市町村課の広域連携支援では

今、各市町村も職員の数が減少をしているとい

うこと、それから、行政に対するニーズも多様

化、複雑化しているということもありまして、

この中で共通してできることについては広域連

携をしていきましょうとか、それから、行政コ

ストを下げれるものについては連携してやって

いきましょうというところで、その市町村で暮

らしている方が継続的にサービスを受けれるよ

うに、この連携支援をやっているところです。

この事業については、知事と云々○中野委員

というのがずっとあるんですが、非常にこの目

的・背景とか事業の効果という意味では、そこ

に書いてあるのが、何か無理があるような気が

するんですよね。要は、秘書広報課のほうにい

ろいろあるという話でしたが、この事業とそう

いう秘書広報課の事業、いわゆるサービスを提

供する側と提供を受ける側が、それこそ連携す

るような形での事業というのを、うまくまとめ

て進めていただきたいなと思います。それは要

望にしておきます。

それから、知事と市町村長、あるいは市町村

の職員とのこういう意見交換が実施されるわけ

ですが、肝心の知事と県庁職員との意見交換の

、 。場というのは どういう事業があるんですかね

それを教えてください。

これは担当になりますかね。○二見委員長

日ごろ公務中は、さまざまな○桑山総務部長

事業に関してのレクチャーであるとか、あるい

は、例えば、予算編成に当たっての会議である

とか、いろんな場面で知事と職員が話をし、議

論をする機会はありますが、別途何かあるとい

うことで今ちょっと申し上げられるのは、夜に

、 。知事と 毎回20名とかそのくらいでしょうかね

もうフリーに人を集めて、だれやみトークとか

知事はおっしゃっていると思いますが そういっ、

た場面を設けて、若い職員、なかなか話す機会

の少ないそういった職員との意見交換なども行

われているところでございます。
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いろんなレクチャーをする機会が○中野委員

あったり、伺いをとるときに、いろいろ接触す

る場はあると思うんですよね。一部あるような

話でしたが、知事は、住民から県民から選ばれ

た知事ですからね。それがいろいろと政策を打

ち出したりする中で、要は、職員を通じて県政

をするというか、やるわけだから、そこ辺の連

携をすごく密にする。そしてまた、若い職員を

育てるという意味から、ぜひ日ごろの中でうま

くやってほしいなと思います。お願いしておき

ます。

今、中野委員からお話があり○桑山総務部長

、 、ましたが この市町村との連携推進においても

やはり首長さんあたりと意見交換するというの

も大事でありますし、この若手職員との、今回

はスクラム談義ということで また事業が変わっ、

てきておりますが、若手の市町村職員から話を

聞くのも、やはり育った世代、環境の違う若い

職員から聞くことによって、また違った住民の

ニーズを知事が直接聞く機会があると。そうい

う意味では、大変有意なことだと。上の階層だ

けではなくて、下の若い職員からも聞くと。そ

れが県庁の中でも同じようなことが言えるんだ

ということだと理解をしております。今後とも

そういう機会をなるべくつくれるように、予算

でもチャレンジ枠とかいろいろやっております

が、今後ともそういった機会の拡充に努めてい

きたいと思います。

一言言わせてもらえば、皆さん方○中野委員

はみんな総務部の職員ですよね。ここにいる方

はある程度の幹部職員だと思うんですが、ある

いは総合政策部内とか、こういう人たちは、い

。つも知事と接触する機会があると思うんですよ

。そうでないほかの部局の職員の皆さんですよね

意外と知事とは、顔も見たこともないという人

も多々あると思うんですよ。前にそういう話を

聞いたもんだから、一回似たような一般質問を

したこともあるんですが、県庁内の職場によっ

ては、知事とまだ一回も話をしたこともないと

いう人もいると思うんですよね。もっと総務と

か総合政策部以外への働きかけをして、知事が

職員との接触を持つような機会をもっと。市町

村に出向くこともいいけれども、知事の政策は

皆さん職員を通じてやるわけですから、それこ

そ県民に対してサービスをするわけですから、

その辺のことをもっと密にした取り組みをして

ほしいなといつも思っているんですよね。その

辺をよろしくお願いしておきます。

、○二見委員長 私ももう一点あるんですけれど

いいですか。

96ページ、同じく選挙関係なんですけれど、

要するに、もう年末、来年度に向けて啓発等を

やっていくわけなんですが、この知事選と県議

会議員選挙の臨時啓発費には、啓発に関する経

費にこれだけ差があるということ。まあ執行に

関しては、選挙期間中の期間が違うので、17日

間と９日間でこれぐらい差が違うのかなと思う

んですが、執行費では４倍、５倍ですね。啓発

においては３倍変わると。

、何でこれをちょっとお聞きしたいかというと

この間の国政選挙があったとき、地元の都城市

なんですけれど、いわゆる掲示ポスター、選挙

ポスターを張るときの枚数と、この間の市議会

議員選挙のときで張る枚数じゃ、やっぱり異な

。 、るんですよ 何でかなといろいろ考えたけれど

やっぱり国政だったら国費が出してくれる。市

議会だったら市の予算でやらないといけない。

であるならば、できるだけ予算は少なく、効果

は大きくということで、そういうふうにしてい

るんだろうなと私は解釈しているんですけれど
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も。同じ県知事、県議会だったら、全県的に執

行される選挙なんでしょうけれども、この啓発

に関しても、これだけ差があるのは、何が違う

のか、ちょっとおしえていただけますか。

県議会議員選挙につきまし○横山市町村課長

ては、先ほど債務負担もお願いしたところなん

ですけれども、31年度の当初ということで、30

年度の当初の予算プラス31年度の予算で臨時啓

発もしますし、執行費のほうもお願いすること

で、31年度の予算とあわせますと、ここまでの

差はないというところでございます。来年度に

なりますけれども、今のところ、まだ大体800万

弱ぐらいを臨時啓発費については考えておりま

す。それから、選挙執行費についても、31年度

も含めますと、かなりの金額になるんですけれ

ども、ただ、委員長がおっしゃったように、選

挙運動期間の問題ですとか、選挙の公営負担と

いうのがありまして、ポスターの印刷代とかを

公営負担しているところなんですが、その部分

が、県議会議員と知事でちょっと違うとか、そ

ういった部分もありますので、若干違っている

ところです。

来年度、再来年度の予算もある○二見委員長

ということなんですけれど、わかりました。あ

りがとうございました。

ほかはないですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で、第２班の審○二見委員長

査を終了します。

次に、第３班として、総務事務センター、危

機管理課、消防保安課の審査を行いますので、

順次議案の説明をお願いいたします。

総務事務セン○大田原総務事務センター課長

ターの平成30年度当初予算について御説明いた

します。

お手元の歳出予算説明資料の97ページをごら

んください。

当課の当初予算額は、７億2,909万1,000円で

ございます。

それでは、当初予算の主なものについて御説

明いたします。

99ページをお開きください。

中ほどの（事項）総務事務センター運営費、

予算額2,872万5,000円でございます。これは、

本庁総務事務センター及び各県税・総務事務所

の総務事務センターの運営費、給与計算事務に

係る経費及び、職員の給与等の処理を行う人事

。給与オンラインシステムに係る経費であります

次に、一番下の（事項）健康管理費、予算

額7,051万2,000円でございます 次のページ 100。 、

ページをごらんください。これは、職員の健康

管理事業等に要する経費であります。

説明欄２の職員のからだの健康に関する事業

は、全職員を対象といたしました定期健康診断

等を行うための経費であります。

３の改善事業、職員のメンタルヘルスケア総

合支援事業につきましては、後ほど常任委員会

資料で御説明いたします。

次の 事項 職員厚生費 予算額2,921万8,000（ ） 、

円でございます。

説明欄２の保健体育施設管理費は、職員健康

プラザの警備、清掃や光熱水費などの施設管理

に要する経費であります。

次の（事項）恩給及び退職年金費、予算額632

万円、また、その下の警察費の（事項）恩給及

び退職年金費、予算額5,517万3,000円でござい

ますが、これは、元知事部局職員７名、元警察

職員65名分に係る恩給等の経費であります。

次に、改善事業について御説明いたします。

。常任委員会資料の26ページをお開きください
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改善事業、職員のメンタルヘルスケア総合支

援事業でございます。

まず、１、事業の目的・背景であります。

こころの病による病休・休職者は、依然とし

て発生している状況にありますことから、相談

業務など従来から実施しておりますメンタルヘ

ルス対策に加えまして、新たに、心理的な負担

の程度を把握するための検査、いわゆるストレ

スチェックの結果に基づく職場環境改善のため

の研修や、こころの病から復帰する職員の対応

方法を習得するための復帰前職場研修を実施し

まして、メンタルヘルス対策の強化を図るもの

であります。

次に、２の事業の概要でありますが、予算額

、 、は1,112万5,000円 全額一般財源でありまして

事業期間は、平成30年度から32年度の３年間で

あります。

事業内容といたしましては、①一次予防対策

といたしまして、鬱病などのこころの病に関す

る啓発・研修や未然防止のためのストレス

チェックの実施、また、ストレスチェックの結

果、対策が必要な職場に対しては、産業医など

による職場環境を改善するための研修を行うも

のであります。

②二次予防対策といたしまして、早期発見、

早期治療に結びつけるため、保健師・看護師に

、お願いしておりますこころの健康相談専門員や

臨床心理士などによる各種相談業務を行うもの

であります。

③三次予防対策といたしまして、こころの病

で病休・休職で治療中の職員への相談対応や、

復職に向けた試し出勤などの支援を行うととも

に、復職する職員を受け入れる職場に対しまし

て、復職する職員の対応方法などを習得するこ

とを目的に、復帰前職場研修を行うものであり

ます。

３の事業の効果でありますが、これまでの取

り組みに加えまして、職場に対する研修を行う

ことで、職場環境の改善や、こころの病の職員

を抱える職場の理解が進み、メンタルダウンの

未然防止や円滑な職場復帰が図られるものとし

ております。

総務事務センターは、以上でございます。

続きまして、危機管理課○藪田危機管理局長

の当初予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の101ページをごらんくださ

い。

危機管理課の平成30年度当初予算額は、６

億5,616万1,000円であります。

主な事業について御説明をさせていただきま

す。

103ページをごらんください。

まず 一番下の 事項 防災対策費 １億9,371、 （ ） 、

万3,000円であります。

主な内容について御説明いたします。

104ページをお開きください。

説明欄の10、災害対策本部運用体制等強化事

業2,391万1,000円につきましては、大規模災害

時における災害対策本部要員の使用いたします

装備品や食糧の購入経費、Ｊアラート新型受信

機等の整備や、ＢＣＰの推進等に要する経費で

ございます。

次に、その下の11の自助・共助による減災力

強化総合啓発事業2,949万円は、大規模災害に対

する県民の備えを促進し、減災力の強化を図る

ために、テレビ、ラジオ、新聞などの各種媒体

を活用しました啓発キャンペーンや、県民参加

型の防災イベント等を実施するための経費であ

ります。

また、12のみんなの力で地域を守る！地域防
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災力向上推進事業2,646万9,000円は、地域防災

力の向上を図るため、防災士の養成や防災士の

能力向上、自主防災組織の資機材整備に対する

助成等に要する経費であります。

次に、１つ飛びまして、14の南海トラフ地震

応急対策体制構築支援事業2,006万円は、国の南

海トラフ地震における具体的な応急対策活動に

関する計画に基づきまして県が策定いたしまし

た実施計画に基づき、県が指定をしております

広域物資輸送拠点などにおける円滑な燃料供給

体制を構築するための資機材の配備を行うとと

もに、市町村の受援計画に位置づけられた拠点

等の運営に必要な資機材整備への補助等を行う

経費であります。

次に、15の減災力強化推進事業4,340万7,000

円は、南海トラフ地震等の大規模災害から県民

の生命を守るため、市町村が行う津波避難タワ

ー、避難経路などの整備や、避難訓練に要する

経費の助成を行うものであります。

次に、16の新規事業「防災情報共有システム

整備事業」につきましては、後ほど委員会資料

のほうで御説明をさせていただきます。

その次の17、新規事業「津波避難に関する実

態調査」500万円は、新・宮崎県地震減災計画に

基づいて進めております津波避難場所等の確保

や、早期避難率の向上等の取り組みにつきまし

て、県民の意識や行動の実態を把握するための

調査・分析を行い、より効果的な津波防災対策

を推進するための経費であります。

次に 中ほどの 事項 火山対策費954万9,000、 （ ）

円は、本県、鹿児島県及び霧島山周辺市町と共

同で設置しております霧島山火山防災協議会に

おきまして、噴火警戒レベルの設定など警戒避

難体制の整備を推進するとともに、硫黄山周辺

の火山ガス濃度を測定・監視し、霧島山に係る

火山防災対策の強化を図るための経費でござい

ます。

その下の（事項）危機管理総合調整推進事業

費1,034万1,000円は、さまざまな危機事象に迅

速・的確に対応するために、災害監視室におけ

る24時間監視体制の運用等に要する経費であり

ます。

105ページをごらんいただきたいと思います。

一番上の（事項）国民保護推進事業費713

万9,000円は、宮崎県国民保護計画に基づいて、

国、市町村、関係機関等との連携を図り、国民

保護に関する県民への啓発の実施や、国民保護

の実動訓練を実施するための経費であります。

一番下の（事項）災害救助事業費１億1,063

万6,000円であります。これは、災害救助法が適

用される大規模な災害等の発生に備えまして、

食糧などの備蓄を行いますとともに、大規模災

害が発生した際に、市町村が災害救助のために

支出した経費に対する県負担金の支払いや、災

害救助法に基づく災害救助基金への積み立てに

充てるための経費であります。

次に、資料が変わりまして、委員会資料の28

ページをごらんいただきたいと思います。

新規事業の防災情報共有システム整備事業に

ついて御説明させていただきます。

まず、１の事業の目的・背景ですけれども、

これまで実施してまいりました防災訓練や、熊

本地震など近年の大規模災害対応の教訓から、

災害対策を行う上で前提となります気象の情報

や被害・避難情報などの災害に関する各種の情

報の整理・分析と、リアルタイムの情報共有体

制の強化及び、県民への適時の情報発信が大き

な課題となっております。

このため、最新のＩＣＴ技術や本県独自のひ

なたＧＩＳを活用いたしまして、情報収集及び



- 38 -

平成30年３月12日(月)

情報の共有が可能となるシステムを整備するこ

とによりまして、関係機関と情報を共有し、ま

た、災害の全体像を把握しながら、避難、救助

・救急活動、被災者支援などの応急対策業務を

効果的に展開することが可能な体制を確立する

ものでございます。

２の事業の概要をごらんください。

まず （１）の予算額ですけれども、平成30年、

度は2,007万円で （２）のとおり、財源は全額、

特定財源で、緊急防災・減災事業債を活用する

とともに、起債対象外の経費につきましては、

宮崎県大規模災害対策基金を充てることとして

おります。

（３）の事業期間につきましては、平成30年

度から平成31年度までの２年間で、防災拠点庁

舎建設にあわせて整備をすることとしておりま

す。

４ の事業内容ですけれども まず 平成30（ ） 、 、

年度にシステムを構築するための調査・設計を

行いますとともに、国の研究機関であります防

災科学技術研究所と連携しまして、ＩＣＴを活

用した災害応急対策業務の支援機能につきまし

て、調査・研究を行うこととしております。

そして、その成果を踏まえ、平成31年度にシ

ステムを整備するものでございます。

システムのイメージにつきまして、29ページ

のほうで御説明をさせていただきたいと思いま

す。ちょっと資料が小さく見づらくて申しわけ

ございませんけれども。

上のほうが、災害対策本部における現状を示

しております。県の河川砂防情報システムです

とか、あるいは道路規制情報、気象庁のレーダ

ーなど、既存のシステムやインターネットの情

報を、ここにあるような形で画面を切りかえな

がら確認するほか、電話・ファクスなどの情報

をホワイトボードに職員が記入したり、あるい

は、紙地図の上に記入をして情報を共有してお

りますけれども、こういった方法では、まず情

報共有に時間がかかるということ、それから、

いろんな場所の位置の特定が困難であり、情報

の整理・統合ができずに対応がおくれるなど、

正確性や効率性という点で劣っていることが問

題となっております。このことは、東日本大震

災ですとか、あるいは、熊本地震における災害

対策本部の課題でもございました。

、 。下が システム構築後のイメージとなります

既存のシステムやインターネット情報などを今

回整備を予定しておりますシステムの中に取り

込みますとともに、電話やファクス情報もシス

テムに入力することができるようにし、それら

を左側にありますような電子地図の上に表示を

させることとします。この際、必要な複数の情

報を重ね合わせて表示することができるように

いたします。

右側が、そのように情報を重ね合わせて表示

した端末画面のイメージとなります。ごらんい

ただくように、自衛隊等の進出状況ですとか道

路や鉄道の不通箇所、避難所の位置、被害状況

など、応急対策に必要な情報、位置及び、例え

ば、移動に利用できる経路などを直ちに把握す

ることが可能となります。

このことは、人命にかかわるような緊急案件

での速やかな活動に有用となるほか、情報の共

有や整理・統合を容易にしまして、的確な分析

と判断を支援するということにつながっていき

ます。また、リアルタイムで状況を把握するこ

とによりまして、住民やマスコミ等にも正確な

情報提供が可能になるものと考えております。

28ページにお戻りください。

３の事業の効果ですけれども、ＩＣＴ技術を
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活用した情報収集、情報共有体制を構築するこ

とによりまして、防災拠点庁舎の災害応急対策

の司令塔としての機能が強化され、適切かつ迅

速な対策を行うことが可能になるものと考えて

おります。

危機管理課は、以上でございます。

消防保安課に関する当初○福栄消防保安課長

予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の107ページをお開きくださ

い。

消防保安課の平成30年度当初予算額は、６

億7,009万7,000円であります。

当初予算の主な事業につきまして御説明いた

します。

109ページをお開きください。

、 （ ） 、まず 一番上の 事項 防災行政無線管理費

２億4,983万6,000円であります。

説明欄１の無線設備の維持管理につきまして

は、総合情報ネットワークを適正かつ円滑に運

営管理するための防災行政無線設備の電気料や

衛星回線の負担金、機器類の修繕や更新等に要

する経費であり、２の無線設備の保守委託につ

きましては、防災行政無線設備や防災・水防情

報処理システムなどの保守委託に要する経費で

あります。

３の総合情報ネットワーク設備更新事業につ

きましては、防災行政無線等の設備更新に要す

る経費でありまして、平成30年度は、大森山中

継局や総合庁舎の鉄塔塗装などを行います。

５の防災行政無線落雷対策事業につきまして

は、防災行政無線中継局に近年多発しておりま

す落雷被害を軽減するための対策機器設置に要

する経費であります。

次の（事項）航空消防防災推進事業費、２

億5,960万7,000円であります。これは、防災救

急ヘリコプターあおぞらの管理・運航に要する

経費であります。なお、平成30年度は、機体の

５年点検を実施することとしております。

次に、下の（事項）消防防災施設設備整備促

進事業費、3,695万円であります。これは、市町

村の消防防災施設等の整備促進及び緊急消防援

助隊の体制強化に要する経費及び、消防非常備

町村の常備化への動きに対する支援に要する経

費であります。

110ページをお開きください。

一番上の（事項）消防指導費、1,952万8,000

円であります。

説明欄２の救急振興財団に対する出捐等は、

救急救命士を養成する目的で、平成３年に都道

府県が共同出資して設立いたしました救急振興

財団への負担金であります。

３のふるさと消防団活性化支援事業につきま

しては、消防団の活性化及び消防団員の士気高

揚を図るため、消防団員等の表彰や消防大会等

のイベントの開催、県消防協会等関係団体との

連携等に要する経費であります。

４の改善事業 「消防団に新しい力を！」事業、

につきましては、後ほど委員会資料で説明いた

します。

次の（事項）予防指導費、1,650万7,000円で

あります。これは、消防設備士に対する再講習

や危険物取扱者に対する免状交付及び講習等に

要する経費であります。

次の（事項）消防学校費、8,110万3,000円で

あります。これは、消防職員、消防団員等を対

象に、消防学校で教育訓練を実施するために要

する経費であります。

説明欄４の消防学校訓練機能強化事業は、国

の運営基準に基づいた資機材整備や施設改修を

計画的に行い、消防学校の教育訓練の充実強化
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を図るものであります。

111ページをごらんください。

（ ） 、 、次の 事項 火薬類取締費63万6,000円 また

（ ） 、次の 事項 高圧ガス保安対策費524万5,000円

一番下の（事項）電気保安対策費68万5,000円に

つきましては、それぞれ火薬、高圧ガス、電気

工事業に関する許認可や保安指導等に要する経

費であります。

次に、委員会資料で御説明いたします。

資料の30ページをお開きください。

改善事業の「消防団に新しい力を！」事業で

あります。

まず、１の事業の目的・背景でありますが、

、 、消防団は 火災や自然災害の対応に加えまして

住民に対する防火防災の啓発活動など、地域防

災の中核として非常に重要な役割を果たしてお

りますが、過疎化、少子高齢化などに伴いまし

て、団員の減少や高齢化など多くの課題を抱え

ております。

このため、これらの課題につきまして、意見

交換を行う検討会の実施や、団員確保のための

各種広報の充実強化を行うことによりまして、

消防団の活性化を図るものであります。

２の事業の概要でありますが、予算額は566

万7,000円で、事業期間は平成30年度から平成32

年度までの３年間であります。

事業内容の主な改正点でありますが、①の消

防団検討会の実施につきまして、これまでの事

業では、今後活躍が期待される若手団員を対象

として研修や意見交換等を行ってまいりました

けれども、消防団の中核である副団長や分団長

など次の団長候補の方々が、県北・県央・県南

の３つのブロックに分かれ、消防団が抱える課

題につきましてテーマを定めて検討・協議して

もらい、課題の解決と活性化を図っていくもの

であります。

また、③の消防団活動の広報・ＰＲにつきま

しては、消防団広報紙や加入促進のリーフレッ

トの作成部数やテレビコマーシャルの回数をふ

、 、やすなど 消防団の活動を広く県民に紹介して

、地域防災に対する関心を高めてもらうとともに

消防団への加入促進を図っていくものでありま

す。

３の事業の効果でありますが、消防団の課題

解決に向けまして、消防団幹部等を中心に真剣

に解決策を議論・検討をいたしまして、みずか

らが率先して活性化を図るという意識醸成を図

るとともに、若者や女性などを中心とした多く

の県民に対し、今後の地域防災を考える機会を

創出することによりまして、消防団員の加入促

進が図られるものと考えております。

次に、委員会資料の32ページをお開きくださ

い。

議案第22号の「使用料及び手数料徴収条例の

一部を改正する条例」について御説明いたしま

す。

まず、１の改正の理由でありますが、地方公

共団体の手数料の標準に関する政令が一部改正

されたことに伴いまして、使用料及び手数料徴

収条例の手数料額の改正を行うとともに、引用

法律の規定条項の修正等、所要の改正を行うも

のであります。

２の改正の内容でありますが （１）の手数料、

、 、の改定につきましては 政令の一部改正に伴い

危険物製造所等の設置許可申請等に係る手数料

額の一部を改定するものでありまして、詳細に

つきましては、33ページ及び34ページに記載し

ております別紙１の新旧対照表のとおりであり

ます。

（２）のその他の改正でありますが、①の表
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記の適正化につきましては、条例別表第２の備

考表記につきまして、政令の表記に合わせた修

正を行うものでありまして、詳細につきまして

は、35ページ及び36ページに記載しております

別紙２の新旧対照表のとおりであります。

、②の引用法律の条項ずれ修正につきましては

引用法律の条項ずれの修正でありまして、詳細

につきましては、37ページに記載しております

別紙３の新旧対照表のとおりであります。

３の施行期日につきましては、平成30年４月

１日としておりますが、危険物取扱者試験及び

消防設備士試験の実施に関する事務につきまし

ては、平成30年５月１日からの施行としており

ます。

消防保安課からは、以上であります。

各課長の説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。

何か防災ヘリで、５年間の点検を○緒嶋委員

今度やられるとのことですが、実際、点検には

どのくらいの経費がかかるわけですか。

５年に一遍の点検という○福栄消防保安課長

ことで、大体90日を予定しておりまして、経費

につきましては、点検委託につきまして6,183万

円、そして、代替機のリースを受けまして、こ

れの経費が2,970万円を予定しております。

2,970万もリース代が要ることは、○緒嶋委員

点検にはかなりの期間がかかるんですかね。

５年点検は大体３カ月か○福栄消防保安課長

かるということで、90日間を予定しております

が、そのうち50日間、代替機のリースを受けま

す。通常耐空検査は毎年受けますけれども、こ

れが40日間ということで、機体運休期間を平年

と同じように考えております。

それと、いいですか。消防体制強○緒嶋委員

化支援事業ですが、これは市町村の消防車とか

貯水槽とか、そのほか施設整備に対する支援の

金額ですか。これはどう理解したらいいですか

ね。

委員おっしゃるとおり、○福栄消防保安課長

消防車あるいは機器類等々の更新、また消防団

員の個人装備、こちらについても支援を行って

いるということでございます。

これは26市町村でそれぞれ事情も○緒嶋委員

あると思うとですけれど、大体何か均等という

か、うまく調整してやっておられるわけですか

ね。

県内全部の市町村に照会○福栄消防保安課長

いたしまして、その財政規模によりまして２分

の１、もしくは３分の１の補助という形で支援

を行っているところであります。

その中で、一番市町村の希望が多○緒嶋委員

いのは何ですかね。

特に数的に多いのは、消○福栄消防保安課長

防用ホース等がやはり定期的に更新する必要が

あるということで、各消防本部、消防団等々か

ら希望が来ております。

関連していいですか。消防で 「消○松村委員 、

防団に新しい力を！」ですけれども、もう団員

の不足とか高齢化というのは長く言われていま

すけれど、具体的には、定員規模が何人で、何

％足りなくて、将来見込みがどうなのかという

ところとか、それと、地域間でかなり消防団員

の定員の減少の激しいところとか、そうでもな

いところとかあるんでしょうけれど、今、消防

団は、具体的には、現状というのはどんなもん

ですか。

現在の消防団員の人員で○福栄消防保安課長

すけれども、条例定数が平成29年４月１日現在

で１万5,877名なんですが、実員数は１万4,688

名となっております。各市町村の定員につきま
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しては、それぞれの条例で定められております

が、ここ最近で特に減少をしておりますのが串

間市、こちらが定数等の見直し等を行いまし

て、60名減少をしたと。そして、ほかに大きく

、 、減少をしたところとしましては 延岡市が43名

日南市が23名の減少というふうに報告を受けて

おります。

高齢化率とか平均年齢とか、質は○松村委員

どうですか。

細かなデータはちょっと○福栄消防保安課長

こちらのほうに持ってきていないんですが、山

間部におきましては、特に高齢化が進んできて

おるというふうに把握しております。

そのあたりもちょっとしっかり把○松村委員

握しとかないと、団員数の減少や高齢化など多

くの課題を抱えているということだから、課題

を地域別でもしっかり把握してから問題提起し

ていただきたいなというのが一つと、そのこと

も事業内容でブロック別に御意見をいろいろ聞

いていくということですから、地域のニーズ内

容等については、今回この事業の内容で新たに

把握して、それを次の対策に向けていこうとい

うことだと思いますが、団員の幹部さんという

のは結構忙しいんですよ、もちろん消防団も忙

しいですけれど。あとは、それぞれの地区とい

うんですかね。高鍋あたりといったら５町あり

ますから、児湯郡あたりは。そういうあたりと

の協議とか、結構たくさん出方が多いんで、そ

ういう幹部の方を一堂に会して、いろいろまた

検討会とかされるという内容でございますけれ

、 、ども あらかじめ地域の現状をしっかり把握し

ニーズもしっかりある程度はわかった中で、協

議会を進めていただきたいなとは思っておりま

す。

あと、処遇、待遇とかそういうことに関して

は、直接関係ないんですね。今の団員の処遇と

いいますかね。

、○福栄消防保安課長 この新規事業については

処遇とかは直接関係するわけではございません

けれども、当然、活性化を図るための処遇改善

等々についても、議題に上がってくるかと思い

ます。

はい、わかりました。○松村委員

別件ですけれども、104ページの15番目の減災

力強化推進事業。この中で、避難タワーの設置

を進めていくというお話もあったんですけれど

、 、 、も 県内の避難タワーは それぞれの市町村で

もう設置数の目標が出ていると思うんですけれ

ども 今 設置率というんですかね 取りかかっ、 、 。

ているところとかを含めて、この事業の進捗率

というのはどれぐらいなんですか。

県内の市町村におきまし○藪田危機管理局長

ては、この津波避難タワーの整備については、

計画を立てて、その上で実施していただいてお

りますけれども、今年度末までに県分を含めて

……。まず、全体での計画自体が、31年度まで

に26基を県・市町村で整備をするという計画に

なっておりまして このうち 29年度末までに15、 、

基が完成、または完成予定。今月末に完成予定

のところがございますので、15基が完成すると

いうことになっております。30年度につきまし

ては、この事業等を活用しまして、７基に対し

て整備・調整をすることにしており、その結果

、 、 。として 来年度末になりますと 15プラス７と

あと、これとは別に、県で宮崎港のほうにもう

１基整備をすることになっていますので、来年

度末までに23が整備予定ということになりまし

て、残りの３基が31年度となっております。

わかりました。もう一息というと○松村委員

ころですね。またよろしくお願いします。
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職員のメンタルヘルスケアで。今○緒嶋委員

までメンタルヘルスケアを受けておる職員は何

名ぐらいおるわけですか。

今、対象職員○大田原総務事務センター課長

としているのが、基本的には、病休で30日以上

休んだ人とか休職中の人を対象にいろいろ対策

をとっているんですけれど、一応第一次、第二

次、第三次というふうにここの対策をやってい

るわけですが、職員に対する一番の対策として

は二次予防対策、これが、こころの健康相談専

門員とか臨床心理士とかドクターあたりの相談

を直接受けて改善を図っている。それと、三次

予防として、ある程度改善が図られた人や、休

職中の人でもうそろそろ復帰してもいいかなと

いうふうに思われている人、そして、主治医が

それを認める職員については、うちの職場で職

場復帰支援というのをやっています。この職場

復帰支援会議というのを持ちまして、そこで復

職適当と判断された人は、一応復職支援プログ

ラムという１カ月程度のプログラムをつくりま

して、そのプログラムにのっとって、正式復帰

までを緩やかにやっていくというような対策を

とっているところであります。

復帰した後は、再発しないような形で、１カ

月後、３カ月後、場合によっては６カ月後、面

談等を行って、順調に勤務が続けられているか

というような支援を行っているところでござい

ます。

私は何名おるかと聞いたので、改○緒嶋委員

めて聞きます。

病休休職者に○大田原総務事務センター課長

ついては、平成29年度が41名です。

41名。大体このメンタルヘルスケ○緒嶋委員

アをやれば、三次とかいろいろ対策を立ててい

けば、今までの実績から、どの程度の人が職場

復帰ができるわけですかね。

平成29年度に○大田原総務事務センター課長

つきましては、一応その病休休職者に対しまし

て、26名を復職支援会議にかけました。そのう

ち復職した人が17名です。あとの９名について

は、まだ試し出勤中であったり、また、復職し

たけれど療養に入った人が１名ということに

なっております。１月末現在で17名の方が復職

しているということです。

、○緒嶋委員 そういうように復職する人がいて

最終的には復職ができないような人もおるん

じゃないかなと思うんですが、こういう対策を

立てていけば、ほとんどの人が復職できるわけ

ですか。

いや、復職し○大田原総務事務センター課長

て勤務を継続するというのは、全員が全員はな

かなか難しい状況です。中には、復職したけれ

ど、ある一定の期間で再度休職に入るとか、そ

ういう職員の方もいらっしゃいます。

全員が復職してほしいわけですけ○緒嶋委員

れど、やっぱりそれも病気というか、いろいろ

なこういうメンタル的なものは、対策もなかな

か難しいのかなと思うんですけれども、数字的

には41名ということですが、まあこれは少ない

。 、ほうがいいわけです 毎年やはり41名ぐらいは

年によって違うかなと思うとですけれど、大体

やっぱりこういう数字になるわけですかね。

大体40名台で○大田原総務事務センター課長

推移をしている状況ではございます。

教育委員会とか県警とかはもう関○緒嶋委員

係なしに41名ですかね。

総務事務セン○大田原総務事務センター課長

ターで一応このメンタル対策をやっている対象

職員というのは、基本的には知事部局なんです

けれど、あとは、各種委員会についても御相談
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があったときには、それなりの対応をさせてい

ただいているところでございます。ただ、教育

委員会、病院局、企業局あたりは独自でやられ

ていると思います。

その全体的な数というのは、総務○緒嶋委員

。事務センターではわからんということですかね

申しわけござ○大田原総務事務センター課長

いません。知事部局と先ほど言った人数の範囲

内しか把握しておりません。

教育委員会はやっぱり教職員の数○緒嶋委員

が多いから、まだ相当おられるんじゃないかな

という気もせんでもないんですが、これは県職

全体の意味で、本当にいろいろ総括的に対策を

やらんといかん面もあるんじゃないかなという

気もいたします。メンタルヘルスを受けなけれ

ばならなくなる最も大きな原因というのは、ど

のあたりだというふうに考えておられるわけで

すか。

先ほども申し○大田原総務事務センター課長

上げましたが、私のほうで相談業務を実施して

いるところなんですが、実際に直接メンタルダ

ウンする要因というのを特定するのはなかなか

難しいんですけれど、相談内容で申し上げます

と、約６割程度が職場環境の改善での相談、人

間関係であったり仕事の質、仕事の量、そうい

う職場環境での相談業務が最も多いところでは

ございます。

今、働き方がどうあるべきかとい○緒嶋委員

うのがいろいろ議論されておるわけですけれど

も、これは、また働き方にも関係してくるのか

なという気もせんでもないわけで。これは一応

わかりましたので、いいです。

今の関連で、このメンタルヘルス○中野委員

ケアは非常に大事な事業で、改めてまた事業が

進んでいるわけですが、現時点でこれは、まだ

職場の理解は図られていないという認識でいい

わけですね。

啓発とか研修○大田原総務事務センター課長

とか、管理監督者に対する研修とか一定の研修

はやって、ある程度の理解はしていただいてい

るとは思うんですが、ただ、今回新たにお願い

するのは、メンタルダウンの人が復職するとき

に、その復職する職員を迎える職場の個別的な

研修を実施しようとしているところでございま

す。

それと、28年度からストレスチェックを導入

していますけれど、その結果に基づいて、職場

環境の改善が必要だという所属に対する研修、

この２つの研修を今回実施するわけですが、復

職した人が、より仕事をしやすい雰囲気をつく

るために、まだまだ対策が足りていないとの感

じを持っていますんで、今回その部分について

充実をお願いしたところであります。

さっきの説明では、なかなか進ん○中野委員

でいなくて、こころの病の方が大体40人ぐらい

。 、継続されておるという説明でしたよね これは

そういう人のためには、家庭内でも、あるいは

職場でも、そういう人たちを理解する体制とい

うか、その状況がないと、なかなか回復しない

と思うんですよね。そういう人のために、ぜひ

そういう理解するところを深めていただきたい

なと思いますね。

この事業とは直接関係ないですが、県庁の自

殺、いわゆる自死ですよね。この数字をちょっ

と教えていただけませんか。

手元に持っていますのが、平○吉村人事課長

成12年度以降で24名が自死されております。

これは大体年平均、同じような数○中野委員

字ということですかね。

１人なり２人、多い年で４人○吉村人事課長



- 45 -

平成30年３月12日(月)

というような状況で推移しております。

自殺した人の理由というのはたく○中野委員

さんあると思うんですが、そのうちに、いわゆ

るこころの病でという方もおられると思うんで

す。病名とかそういう把握はされているわけで

すかね。メンタルヘルスケア事業があるわけで

すから、こころの病でという、これにかかわる

人がいたのかどうか、人数がわかってれば教え

てください。

自死に関しまして、直接的に○吉村人事課長

どれがというのはなかなか難しいんですけれど

も、亡くなられた方につきまして、メンタルダ

ウンをされていたという経歴があられる方はい

らっしゃいますので、メンタルダウンも何らか

の原因であったという方はいらっしゃるかと思

います。その人数については、ちょっと明確に

は把握はしていないところでございます。

ほかはございませんか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で、第３班の審○二見委員長

査を終了します。

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

常任委員会資料の39ペー○日高行政経営課長

ジをお願いいたします。

平成30年度の組織改正案について御説明をさ

せていただきます。

まず、１の基本的な考え方ですが、県総合計

画に掲げる政策課題等への的確な対応や業務の

効率化、効果的な施策の推進・強化などを念頭

に置きまして、第二期のみやざき行財政改革プ

ランに掲げる、行政需要に対応した簡素で効率

的な組織体制の見直しといった観点から所要の

改正を行うものであります。

２の主な組織改正の内容ですが、枠内二重枠

線の囲みの中の８つが主な改正の内容となって

おります。内容は個別に説明したいと思います

ので、次の40ページをごらんいただきたいと思

います。

まず （１）国体準備課の設置であります。、

２巡目国体の開催に向けた全庁的な準備体制

を構築するとともに、国体開催後も見据えた国

体関連施設の整備及び利活用方法の検討を行う

ため、現在、教育庁に設置されております国体

・高校総体準備室から、国体に関する業務を知

事部局に移管して、総合政策部に国体準備課を

設置するものであります。

次に、41ページをごらんください。

財産総合管理課の設置であります。

老朽化が進行する県有施設につきまして、管

理の最適化を図ることを目的として、平成28年

度に公共施設等総合管理計画を策定いたしてお

。 、ります その全庁的な推進体制を構築するため

総務課及び営繕課の県有施設等に関する保全業

務を集約して、一番下の欄にありますとおり、

総務部に財産総合管理課を設置するものであり

ます。

また、これに合わせまして、防災拠点庁舎整

備室を総務課から財産総合管理課に移管をいた

します。

なお、総務課につきましては、その１つ上の

段に注記してありますが、法制担当を行政経営

課から総務課に移管することといたしておりま

す。

次に、42ページをお願いいたします。

。人事課への行政改革推進室の設置であります

行政改革を人事制度と一体的に推進し、業務

効率化による行政サービスの向上と、職員が働

きやすい職場環境の整備を行ってまいりますた

め、人事課と行政経営課の庁内働き方改革に関
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係する業務などを再編いたしまして、改正後の

欄にありますように、人事課内に行政改革推進

室を設置するものであります。

先ほど御説明いたしましたとおり、法制担当

、につきましては総務課に移管をいたしますので

この再編に伴いまして、現在の行政経営課は廃

止することといたしております。

次の43ページをごらんください。

スポーツランド推進室の設置であります。

ラグビーワールドカップや東京オリンピック

・パラリンピックなどの事前キャンプの誘致活

動や受け入れ体制の強化を図りますとともに、

これらを契機としたスポーツランドみやざきの

全県化、通年化、他種目化の進展などを進め、

ブランド力向上などを図りますために、観光推

進課にスポーツランド推進室を設置するもので

あります。

続きまして、44ページになります。

中山間農業振興室の設置であります。

農林業者にとりまして深刻な課題であります

鳥獣被害対策を効率的に推進し、中山間地域農

業の振興対策を充実させるため、総合政策部が

、現在所管しております鳥獣被害対策の総合調整

あるいは、ジビエ推進の業務を農政水産部に移

管をいたしまして、業務の集約により、農政企

画課に中山間農業振興室を設置するものであり

ます。

また、これにあわせまして、現在の農政企画

課、新農業戦略室につきましては、ＴＰＰ対策

など新農業戦略担当の業務を、親課であります

農政企画課で行うということで移管をいたしま

して、新農業戦略室は廃止することといたして

おります。

続きまして、45ページの（６）であります。

農業担い手対策室の設置であります。

本県農業の未来を支える担い手の減少や高齢

化への対策を強化するため、新規就農者の確保

・育成と、その受け皿となっております農業法

人の新規参入・育成に関する業務を集約いたし

まして、農業経営支援課に農業担い手対策室を

設置するものであります。

また、これにあわせまして、現在の農地対策

室につきましては、農地中間管理事業など農地

対策担当の業務を、親課の農業経営支援課に移

管いたしまして、廃止することといたしており

ます。

次に、46ページをお願いいたします。

美しい宮崎づくり推進室の設置であります。

宮崎の美しい郷土を未来に引き継いでいくた

め、昨年度には美しい宮崎づくり推進条例を制

定し、今年度には美しい宮崎づくり推進計画を

策定したところでありまして、今後、全庁的な

推進を図りますとともに、市町村や民間団体と

一体となった関連施策を推進するため、都市計

画課に美しい宮崎づくり推進室を設置するもの

であります。

47ページの（８）をお願いいたします。

設備室の設置であります。

県有施設の老朽化に伴い、庁舎保全工事にお

きまして、空調や給排水などの電気・機械設備

の工事が増加しております。また、省エネルギ

ー等の観点から、内容が高度化・複雑化してい

ることを踏まえまして、営繕課にこれらの設備

工事に専門的に対応をする設備室を設置するも

のであります。

また、先ほど御説明しましたが、県有施設等

の保全に関する業務は、新しく設けます財産総

合管理課に集約することに伴いまして、営繕課

の施設保全対策監は廃止することといたしてお

ります。
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最後に お手数ですが 最初の39ページに戻っ、 、

てごらんいただきたいと思います。

今回の改正に伴います知事部局の組織数の増

減についてでありますが、一番下の表にありま

すとおり、全体で課が１増、室が４増というこ

とになっております。

説明は、以上であります。

市町村課から説明いたしま○横山市町村課長

す。

。常任委員会資料の48ページをごらんください

議案第31号の「宮崎県における事務処理の特

例に関する条例の一部を改正する条例」につい

て御報告いたします。

この議案につきましては、厚生常任委員会、

商工建設常任委員会及び環境農林水産常任委員

会に付託されておりますので、ここでは全体の

概要について御報告させていただきます。

まず、１の改正の理由でありますが、今回の

改正は、知事の権限に属する事務について、取

り扱いを希望する市に権限を移譲するほか、法

令の改正に伴い、引用する関係規定を改正する

ものであります。

２の改正の概要についてであります。

、（ ） 、 、まず １ についてでありますが １つ目は

障害児通所支援の指定等に関する事務を宮崎市

に、２つ目は、農地等の転用許可等に関する事

務を都城市に、それぞれ権限を移譲するもので

あります。

次に （２）についてでありますが、商工会及、

び商工会議所による小規模事業者の支援に関す

る法律及び土地改良法の改正に伴い、それぞれ

引用する関係規定を改正するものであります。

なお、施行期日は、それぞれ表の一番右の欄

に記載のとおりであります。

次に、49ページをごらんください。

参考といたしまして、平成18年度からの移譲

事務数の推移と、市町村別の移譲事務数を記載

しております。

説明は、以上であります。よろしくお願いし

ます。

説明が終了しました。○二見委員長

。その他報告事項について質疑はありませんか

組織改正、これは時代に応じて改○緒嶋委員

正するというか、変えることはもう当然のこと

だと思うんですけれども、割と室がふえたのか

な、いろいろと考えてされたと思うんです。問

題は、職員がそこで、いかにその立場立場で働

くかということだと思うんですけれども、その

あたりのやはり職員の自覚というか、そういう

点を含めて、改正したから、意義が発揮される

ことでもないと思うんですけれども。そのあた

りの心構え的なもので、職員の教育というか、

それが重要だと思うんですけれど、これは担当

が変わったからどうこうよりも、適材適所とい

うか、そこ辺が問題だと思うとですが、大丈夫

なんですかね。

緒嶋委員がおっしゃるとおり○桑山総務部長

でありまして、これはもう組織改正に限らず、

。職員の人材育成は永遠の課題だと思っています

それで、まず、その形をつくって、一つ県の目

指す姿をアピールするといいますか、政策目標

を組織に具体化して取り組むという形づくりも

大事でありますし、当然そこでそういう職責を

担っていけるような人材を、まあよく言ってお

りますが、若いうちにはいろんなことを経験さ

せ、そして、一定の年齢になったら、自分の専

門性とかそういう特徴を生かしたような配置な

どにも努めながら、そういう重責を担えるよう

な職員づくりに努めていきたいと思っておりま

す。
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、 、○緒嶋委員 ついでですが 今度の人事異動が

予定されている日程はどうなってるんですか。

今度の人事異動の発表の日程は。

最近は、内示の予定日も内緒○桑山総務部長

、 、にしているわけではございませんで 一応一般

、 、主査以下の方々については３月19日 それから

副主幹以上の役付の方には３月20日ということ

、 、で 広く言いなさいということは言いませんが

あらかじめそういうのは、みんなやっぱり業務

とか出張とかありますので、それに差しさわり

のないように所属内では伝えていいよというふ

うに取り扱っております。

はい、わかりました。○緒嶋委員

関連ですが、この組織改編で、法○中野委員

制担当ですよ。もともと総務課にありましたよ

ね。どのくらい総務課から外に出て、また今度

帰ったもんですかね。なぜ総務課から出ていっ

て、今度また帰るんだろうかとふと思ったんで

すが。

法制担当につきましてで○日高行政経営課長

すが、行政経営課が設置されましたのが平成17

年度になりますので、そのときに総務課から移

管をいたしまして、それで、今回また総務課に

戻るという形になります。行政経営課が設立さ

れましたときに、組織定数ですとか行政改革な

どとあわせまして、全庁的な基本的な下支えと

なります法制、こちらも行政経営の一環という

ことで、行政経営課に移管をさせたものと理解

しております。今回につきましては、当面の行

政改革の大きな課題が、働き方改革を初めとし

て、人事制度と一体となった取り組みがこれか

ら重要になってくるというふうに考えておりま

す。そのため、人事課の中に行政改革の部分に

ついて移管をいたしまして、県庁が働きやすい

職場になることによって業務効率を上げ、そし

て、行政サービスの向上につなげていくと。そ

うした取り組みに軸足を主に置いていきたいと

いうふうに考えたものであります。そういった

考えに伴いまして、法制担当も総務課に今回移

すことにしたわけですけれども、公文書の管理

などとあわせまして、引き続き県庁の中の基本

的な部分の下支えを、総務課という立場でして

いってもらえるものと考えております。

もともとこの法制担当は、総務課○中野委員

でよかったんじゃないかなという気がしてなら

んとですが、その約10年とはそれなりにあった

んだろうというふうには理解するんですが、も

とに帰ったから、そう思ったところでありまし

た。

、○桑山総務部長 行政経営課をつくったときに

法制もといった理由の一つという意味では、や

はり政策本部というような考え方もあろうかと

思います。県議会でも、議員発議で政策にかか

、わるさまざまな条例を制定されておられますが

やはり法制というのが、単に法令的なチェック

を行うだけではなくて、予算が一番の政策を語

るツールであろうかと思いますが、組織とか、

あるいは条例規則といったそういう政策本部で

。 、すね そういうものも重要であるという観点が

行政経営課に置いた理由の一つではあったと思

います。これが総務課に移ったから失われると

いうものではなくて、今後ともそういった政策

の意味合いを含めた法制の役割というのを、引

き続き持ち続けていたいと考えております。

ほかはございませんか。よろし○二見委員長

いですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で、その他報告○二見委員長

事項について終了します。

各課ごとの説明及び質疑が全て終了しました
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ので、これから総括質疑を行います。

総務部全般について質疑はありませんか。

３割自治、これが４割自治まで来○ 原委員

て、非常に自主財源もふえたのかなというよう

なことですが、入りを図って出るを制すという

のは、全ての会計の基本でありますけれども、

一点お尋ねしたいと思うんですが、ゴルフ利用

税を聞いたのは、一つはそういうこともあった

んですけれどね。かつては十何億あったので。

歳入の話ですけれど、ふるさと納税というのは

県にはないんですかね。

県でもふるさと納税を行って○川畑財政課長

おりまして、今オールみやざき営業課で所管し

ておりますけれども、毎年歳入を１億見込んで

いるところでございます。

実績的には大体どれぐらいの数字○ 原委員

ですかね。

少々お待ちください。今年度○川畑財政課長

１月末までの速報値でございますが、寄附の受

け入れ件数が1,304件 金額にして7,403万となっ、

ております。昨年の同期比でいきますと1,726

件、8,437万円ですので、１月末の段階では、昨

年度よりは少し落ちているということでござい

ます。

この歳入は、項目は何に入るんで○ 原委員

すかね。

これが寄附金となっておりま○川畑財政課長

して、歳入予算説明資料の54ページ。寄附金が

１億1,623万7,000円とございまして、昨年度ま

では総務費寄附金として計上をしておりました

が、事務をオールみやざき営業課に移管してお

りますので、予算としても、30年度から商工寄

附金という形で１億円としております。

47都道府県あるわけですけれど、○ 原委員

地方の県として、この金額は大体予算規模に比

べて多いのか少ないのか。もう一つ聞いておき

ますが、本県として、このふるさと納税に対し

て、いっぱいくださいみたいなキャンペーン活

動は、何か外にされているのかどうかというこ

とをちょっとお尋ねしたいです。

具体的なものはオールみやざ○川畑財政課長

き営業課で取り組んでいただいているところで

はございますが、ほかの県の状況ですね。申し

わけありません。手持ちで把握している資料が

ございません。県のアピールになるということ

で、オールみやざき営業課で物産と合わせて事

務をしていただいていることもありますので、

宮崎のことを知っていただく 宮崎のよさを知っ、

ていただく、また応援していただくという意味

では、今後も活用をしていく必要があると思い

ますが、市町村で過熱している競争ほどに県で

力を入れることは、今のところないのではない

かと思っております。

ですから、財政側として歳出につ○ 原委員

いては、査定とか数百％上がってきたものの中

からいろいろ選出されて、こういう歳出になる

と思うんですけれど、歳入もどうにかやって頑

張ってふやせという、まさにわずかなもんかも

しれませんけれども、そういう努力も必要なの

ではないか。入るを図る部分について、総合政

策部があしたあるので、その辺の成長産業をど

うするか。税収をふやそうかという話の議論に

なっていくわけだけれども、総務部長としてこ

の歳入をふやすという、そのことに対する期待

感というか、例えば、こんなことをすればふえ

るんじゃないのというところの考え方だけでも

いいんですけれども。どうしてもここは歳出だ

けの議論になりますよね。

。○桑山総務部長 大変難しい問題だと思います

やはり県の収入の大宗を占めますのは県税であ
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りますので、まず県税について、しっかり税収

を伸ばすように、そして、県税の収入のもとと

なるのは、やはり県民の収入であったり、ある

いは企業の売り上げでありますので、そこをた

どっていけば、そういうところにやはり力を入

れていくことが、税収の伸びにつながっていく

ものであると思っています。

また、当然本県のような県は、地方交付税に

頼らざるを得ない財政構造になっておりますの

、 、で そういった地方交付税のあり方についても

やはり本来の標準的なサービスが提供できるよ

うに、目的が損なわれることのないように、今

後とも国に対してしっかり要望をして、必要な

交付税等の確保にも努めていく必要がある。こ

の２つが大きな収入であります。

その他、財産収入でありますとか、お話にあ

りましたふるさと納税であるとか、そういった

ところにもこまめに気を配りながら、確実に可

能な限り多くの収入を上げる努力は行っていく

必要があると思っております。

後輩への貴重なメッセージだった○ 原委員

。というふうにも受けとめておきたいと思います

ちょっと別な件で。

危機管理課の予算がここにあるわけですけれ

ど、この前、本会議でもいろんな議論がありま

した。ここに来て、南海トラフでしたかね。発

生確率が非常に上げられたという、そういう議

論もあったわけですけれど。ということは、も

、う30年以内がどうのこうのという話じゃなくて

今夜かもしれない あしたかもしれない あさっ、 、

てかもしれないというふうに我々はもう思って

いなきゃいかんということなんです。いろいろ

やっていただいているのはわかっているんです

が、例えば、あした、南海トラフの地震が発生

して、宮崎に地震が、津波が来るという事態に

なったときに、今の状況で、予算でそれにぱっ

と即応できるかという。できないとは言いにく

いのかもしれないけれども、それは予算的にも

設備的にも、これからのいろいろ備蓄という考

えで万全かどうか。その辺の状況を忌憚のない

ところでちょっとお聞かせ願えませんか。

これまで予算でもいろ○田中危機管理統括監

いろ御説明しましたように、ハード部分につい

ては計画的に進めているところでありまして、

先ほども御説明しました津波避難タワー、これ

も順次整備をしているところであります。この

ほかにも避難経路ですとか避難場所の確保、そ

れから津波避難ビルの指定とか、さまざまな対

応をとっているところであります。それから、

備蓄につきましても、県・市町村あわせて必要

な量の３分の１ずつを、これも計画的に進めて

いることでありまして、行政としてやらなきゃ

いけないことについては、一遍にというのはな

かなか難しいので、これを順次進めているとこ

ろであります。やはり一番大事なのは、住民の

方々が、まずは自分の命は自分で守るというこ

とですね。すぐに対応をしていただくことが必

要だろうと思っております。今回の本会議でも

いろいろ御質問をいただきましたけれども、や

はり行政の支援というのは、すぐにはできませ

ん。大地震が起こったときには、しばらくは自

分の命というのを、やはり自分で何とかしてい

かなきゃならないということで、そういった自

助の意識を高めていくことが重要だと思ってい

ます。

これにつきましては、以前から緒嶋委員から

も、もっと自助の意識を高めるために啓発とか

いろいろやるべきだという御意見も伺っており

ます。いろんなセミナーとかＣＭ活動とかいろ

いろやっておりますけれども、セミナーに来ら
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れるのは、いわば意識の高い方でありまして、

、そうじゃないもっと一般の方と言いましょうか

意識を余り持っていらっしゃらない方をいかに

そういった避難していただくように結びつける

か、これが一番重要だなと思っております。こ

れは一朝一夕にはなかなかいかないところがあ

りまして、我々も苦慮しているところですけれ

ども、引き続き今回、津波に対する意識調査も

行いますけれども、そういったところで出た問

題点、課題点等を踏まえて、できるだけ効果的

に自助の意識を高めていくようにしていきたい

と思っております。

要は自助、自分で先に逃げるとい○ 原委員

うのが一番でしょうから。ゆうべテレビでやっ

ていましたけれど、国でやったアンケートで、

南海トラフ地震、それによって生じる津波の発

生について知っているかということでアンケー

、 、トをとったところ これは全国でしょうけれど

８割の人が知らなかったという非常に衝撃的な

数字だったということで。宮崎県にしたらどう

なのかということも、今からアンケートをとら

れるんでわかると思うんですけれど、意外と認

識のない人が多いというこの現実を。やっぱり

ハードはおそらくまだ道半ばでしょう。100％と

。 。は言えないですね 避難タワーにしてもですね

だから、そういうハードルもありましょうが、

要は、おっしゃったように意識の部分というこ

とになれば、アンケートをとられたら。いつで

も津波が来るんだよと、知らないことへの啓発

。 、をすぐに 確かにそこが大事なんだろうなとは

ゆうべテレビを見ながら感じたところではあっ

たので、よろしくお願いをしておきます。

今のことだけれど、行政はすぐに○緒嶋委員

はできないだけに、前もって準備しておかない

かんわけよね。そのときにすぐできんからとい

うのは、仮に来たときに、避難する仮設住宅や

らを市町村ごとにどこにつくるとか、そういう

準備だけはしとかな。東日本のときはそれから

始まったから、なかなか。だから、市町村ごと

にどこを仮設住宅の場所にするかと。また、逆

に言えば、民間に対してどれだけ被害が出るか

と。南海トラフが起こったら、33万人が亡くな

る想定も出とりませんかったですかね。

３万5,000人ぐらい。○藪田危機管理局長

３万5,000人、宮崎県では。全国で○緒嶋委員

は33万。３万5,000というたら、東日本大震災で

も２万二 三千よな 関連死まで入れて２万2,000、 。

人。それ以上の人が宮崎県では亡くなることを

物すごく深刻に受けとめて、やはりこれは一人

でも少なく死者を減らさないかんわけ。その対

策は万全かということから立てていかな本当は

いかんわけです。今のところ8,000人ぐらいに減

らすというのは、8,000人は死んでも仕方がない

という政策なわけじゃから、本当はそれじゃい

かんわけですよね。ゼロにすることを目的にす

るためには、それぞれ民間がやる自助努力が一

番です。それは、早く津波の来んところに避難

して、やっぱり家屋でも耐震構造にして、地震

の７が来ても大丈夫なものをつくるとか、いろ

いろなのをやって ゼロにするという目的があっ。

て対策を立てていかないかんわけですよ。避難

タワーが26もできたから大丈夫ですとみんなが

思ったらいかんわけです。やはり防波堤なんか

にしても、何らかのことをせんと、災害が来た

場合は、宮崎県は防波堤の１メーターもつくっ

ておらんかったと言われると、行政は間違いな

く非難されると思う。どうしてもここは防波堤

を緊急的にやらないかんという、そういう選択

肢を持ちながらやっぱり対策を立てていかなけ

れば、人の命というのは、予算がありませんだ
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けで済む問題じゃないと思うんです。それぞれ

の市町村も、全体的な産業に与える影響はどう

なるかということも含めながら、それぞれの立

場でこれだけ深刻な被害を被るという前提で、

やっぱり県民総力戦で被害対策を。やはり宮崎

県の経済に与える影響等を減少させるためには

どうすべきかということも、これはＪＡはＪＡ

で農業に対する影響をどうして少なくするかと

いう対策を立てていくということで、それこそ

県民総力戦で、行政だけの力じゃなくて、全て

のものを加えて対策を立てるという、そういう

将来の全体ビジョンはあるのかな。

おっしゃるとおり、最○田中危機管理統括監

大級のクラスの地震が来たときには、これは甚

大な被害が出るということでございます。今そ

れを減らそうということで、当面耐震化と、そ

れから早期避難率を上げることで8,600人に下げ

ろということですけれども、これで満足してい

るわけではございませんで、これを限りなくゼ

ロに近づけるのが究極の目的でございます。

さらに、経済面でもさまざまな影響が出る、

これは必至でございます。私どもは、経済界の

方々ともこの南海トラフ地震の被害想定等につ

いて御説明する機会をいただいていますので、

いろいろ御説明をさせていただいたりしており

ます。

農業分野については、ちょっと私ども直接は

やっていない部分がありますので、また農政セ

クションとも連携しながら、そういった部分に

ついてもやっていきたいと思っております。

やっぱり経済界は経済界のほうで、自分たち

の事業でいかに被害を減らして、あと継続して

いくかということも必要ですので、ＢＣＰの策

定が必要になるんですけれど、これも商工観光

労働部と連携しながらやっておるところでござ

います。

本当におっしゃるとおり、これについては県

民総力戦で取り組まなければならないというこ

とで、我々も今以上にいろんな方々と連携しな

がら、地震の恐ろしさも認識していただいて、

それに備えるためにどういったことが必要かと

いうことも、それぞれ考えていただきながら取

り組んでいきたいと思っております。

きのう、日南の高速道路の９キロ○緒嶋委員

が、開通したということで。やっぱり社会資本

の整備というか、高速道路があって、災害をい

かに少なくするか、また後の支援をどうするか

と。これは中央道路も同じですが、やっぱりそ

ういう全ての立場で、これは、ある意味じゃ宮

崎県は、失礼な言い方かもしれんけれど、南海

トラフ対策が、ほかの高知とか四国とか静岡、

和歌山とかに比べたら一番おくれておると。私

はそういう地域を見て、民間も金を出してでも

。防波堤をつくるとかもやっておるわけですよね

それはもう財政力、経済力が違うからやむを得

んと言えばそれまでですが、いろいろなことを

やはり本当に深刻に考えていかんと、言われた

とおり、あした来るかもわからんと。それは10

年先か20年先かもわからんけれど、備えあれば

憂いなしの言葉のとおりだと思うので、これは

一刻の猶予もないというような気持ちで、全て

の対策を総合的にやはりやって。本当は予算的

にもあらゆるものが、防災対策を優先した予算

を組みましたというような、知事がそういうＰ

Ｒもやるぐらいの前向きのものがあっていいと

私は思うんです。そういうのが、こういう予算

だけではなかなか我々には見えてこないので、

私は高千穂じゃけれど、高千穂には津波が来ん

ことはわかっておるけれど、やっぱり県民全体

を思うと、何とかしなきゃいかんという深刻な
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思いがあるので。本当に、やはり県民の命を守

るのが、県政の一番の大きな仕事なんです。そ

ういうものを忘れずに、私は、それこそ県民総

力戦の、立場を明確にすべきだというふうに思

いますので、全力を尽くして頑張ってほしいと

強く要望をしときます。

ちょっと関連で。総括的になりま○河野委員

すけれど、期待させる事業名ですが、ちょっと

内容がついてきていないなと思ったんですけれ

ど、先ほど松村議員もおっしゃった「消防団に

新しい力を！」事業というのを。この事業名だ

けを読むと、新しい観点で募ろうとしているん

、 、だなと思ったんですが 少子高齢化が進む中で

なかなか団員にというのがあって、全国的には

今どういう動きかというと、処遇への工夫を通

して、さっき限られた時間しか動けないぞとい

うのがありましたように、限られた時間の中で

有意的な作業ができる方、例えば、重機のオペ

レーターとかですね。そういう特殊技能を持た

れた方を探し出して、求めていくという流れが

あるようです。だから、そういう観点でこの事

業を進めていくべきじゃないかなと思うんです

けれど、いかがでしょうか。

機能別消防団という組織○福栄消防保安課長

がございまして、本県におきましては、もとも

と団員であった方が定年退職等をされて、やは

り被用者が非常にふえており、中間の消防力が

弱いということで、ＯＢの方を中心として、機

能別消防団員として活動していただいていると

いうことをやっておりまして。また、委員が先

ほど御紹介されました大規模災害消防団員、こ

ちらについては、新年度で消防庁のほうから、

こういう事業に取り組もうということで今通知

が流れてきておりまして、各市町村に御紹介を

しているところであります。

ほかはございませんか。○二見委員長

まだ時間はいいですか。市町村課○松村委員

。 、でしたかね さっき聞き忘れたんですけれども

職員の交流といったら、市町村課だけじゃなく

て全庁ですよね。全庁で今の人数と、市町村課

の人数というのは、どれぐらいなんですかね。

平成29年度に市町村からの○横山市町村課長

研修生が全部で17名来られていまして、うち９

名が市町村課です。あと企業立地課に３名、そ

れから総合政策課に１名が本庁で、あと残りの

方々は、東京事務所、大阪事務所、福岡事務所

のほうに研修に行っておられます。

県庁から市町村に出向されている○松村委員

方というのはどれぐらいでしょう。

県と市町村との間で交流させ○吉村人事課長

ていただいているのは15名いらっしゃいます。

県から15名が市町村に行って、市町村からも15

名来られている。

それは、先ほどのとはまた別です○松村委員

ね。

先ほど市町村課長が説明しま○吉村人事課長

したのは、向こうからだけ来られている方が17

名。

17名は単独で、見返りは要りませ○松村委員

んと来ているわけで、交流は15名と。結構行っ

ていらっしゃるということですね。

これが多いのか少ないのかというのはわかり

ませんけれども、例えば、県庁で働き方改革を

進めていますよと。これから県庁がどのような

働き方改革をしていくかというのを、市町村は

しっかり見ていると思うんですよね。市町村の

小さい町であればあるほど一人何役の担当を受

け持っているわけで。働き方が過去よりも今、

そして、さらに町村の人たちというのは大変な

事業数というのを受け持つということで、土日
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もないようなお話も聞きますよね。例えば、働

き方改革一つとっても、県と町の職員の皆さん

が交流を促進すると、県庁の方が市町村に行っ

て見本を示すとか、あるいは、市町村の方が県

の中に来て、県の働き方はどうなんだというの

、を２年間の中で肌で感じていかれると思うんで

これからの連携がもっと密になるんじゃないか

と思います。

先ほど、知事と市町村職員との、スクラム談

義とか何かのお話もありましたけれども、知事

がそういう市町村の職員の声を直接聞く、これ

も悪くはないと思うんですけれども、たった１

時間とかそれぐらいの時間で、ちょっと一言ず

。 、つ話すような会議ですよね それを２年間とか

職員同士がしっかりそれぞれの問題を肌で感じ

、 、ながら それぞれが上を目指して進んでいける

そういう職員の皆さんが育っていけるというこ

とが、これからの市町村行政、県行政、地方行

政の連携の中で本当にいいんじゃないかという

か、それが大事だなというのを、いろいろな話

を聞く中で思いました。

最後に一言。こういう市町村交流、あるいは

市町村からの受け入れ、これの目標とか上限と

かあるんですかね。

特に目標を定めているところ○吉村人事課長

ではございません。次年度に向けて市町村の、

調査といいましょうか、交流しませんかという

ものを各市町村に投げまして、実際にどういう

ポストでどういう職員をというような形でお互

いやり取りをしながら、翌年度以降の交流の人

数とかは決めていっております。市町村からも

一回来ていただくと、次の年もとかいうような

話はいただいておりますので、それが継続して

いけば、少しずつでもふえていくのじゃないか

なというふうに思っております。

市町村課では研修生で来て○横山市町村課長

いただいているんですけれども、以前はもっと

多い時期もあったようなんですが、最近はそれ

ぞれ市町村も業務が複雑になっているし、業務

量がふえていると。その中で職員は減っている

ということで、研修生に関しては、なかなかふ

えないような状況にあります。

先ほど委員がおっしゃった働き方改革につい

ての県の取り組みというところでは、人事課長

を集めた研修会をしましたときに、人事課の職

員から県の取り組みを紹介していただいたりと

かしているところですけれども。確かに研修生

の方たちから話を聞きますと、市町村課は１年

が多いんですけれども、やはり県の働き方につ

いて、全く仕事の内容も違いますので、一緒に

働いている中で、仕事のやり方については非常

に勉強になったという声は聞いているところで

す。市町村から一方通行で研修に来るというの

、はなかなか大変なことではあるんですけれども

それを意義あるものにしていって、また研修生

の受け入れもしっかりやっていきたいと考えて

おります。

上限がない、枠も決まっていない○松村委員

ということだったんで、多分隠れた市町村の要

望とか思いとか、市町村が今、何の事業をやっ

ていて、どういう県の人材が欲しいかというと

ころもよくお話をしていただいて、できるだけ

多くの交流をしていただくことで、それぞれの

レベルアップになるんじゃないかと思います。

組織再編で新しい課とかいろいろできますけれ

ども、人材というところも、やっぱり組織をつ

くる上で、市町村にまで県が影響を与えるとい

うぐらいの思いで、ぜひよろしくお願いしたい

と思います。

予算のことで総体的な話ですが 30○中野委員 、
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年度の予算は、財政改革の取り組みを不断の取

り組みとして、将来を見据えた予算として編成

したということですよね。それで、いわゆる依

存財源ですけれども、今ずっと県債残高が減っ

てきているんですが、ことしの県債発行を見る

と、全体としては6.4％の増なんです。臨時財政

対策債を除くと13.1％ふえたとなっていますよ

ね。非常に将来をそれこそ見据えたときには、

また、いろいろ投資もありますからね。どっか

に書いてあったが、ふえてくるんじゃないかな

ということを懸念したんですが。

この臨時財政対策債、宮崎県の予算も前年度

マイナス3.2％ですが、国も抑制する方向でとい

うのを書いてありますよね。それで、この臨時

、 、財政対策債というのは バブルがはじけた後に

何か制度的にできたと思っているんですが、こ

、 。の制度というのは まだずっと続くんですかね

宮崎県の予算の中での前年対比が少しずつ下

がってきているような気もしているんですが、

ことしはマイナス3.2、去年もおととしも少しず

つ下がってきたような記憶があるんですけれど

も、この取り組みの仕方では、まだ臨時財政対

策債というのをどんどんふやすことができるん

ですかね。国はこの制度を、何というか、抑制

をしているわけだから、なくそうとしているの

か、そのあたりをお聞きしたいと思います。

この臨時財政対策債ですが、○川畑財政課長

地方交付税とあわせて実質的な交付税という呼

。 、び方を財政課ではよくいたします というのも

臨時財政対策債というのは、本来地方交付税と

して地方に交付されるべき財源が、国において

不足するために、地方においても起債をして、

その財源を補償するといった形になっておりま

す。

今後の動きについては、まだわからないとい

うのが正しいところですが、本来地方交付税の

制度の中では、国税の税収のそれぞれ何％何％

と決まっており、その法定率の引き上げで財源

不足には対応をすべきものでありますので、臨

時財政対策債の比重をできるだけなくすという

ことが、交付税制度上、地方財政制度上、望ま

しいものというふうには考えております。

また、本県において、臨時財政対策債の割合

が国での減少率より大きいということは、いろ

んな地方自治体があります。その財政力に応じ

て地方交付税として配分する分、また臨時財政

対策債として起債の枠を、発行可能額を配分す

る県とありまして、財政力のより弱い県には地

方交付税として配分する傾向にあります。本県

は財政力が弱いですので、より地方交付税とし

てきちんともらえる割合が高いということはご

ざいます。

それから、その前段の県債残高の○中野委員

見通しも聞いたんですけれど。

県債の発行額が、今年度、全○川畑財政課長

体で38億余 臨時財政対策債を除きましたのが46、

億余増加しております。しかしながら、県債残

高については、これまでのところ、グラフも下

にありますが、順調に減少傾向というのがこれ

までのところでございます。

今後の見込みについては 主に箱物需要によっ、

てくるというのがございまして、国体の施設整

備に要する起債が。今国体に関して基本計画を

策定しておりますので、それが策定後、施設整

備に要する経費が具体的に出てくることになろ

うと思います。なので、ここ二、三年のうちに

は、施設整備に要する経費が何十億という単位

で各年度にのってくることが想定されますと、

県債残高も増加に転じるタイミングが近い内に

来るというふうに考えております。



- 56 -

平成30年３月12日(月)

、 、また 30年度の発行額がふえておりますのは

左の依存財源の四角囲みの中の説明書きの下か

ら２段目に書いておりますが、地域総合整備資

金貸付事業費の増等によりというのが、大きな

要因としております。この地域総合整備資金貸

付事業費というのが、ふるさと融資制度を活用

したもので、県で30億の起債をしまして、日機

装、立地企業に対して、その施設整備に要する

経費を貸し付けるというもの 今年度30億と載っ。

ておりますが、これは単年度特殊な要因による

ものと考えております。

将来を見通したときに、自主財源○中野委員

は今度は40％、おととしも40％ちょっとですよ

ね。補正後はどうなったのかわかりませんが、

当初ベースでは おととし ことし 30年度が40、 、 、

％で回復しているんですけれども、もっと将来

を見通した場合には また自主財源がずっと減っ、

ていくんじゃないかなと。そういう中で、また

依存財源のほうも県債の発行がふえたりしてい

るんです。ことしの予算のここに不断の取り組

みをと書いてあるけれども、それこそ不断の努

力をせんといかんけれども、非常に見通しが厳

しい状況になっているんじゃないかなという。

、 、 、今 税収があるからいいけれども 長い目では

厳しい県政の予算上の運営になるんじゃないか

なと思ったところでした。

委員がおっしゃるように、そ○川畑財政課長

の自主財源比率40％を単年度的には超えること

も予算上ありますけれども、消費税の引き上げ

によりまして地方消費税の収入が伸びたという

ことも、自主財源の比率が高まった一つの要因

であります。またもう一段階引き上がるという

ことであれば、一応そこの税収としてはふえる

であろう想定はありますが、とは言え、それ以

外の歳入がふえる見通しというのは基本的にな

いので、厳しい財政状況の中、不断の取り組み

として、歳入歳出一体となって改革を進めなが

ら予算を編成してまいります。

国体に向けてのいろいろな施設の○中野委員

、 。投資とか 老朽化した施設とか言われますよね

何か防災センターをつくるときに、いろいろと

県の施設もかなり古くなってきているんだけれ

ども、その見直しをしたら、まだずっと引き延

ばしができて、すぐ建てかえをせんといかんと

、 、か そういうのはしばらくはいいというような

防災センターをつくるときに 途中で説明があっ、

たんですよね。しかし、もう防災センターも着

工になって、去年ごろからいろいろ施設が古く

なったというのを、県もどんどん言われるよう

になってきたんですよね。だから、そういうお

。 、金もかなりのものになると思うんですよね 今

我々がいる周りの建物も、古いものが多いわけ

でしょう。林務が入っているあの建物もかなり

古いし、この１号館も古いし、本館は昔造りや

から古くても大丈夫なのか知りませんが、そう

いうことを考えたときには、かなりの努力をし

て当たらないと、また、借金づくめの県政にな

らないかなと、そういう懸念をしているもんだ

から、るる質問をしたところでした。もう答弁

は要りませんので。

質問というより総括的な意見と○前屋敷委員

いうか。今、財政の論議にもなっているんです

けれど、ことしの予算は、前年度よりは増額

の5,800億の積極予算と提示をされております

が、その中身を見ると、地方交付税は前年度よ

りさらに、臨時財政対策債をあわせても下回る

。 、ということで この臨時財政対策債については

私も以前から議会の中でも質問などをしてきた

んですが、今年度にきっちり交付税措置をする

ということでずっときて、県が借金をして地方
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交付税の肩がわりをして県の事業をやるという

ようなシステムになっているんですよね。果た

してこの分がちゃんと交付税措置をされている

のかということも何度かお尋ねもしたところ

だったんですけれど、非常に不透明なんですよ

ね、はっきりこの分が交付税措置されましたと

いうことにはならないので。でも、そこまで疑

うわけにはいきませんけれども。しかし、やは

り特に宮崎のように財源の乏しいところでは、

地方交付税に頼るというところが非常に大きい

わけで、地方交付税を減らすこと自体が、私は

国に責任もあると思うんですけれど それによっ、

て県も大変厳しい財政運営を迫られることにも

なります。ですから、やはりそうなると、県の

予算は、どこに重点を置いて組むのかというこ

とが非常に試されるわけで、やはり地方自治体

、の本質であるところの県民の命と暮らしを守る

先ほどお話も出ましたが、人命を守る、それか

ら、福祉の充実に努めていくというようなとこ

ろにきっちりやはり重点が置かれなければなら

ない問題で、特に宮崎、まあ全国的にもですけ

れど、医療や介護が大きく改定をされる中で、

やはり命も健康も非常に心配だと。また、南海

トラフは、特に宮崎あたりも、この大震災にど

う対応するかという点では、自助や公助が言わ

れていますけれど、私は、公助がしっかりして

こそ、やっぱり自助も働いていくんだというふ

うに思うんですよね。そういう観点も非常に大

事だと思います。ですから、防災対策も安心で

きるものにすること、また、国体などに向けて

も さまざまスポーツ施設も整備していかなきゃ、

ならない。これは必然的なものもあるんですけ

れども、さらにはＴＰＰの問題もずっと出てく

るという点では、非常にやはり課題を多く抱え

た県政運営の中で予算をどう組むか、生きたも

のにするためにはどうするかという点では、本

当に頭を悩ませるところだと思っているところ

。 、 、です ですから さまざま今度の予算の中でも

住民や自治体の声も聞きながら、県政の運営に

当たるというところも随時出てきましたけれど

も、やはり地方自治体や県民のそういった切実

な思いをしっかり酌み取り、そして施策に生か

すという点をきめ細かにやっていくことが、何

より大事だなというふうに思っているところで

。 、 、す 子育て 教育にしてもそうなんですけれど

なかなか放課後児童クラブ一つとっても、もう

２年生があふれてしまうという実態が、今既に

出ているんですよ。そういう話を聞きますと、

本当にやはり隅々にそういった住民の声や実態

がつぶさに把握されているのかなと疑問に思う

ところも多々あるもんですから、そういった意

味では、その辺のところはしっかり踏まえて、

行政運営にも予算の編成にも当たっていただき

たいということです。感想と意見・要望を述べ

ました。

以上です。

ほかはございませんか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、その他で何かありま○二見委員長

せんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、総務○二見委員長

部を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさ

までした。

暫時休憩いたします。

午後３時27分休憩

午後３時29分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

その他で何かありませんか。
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この議会で一般質問、代表質問で○緒嶋委員

ありましたＪＲ九州のダイヤ改正に伴う減便と

いうことで、吉都線で１便だけ復活を認めても

らったというようなことでありますが、このこ

とについて、意見書をやっぱり出して、国との

関係で、やはり約3,900億の運営資金をＪＲ九州

はもらっておるわけですね。その大半は新幹線

の建設のほうに充てたということで、本当は在

来線の運営赤字が出るだろうことを予想して、

その果実で赤字を大体カバーするというのが最

初の本旨であったのが、こういう金利もない時

代で、逆に新幹線も必要だということで、あの

ように九州新幹線のほうに使ってしまって、余

り手持ちがなくなったというような状態であり

。 、ます 我々とＪＲ九州だけでいろいろ言っても

やはり向こうは、本当は不動産部門では儲けて

おるわけですね。そして、宮崎駅の近くにもま

たビルもつくる。このことについては、 原議

長の提案で九州議長会でもＪＲ九州へ行かれた

ということで、大変ありがたいし、共産党も何

か九州各県の県会議員でＪＲ九州まで行かれた

ことも聞いておるわけでありますが。そういう

ことであれば、総務政策常任委員会でこのこと

について、国のほうも責任があるということで

の意見書を出して。やはりこれは、このままで

いくと、毎年ダイヤ改正のときに、減便とか運

転手だけで車掌は置きませんとかがだんだんと

来れば、地方はますます利便性も悪くなるし、

何か車で運転もできないような高齢者というか

弱者にとっては、これは大変な時代がますます

来るんじゃないかという気がするので、総務政

策常任委員会が提案者になって。ここの１月閉

会中の常任委員会でもいろいろ意見を言うたで

すよね。そういうことを含めて意見書を出した

らどうかという動きがあるわけで、皆さん方の

賛同が得られれば、総務政策常任委員会が提案

者になって議会でそういうものを議決してもら

うことも必要じゃないかなと思うとですが、ど

んなもんかなと思ったんですよね。

御意見がありましたけれども、○二見委員長

何か皆さんから。

必要な大事なことだというふう○前屋敷委員

に思います。やっぱり公共交通機関として、本

、来ＪＲそのものも責任をとらんといかんけれど

やはり国にも大きな責任があると思うんですよ

ね。やっぱり住民の暮らしも守る、そういった

意味では、学生も守っていくわけですから、必

要だと思います。

、○緒嶋委員 皆さん方が賛同していただければ

意見書の文面等は、またあしたの委員会で皆さ

ん方に諮って、どんなものかというふうなこと

で進めて、あとは議運にお願いするということ

で進めたらと思うんですけれども、議長はどう

でしょうか。

おととい、金曜日でしたかね。専○ 原委員

。 、 。務が来ました その前 個別に常務も来ました

というのは、なぜ常務が来たかというのは、我

々には14本ワンマン化すると言っていたんです

けれど、ところが、マスコミがいろいろ取材で

聞いたら、実際20本だったという話で、組織で

そんな話があるかと、公的な機関同士の発表で

。そんなことがあるかということで来られました

やかましく言いました。最後まで私は納得して

おりません、というところでお別れしておりま

したら、この前、金曜日でしたかね。今度は専

務が来ました。最初はちょっと私もかっかした

もんだから、私の話も聞いてくださいと向こう

が言わないかんぐらい、ちょっと険悪な状態に

、 、なりました いろいろこちらの言い分も言って

やっていることがおかしいということで。そし
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て、今おっしゃった3,877億円です。もともと確

かに税金です。これを使ったということに対す

、 、る認識 公共交通機関ということに対する認識

道義的・社会的そういう責任等々あんまりない

ような感じがしているんで、最後に言ったんで

すよ。我々が意見書を出すかもしれませんと。

後で聞かれると気持ちが悪いでしょうから、場

合によっては、まとまったら、我々が国のほう

にこれを手持ちで持っていきますよと。我々の

ほうの与党の本部のほうにも多分持っていくこ

とになるでしょうと、ここまで言っておきまし

た。

だから、おもしろい話がありまして、常務が

来たときに、社是は何ですかと聞いたんです。

、 。 、会社は社是 社訓が大体あるんです そしたら

返ってきた言葉が、誠実ですと。そういう皮肉

な事態もあったりしてきましたけれどね。僕も

正直個人的にもかなりやりよっとですね。それ

と、公的な交通機関だということについては、

、あのやりようは絶対おかしいと思っているんで

、 、ぜひいい御提案だと思いますんで 国をもって

国のほうから税金の使い道にチェックを入れて

いただかないといけないと思います。

どの県にも一言の相談もなかっ○前屋敷委員

たと言っていました。

あれだけの計画をするには、相当○ 原委員

綿密なことをやらないと、全九州でいくもので

すから。経済効果、経費節減効果は幾らですか

、 。というのに わかりませんというわけでしょう

、 。ということは 数字的根拠は何もないんですよ

数字的根拠が。根拠を示さずに理解してくださ

いと来たって、理解しようがないじゃないです

か。だから、次のことがあるから、全部これを

許していると、また次は、はい、廃線です、こ

うしてやってくるわけです だから ここはやっ。 、

ぱりちゃんと言っておかないといけないと私は

思います。

ほかはないですか。○二見委員長

特に吉都線がワースト２で、日南○緒嶋委員

線がワースト３なわけですよね。それから、次

の段階になれば、このあたりがまた減便とか、

最終的には廃線とかいうようなところまで追い

込まれるんじゃないかなと思うので、やっぱり

ここで宮崎県議会としての意思表示は、これだ

けいろいろと課題のある中では、出しとく必要

があると思うとですよね。県議会はもう何も、

結果としては国に対しても何もせんかったじゃ

ないかと言われてもいかんと思うからですね。

そういうことで進めたらと思いますが。

よろしいでしょうか。今の御意○二見委員長

見を参考にして、またあした意見書案を持って

くるということで。

ほかに何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

何もないようですので、あした○二見委員長

は、午前10時から総合政策部の審査を行うこと

といたします。

本日は、以上で終了いたします。

午後３時36分散会
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午前９時59分再開

出席委員（８人）

委 員 長 二 見 康 之

副 委 員 長 岩 切 達 哉

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 原 正 三

委 員 中 野 一 則

委 員 松 村 悟 郎

委 員 河 野 哲 也

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 日 隈 俊 郎

県参事兼総合政策部次長
井 手 義 哉

（政策推進担当）

総合政策部次長
鶴 田 安 彦

（県民生活担当）

松 浦 直 康部参事兼総合政策課長

秘 書 広 報 課 長 横 山 浩 文

広 報 戦 略 室 長 吉 村 達 也

統 計 調 査 課 長 和 田 括 伸

総 合 交 通 課 長 小 倉 佳 彦

奥 浩 一中山間･地域政策課長

産 業 政 策 課 長 重黒木 清

生 活 ・ 協 働 ・
弓 削 博 嗣

男 女 参 画 課 長

最上川 周 一交通･地域安全対策監

川 口 泰 夫みやざき文化振興課長

記紀編さん記念事業
米 良 勝 也

推 進 室 長

人権同和対策課長 工 藤 康 成

情 報 政 策 課 長 蕪 美知保

会計管理局

会 計 管 理 者 福 嶋 幸 徳

会計管理局次長 中 原 順 一

局参事兼会計課長 青 山 新 吾

物品管理調達課長 佐 藤 領 子

人事委員会事務局

事 務 局 長 原 田 幸 二

総 務 課 長 佐 野 由 藏

職 員 課 長 原 拓 実

監査事務局

事 務 局 長 奥 野 信 利

監 査 第 一 課 長 門 内 隆 志

監 査 第 二 課 長 福 嶋 正 一

議会事務局

事 務 局 長 甲 斐 正 文

事 務 局 次 長 上 山 伸 二

総 務 課 長 小 田 博 之

議 事 課 長 長 倉 健 一

政 策 調 査 課 長 谷 口 浩太郎

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

総務課主任主事 日 髙 真 吾

委員会を再開いたします。○二見委員長

当委員会に付託されました議案の概要説明を

求めます。

おはようございます。総○日隈総合政策部長

合政策部でございます。本日は、総合政策部の

平成30年３月13日(火)
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当初予算議案について御審議をどうぞよろしく

お願いいたします。座って説明いたします。

早速ですが、今回の委員会で御審議いただき

ます総合政策部所管の議案等につきまして、そ

の概要を御説明いたします。

お手元にお配りしております総務政策常任委

員会資料を１枚おめくりいただきまして、目次

をごらんください。

今回、総合政策部からお願いしております予

算議案は、議案第１号「平成30年度宮崎県一般

会計予算」と議案第２号「平成30年度宮崎県開

発事業特別資金特別会計予算」の２件でござい

ます。

右側の資料の１ページをごらんいただきたい

と思います。

総合政策部の平成30年度一般会計当初予算額

は、一般会計の表の一番下の合計欄にあります

ように130億9,542万8,000円となり、29年度当初

予算と比較して、5,151万8,000円の増、率にし

ますと100.4％となります。

また、宮崎県開発事業特別資金特別会計予算

につきましては、その下の表にありますよう

に、1,408万9,000円となっておりまして、前年

度の29年度当初予算と比較して697万8,000円の

増、率にしますと198.1％となります。

これは、当該特別会計の主な財源であります

株式配当金の増額が見込まれておりまして、繰

。入金が増額となったことによるものであります

続きまして、２ページをごらんいただきたい

と思います。２ページからは、平成30年度総合

政策部に関する主な重点施策関連事業の概要を

新規・改善事業を中心に整理しているところで

あります。

来年度は、県総合計画アクションプランの最

終年度に当たりますことから、目標達成に向け

て全力を尽くすとともに、引き続き、中長期的

な視点に立った人口減少への対応や本県の未来

を支える人財育成・確保に係る取り組みなどを

強化していく必要があろうかというふうに考え

ております。

このため、左上になりますが、括弧囲みにな

ります。１に書いてありますけれども 「未来を、

支える人財育成・確保と中山間地域対策の強

化 、そして、３ページの下ほどになりますが、」

括弧囲みになります、２番の「世界ブランドや

文化・スポーツを生かした地域づくり―2020年

に向けて―」の項目、そして、１枚おめくりい

ただいて ４ページの下になりますが ３と打っ、 、

てありますけれども 「地域経済をけん引する産、

業づくり」の３つの施策に重点を置き、みやざ

きの更なる飛躍と新たな挑戦をテーマに取り組

むこととしております。

主な事業の詳細につきましては、これから担

当課長それぞれ御説明いたしますので、御審議

のほどよろしくお願いいたします。

次に、６ページをごらんください。

平成30年度の総合政策部の組織改正案でござ

います。全体の内容については、昨日総務部か

ら説明があったかと思いますけれども、総合政

策部では、２巡目国体の開催準備を円滑に推進

するために、国体準備課を設置することとして

おります。

私からの説明は以上であります。どうぞよろ

しく御審議のほどお願い申し上げます。

概要説明が終了しました。○二見委員長

引き続き、３課から４課ごとに班分けして、

説明及び質疑を行い、最後に総括質疑の時間を

設けることとします。執行部の皆様の御協力を

お願いいたします。なお、歳出予算の説明につ

いては、重点・新規事業を中心に簡潔に行い、
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あわせて決算における指摘要望事項に係る対応

状況についても説明をお願いします。

、 、 、それでは これより総合政策課 秘書広報課

統計調査課の審査を行いますので、順次議案の

。 、 、説明をお願いいたします なお 委員の質疑は

３課の説明が全て終了した後にお願いいたしま

す。

。○松浦総合政策課長 総合政策課でございます

当課の平成30年度の当初予算案について御説明

をいたします。

お手元の分厚い資料でございます。平成30年

度歳出予算説明資料、横書きの資料でございま

すが、これの11ページをお開きいただきたいと

思います。

総合政策課の予算につきましては、一般会計

と特別会計、開発事業特別資金特別会計の２つ

がございまして、総額で平成30年度当初予算と

いたしましては、 ８億7,522万7,000円をお願い※

をしております。一般会計につきましては、そ

の下、２行目ですけれども７億7,113万8,000円

で、前年度に比べ4,160万円、5.7％の増となっ

ております。

それから、少し下のほうですけれども、特別

会計、開発事業特別資金特別会計につきまして

は1,408万9,000円をお願いしておりまして、前

年度に比べ697万8,000円、98％の増となってお

ります。

、 、それでは 当初予算の主な内容につきまして

御説明をいたします。13ページをお開きくださ

い。

まず、一般会計でございます。事項ごとに主

なところを御説明させていただきます。真ん中

あたりの段のところで 事項 連絡調整費1,409、（ ）

万円でありますが、これは、説明欄にあります

ように、部の連絡調整や新たな政策立案のため

。の政策調整研究などに要する経費でございます

その下の 事項 総合企画調整費1,483万6,000（ ）

円であります。これは、説明欄の１にあります

、 、 、ように 全国知事会 九州知事会等の負担金や

２にありますように、主要施策の総合調整、あ

るいは国への提案要望等に要する費用でござい

ます。

その下の（事項）地方分権促進費354万2,000

円でありますが、これは、県内の市町村連携や

隣県等との広域連携の推進に要する経費でござ

います。

ページをおめくりいただきまして、14ページ

をごらんいただきたいと思います。

一番上の（事項）県外事務所費7,677万2,000

円でありますが、これは、説明欄にありますよ

うに、県外事務所の運営や維持管理に要する経

費でございます。

それから、真ん中から少し下のところの場所

ですけれども （事項）県計画総合推進費4,656、

万4,000円であります。説明欄のところにありま

すが、１の総合計画等管理運営費843万3,000円

につきましては、政策評価や県総合計画審議会

の開催等に要する費用でございます。

それから ２の県総合計画策定費1,112万4,000、

円につきましては、アクションプランが平成30

年度で終期を迎えますので、新たな計画を策定

するものであります。

その下の３、重点施策等推進費712万円であり

ますが、これは、アクションプランや総合戦略

を推進するための調査研究等を行うものであり

ます。

１つ飛びまして、５、地産地消県民運動発信

力倍増事業の380万円でありますが、これは、県

・市町村経済団体で構成しております県民会議

※65ページに訂正発言あり
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を推進母体としまして、広い意味での地産地消

の情報発信やさらなる展開を進めるものでござ

います。

その下の６、東日本大震災復興活動支援事

業529万2,000円でありますが、これは、被災地

や被災者の状況に対応しながら、県内の団体が

行う復興支援活動を支援するものであります。

それから、一番下のところですが、○８のプ新

ロジェクションマッピングコンペ開催事業1,000

万円につきましては、後ほど委員会資料で御説

明をいたします。

その下の（事項）エネルギー対策推進費724

万7,000円でありますが、主なものとしまして

は、15ページの説明欄の２、水素エネルギー利

活用促進モデル事業でございます。これは、今

年度策定いたします水素に関する構想に基づき

まして、普及啓発や利用促進を図るものでござ

います。

一般会計については、以上でございます。

次に、16ページをお開きいただきたいと思い

ます。

開発事業特別資金特別会計でございますが、

この会計は、九州電力の株式配当を原資とする

開発事業特別資金を主な財源としております。

主な事項といたしまして、真ん中から少し下の

段ですけれども （事項）積立金697万5,000円で、

ありますが、これは、株式配当金のうち、運営

費や繰り出し金に充当した後の残金を開発事業

特別資金積立金に積み立てるものであります。

それから その下の 事項 繰出金685万5,000、 （ ）

円でありますが、これは、一般会計に資金を繰

り出し、当課所管の水素エネルギー利活用促進

モデル事業、先ほど御説明いたしましたが、こ

れに充当をするものであります。

特別会計につきましては、以上であります。

続きまして、常任委員会資料で新規事業につ

いて御説明をいたします。常任委員会資料の７

ページをお開きいただきたいと思います。

新規事業「プロジェクションマッピングコン

ペ開催事業」であります。１の事業の目的・背

景でありますが、2020年に本県で開催されます

国民文化祭・全国障害者芸術・文化祭に向けま

して機運を醸成するとともに、本県の魅力を県

内外へ発信するため、神話等をテーマとしたプ

ロジェクションマッピングの国際大会を開催し

たいと考えております。

２の事業の概要でありますが （１）の予算額、

につきましては1,000万円、それから （３）の、

事業期間につきましては、平成30年度の単年度

としております （４）の事業の内容であります。

が、①の国際コンペティションであります。こ

れは、１分から２分のプロジェクションマッピ

ングの作品について 世界一を競う国際大会 １、 「

ｍｉｎｕｔｅ Ｐｒｏｊｅｃｔｉｏｎ Ｍａｐ

ｐｉｎｇ」を誘致して開催をするものでござい

ます。

②といたしまして、関連のイベントでありま

すけれども、コンペに関連しまして、メディア

アート作品展、あるいはプロジェクションマッ

。ピングの講座等を開催したいと考えております

３の事業効果でありますが、２行目のところ

からありますように、県民が気軽に新しい芸術

文化に触れる機会を創出するとともに、国際コ

ンペの作品等を活用しまして、本県の神話をテ

ーマとした観光プロモーションにもつながって

いくのではないかと考えているところでござい

ます。

総合政策課については、以上でございます。

よろしくお願いいたします。

秘書広報課の当初予算に○横山秘書広報課長
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つきまして御説明をさせていただきます。

歳出予算説明資料、分厚い資料でございます

が、こちらの17ページをお願いいたします。

秘書広報課の一般会計当初予算額は４億7,616

万7,000円でございます。平成29年度当初予算と

比較しまして257万9,000円の減、率にしまして

約99.5％となってございます。

19ページをお願いいたします。

。 （ ）主な内容を説明いたします 中ほどの 事項

秘書業務費3,642万1,000円でございます。これ

は、知事、副知事の活動経費でありますとか、

秘書・栄典業務に要する経費でございます。

次に、その下の（事項）広報活動費２億1,418

万4,000円でございます。これは、各種の広報媒

体を活用しまして、県政全般の広報活動を行う

ための経費でございます。

事業内容でございますけれども、まず、説明

欄の１、印刷広報事業4,821万9,000円は、県の

広報誌でございます「県広報みやざき」を年６

回、市町村の自治会組織などを通じて県民の皆

様に配布するものでございます。

２の新聞広報事業7,008万2,000円は、新聞の

紙面を使いまして、毎月２回の「県政けいじば

ん」ですとか、随時の広告を掲載しまして、広

く県民の皆様に県政に関する情報提供を行うも

のでございます。

３のテレビ・ラジオ放送事業7,219万4,000円

、 、は テレビ２局とラジオ２局で県政番組を制作

放送するものでございます。

４の県ホームページ情報発信事業890万7,000

円及び５の県ホームページ魅力発信・充実強化

事業798万円は、県のホームページ運用に係るヘ

ルプデスクの設置や、システムの保守・管理を

行い、利用者にとってわかりやすく使いやすい

ものとなるよう工夫しながら適時・的確で効果

的な情報発信を行うというものでございます。

６の「楠並木ちゃんねる」情報発信力強化事

業56万3,000円は、ホームページにおきまして、

さまざまな県政情報を動画で発信しますととも

に、職員向けに広報に係るスキルアップのため

の研修を行うものでございます。

７の広報活動事業623万9,000円は、取材や番

組ロケなどの各種広報活動、機材の整備等に要

する経費でございます。

20ページをお願いいたします。

（事項）広聴活動費113万9,000円でございま

す。これは、県民の皆様の御意見をお聞きし、

県政に反映させるために 知事とのふれあいフォ、

ーラムですとか、電話やメール等によります県

民の声事業などを実施するための経費でござい

ます。

次に （事項）県政相談費451万7,000円でござ、

。 、 、います これは 県庁本館１階の県民室のほか

各総合庁舎や西臼杵支庁に10カ所設置しており

。ます県政相談室の運営ための経費でございます

当初予算につきましては以上でございますけ

れども、決算特別委員会で御指摘のございまし

た事項につきましては、広報戦略室長から説明

をいたします。

別冊の資料、決算特別委○吉村広報戦略室長

員会の指摘要望事項に係る対応状況をお願いし

ます。３ページになります。

個別指摘要望事項におきまして、②広聴活動

について、県民の意見等を的確に把握し、県政

に可能な限り反映させるという積極的な姿勢で

。取り組むこととの御指摘をいただいております

このことにつきまして、社会環境の変化やそれ

に伴う県民ニーズの多様化・複雑化、また、厳

しい財政状況にある中で、県政の重要課題に的

確に対応していくためには、県民の方々の声を
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十分に踏まえて県政運営を行うことが重要であ

ると考えております。

このため、引き続き、知事とのふれあいフォ

ーラムや県民の声事業などを通しまして、県政

に対する県民の方々の御意見を直接伺い、課題

に対する認識や対策が適切であるか確認を行い

ますとともに、不十分な点につきましては、関

係部局と連携を図りながら、県民の方々の御意

見を踏まえ、新たな対応を検討するなど、県政

に可能な限り反映するよう積極的に取り組んで

まいりたいと考えております。

以上であります。

統計調査課の当初予算案○和田統計調査課長

につきまして御説明をいたします。

分厚い歳出予算説明資料の21ページをお願い

いたします。

統計調査課の平成30年度の当初予算額は、総

額３億5,088万6,000円で、平成29年度当初予算

と比べますと1,631万5,000円の増、率にいたし

まして4.9％の増となってございます。

それでは、当初予算の主な内容につきまして

御説明いたします。25ページをお願いいたしま

す。

まず、上から２つ目の（事項）住宅・土地統

計調査費でございます。6,460万8,000円につき

ましては、ことし10月１日現在を調査日として

実施いたします住宅・土地統計調査のための経

費でございます。この調査は、５年ごとに行い

ます周期調査でございます。住宅や土地の所有

状況、利用状況等について調査を行いまして、

住生活関連諸施策の基礎資料を得ることを目的

としてございます。

次に、その下の（事項）漁業センサス費1,450

万3,000円につきましては、ことし11月１日現在

を調査日として実施いたします漁業センサスの

ための経費でございます。この調査も、５年ご

とに行う周期調査でございまして、漁業の種別

や漁船の隻数、操業日数等について調査を行い

まして、水産行政諸施策の基礎資料を整備する

ことを目的としてございます。

統計調査課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

各課長の説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。

済みません。先ほどの御○松浦総合政策課長

説明の中で数字の言い間違いをしておりました

ようでございますので、訂正をさせていただき

ます。

分厚い歳出予算説明資料の11ページをお開き

ください。

総合政策課の予算の総額につきまして、８億

。云々というふうなことで申し上げておりました

訂正をさせていただきます。総合政策課の当初

予算合計額が７億8,522万7,000円、それから、

一般会計につきまして７億7,113万8,000円とい

うことでございます。申しわけございません。

訂正をさせてください。

質疑はないですか。○二見委員長

14ページ、それぞれ県外の事務所○緒嶋委員

に派遣しておる職員の数はどのくらいになって

おるわけですか。

人員としては、ことし１○松浦総合政策課長

月１日現在の構成になっておりますけれども、

東京事務所のほうで予算として県が負担をして

いる職員数が、省庁派遣等も含めましてですけ

れども36名となっております。それから、大阪

事務所につきましては８名となっております。

福岡事務所につきましては８名という状況でご

ざいます。

この数以外に市町村から派遣され○緒嶋委員
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ている数はわからんかな。

、 、○松浦総合政策課長 県外事務所のほうに 今

市町村から派遣をしていただいている職員がい

ますけれども 東京事務所が現時点で２名となっ、

ております。それから、大阪事務所、福岡事務

所についてはそれぞれ１名ずつというふうな状

況でございます。

その市町村の名前はわからん。○緒嶋委員

東京事務所が、都城市と○松浦総合政策課長

延岡市が１名ずつ、大阪事務所が、川南町が１

名、それから、福岡事務所が、新富町が１名と

なっております。

新規事業のプロジェクションマッ○緒嶋委員

ピングコンペ、これはまだちょっとイメージが

よくわからんけれど、期間も30年度と書いてあ

る。これ大体、どういう形のイベントになるわ

けですか。

国際的プロジェクション○松浦総合政策課長

ですから競技大会なんですけれども、まず、そ

、のプロジェクションマッピングといいますのが

建物とか、そういう場所に映像を映し出す技術

がありまして、そういった場所に合わせて映像

を映し出す。その中身について、その技術なり

作品のでき上がりというのを競技するというふ

うな国際大会がありまして、それを本県で開催

をしてもらおうということでございまして。今

年度につきましては、長崎県のハウステンボス

で３月に行われることになっておりますが、期

間からいいますと、本県で開催されるのは、そ

の年度の後半ぐらいになってくるのではないか

。というふうには思っているところでございます

おおむね30カ国とか、それぐらいの参加がある

ということでございますので、規模的にはそれ

なりの大会ではないかなというふうに考えてい

るところでございます。

その映像を映し出す場所はどこに○緒嶋委員

なるわけ。

そういう場所につきまし○松浦総合政策課長

ては、実際に場所決めとかしていくのが、この

競技大会の実際の事務局になっておりますその

プロジェクションマッピング協会というところ

があるんですけれども、そちらのほうで決めて

いただきますので、まだその最終的な決定はし

ていない。これから調整を最終的にしていくと

いうことになります。

それと、15ページの水素エネルギ○緒嶋委員

ー利活用促進モデル事業、きのうも総務部のほ

うで話があったんですが、これの内容をもう

ちょっと詳しく説明してください。

水素エネルギーにつきま○松浦総合政策課長

しては 短期的な目標ということではなくて 10、 、

年、20年先の社会を見据えて、水素をエネルギ

ーの柱の一つとして使っていくような社会にし

ていこうというようなことで、国も基本戦略を

立てて取り組んでいく、本県も、今年度構想を

つくって取り組んでいこうというものでござい

ます。その構想の主な柱立てとしましては、ま

ずは普及啓発でありますので、こういうような

エネルギーの使い方がありますよというような

ところをまずやっていく必要があると思ってお

ります。

それから、一般的な普及というか、使ってい

くものとしてエネファームというものがもう既

にできておりますので、そこの普及啓発のため

の補助制度をどうするかという話はあるんです

けれども、そういったものを少し考えていきた

いということ。それから、特に水素関係の燃料

電池自動車でありますけれども、そういったも

のももう市販をされ始めてきておりますので、

そういったものを普及させていこうとすると、
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当然水素のステーションというのが必要になっ

てまいります。まだ国のほうでも、全国一律に

そういったステーションを置いていこうという

状況ではありませんので、国の状況を見ながら

ではありますけれども、経済界の皆さんと、ど

ういうふうな形で設置していったらいいのかと

いう研究、あるいは国の要望といったところを

進めていく形になりますので、予算の内容とし

ては、普及啓発、それから、何らかの形で水素

を使えるようなエネファームなり、そういった

ものへの補助制度といったものをつくっていき

たい。来年度については、そういうふうな形で

やりたいと思っております。

福岡県は、この水素産業を振興し○緒嶋委員

ようというプロジェクトもあるわけですが、そ

こまで将来を見通した場合、やっぱり水素とい

うのがいろいろな意味で生活の中心にもなるん

じゃないかなという、エネルギーとしては。そ

ういう場合に、そこまで当てる、考えるという

ところまではまだいっていないわけですね。

まず、福岡県の場合は、○松浦総合政策課長

それぞれ製鉄の工場でありますとか、そういっ

たところの工場の過程の中で水素がかなり出て

。 、くるというふうな条件がございます ですので

水素そのものは、現状でもそれなりの量が確保

できますので、少し条件が違うのかなと。

本県の場合は、例えば、太陽光の発電をした

余剰電力というのがかなりありますので、そう

いったものを使った形で、水素のエネルギーと

して転換しておけないだろうかとかいうような

研究開発というのは、宮崎大学のほうでも進め

ようとされておられますので、そういった状況

を見ながら考えていくことになるのかなと。事

業化するという目線では、まだ少し遠いのかな

と思っているところでございます。

将来を考えた場合には、福岡と競○緒嶋委員

争してという意味は別にして、やはり産業とし

ての裾野が広がるんじゃないかなという気がす

るので、将来を見越してやはり考えるというの

は必要じゃないかなという気がしますので、十

分研究していただきたいと思います。

20ページの広聴活動、知事フォー○ 原委員

ラム、具体的に何回どこでというふうなことが

あれば教えていただきたいのと。きのう市町村

課でしたか、県・市町村連携推進事業というこ

、 、 、とで 知事と首長だったり 職員さんだったり

いろいろなことをやっておられるわけですけれ

ど 市町村課の場合は行政相手ということでしょ、

うか。この場合は一般の人ということなのかな

と、そこの違いというか、すみ分けというか、

あるいは連携というか、そのあたりどうなって

いるのかお聞かせください。

知事とのふれあいフォー○吉村広報戦略室長

ラムにつきましては、29年度は、トータルで10

回実施をしております。内訳を申しますと、知

事が市町村に出向いて意見交換を行います、い

わゆる地域版と呼んでいますが、これが５回、

あと特定の分野の方に集まっていただいて、特

定のテーマで意見交換を行う分野版と呼んでお

りますが、これを５回、合わせて10回実施して

。 、おります 30年度につきましても10回から12回

それぞれ同数程度実施をする予定にしておりま

す。

地域版につきましては、地域住民の方から県

政や地域の課題につきまして、自由に御発言を

いただきまして、それを受けて知事が自分の考

えを述べるというようなスタイルでやっており

ます。分野版につきましては、それぞれ特定の

テーマについて関係者の方に集まっていただい

て、特定のテーマに限定する形で意見交換を実
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施しているところであります。

この地域版については、手挙げ方○ 原委員

式ですか、それとも、県庁のほうからこことこ

こでやるというふうに指定して開催するという

ことですか。

市町村の選定につきまし○吉村広報戦略室長

ては、今、年度で大体五、六回にしております

ので、なるべく26市町村満遍なく回れるように

順番に、こちらで選定して、市町村にお声かけ

をして、対応可能なところに行かせていただい

ているという状況です。

分野版という意味では、29年度の○ 原委員

場合はどういう主だったものがあったのか。

分野版５回のテーマを申○吉村広報戦略室長

し上げます。１回目が建設産業の魅力と若手技

術者の活躍ということで意見交換をしておりま

す。２点目、世界ブランドを生かした地域づく

りということで、ユネスコエコパーク、あと世

界農業遺産に認定された地域の方々にお集まり

いただいて意見交換をしました。３点目、未来

へつなぐ美しい宮崎づくりということで、今年

度、県土整備部のほうで美しい宮崎づくり条例

ができましたので、それに基づいて活動をされ

ている方々に集まっていただきました。４つ目

がワークライフバランスというテーマで、ワー

クライフバランスの充実が今言われております

ので、企業の代表者、あと企業の総務管理者等

に集まっていただいて、それぞれの取り組み等

について意見交換を行いました。

５点目が、子育てをするなら宮崎ということ

で、子育て支援施設の運営者、あとそれを利用

されているお母さん方に集まっていただいて、

意見交換をいたしました。

これに参加された方々の、延べの○ 原委員

人数は何人か。

地域版につきましては、○吉村広報戦略室長

市町村に20名から30名の方を通常選定をしてい

ただいております。分野版につきましては、１

回につき10名程度お呼びをしておりまして、29

年度は10回で181人の方に参加をしていただいて

おります。

わかりました。○ 原委員

14ページの東日本大震災復興○岩切副委員長

活動支援事業は、県内団体の復興支援の活動に

対する支援だと伺ったんですが、529万2,000円

ということで。具体的に、先日もちょうどその

時期だったんですが、どのような活動に対応さ

れているのかをお聞かせください。

今年度につきましては、○松浦総合政策課長

３団体の活動を支援しております。まず、１つ

目のところは、食と文化を通じて支援をしよう

というようなところでございまして、ここは、

特定非営利法人の宮崎文化本舗でありまして、

気仙沼の魚を食べようというところで。なかな

かそういったところが進まないことがありまし

て、そういったところについて学校給食で使え

ないかとかいうような取り組みをしていただい

たりとか。現地で地域づくりのために、やっぱ

りみんなが集まる場所が必要ではないかという

ことで、映画館というか、そういったものを地

元の中につくって人が集まれるような場所をつ

くっていこうというような取り組みがされてお

ります。

それから、次のところとして、メディア・リ

テラシー市民研究フォーラムというところがあ

りますけれども、ここにつきましては、特に大

学生とかが、現地に地域活動の支援に行って、

実際の今の状況を見ながら、復興のためにどう

いったことが必要なのか、被害が、被災があっ

たときにどういったことが必要なのかというの
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を現地で学ぶことも含めて、若者を派遣してい

るという活動でございます。

それから、もう一つですけれども、うみがめ

のたまごというところがございます。これは、

大震災以後、遠く全国に避難をした方々、特に

宮崎に避難をした方々の支援というふうなこと

で活動されておりまして、現在になりますと、

そろそろもう帰還をするのか、あるいは、こち

らのほうにやっぱり定住をするのかというよう

な段階にある方々もかなりいるということで、

帰還をする方々については、現地にどういう形

で帰還をしていったらいいのかというようなと

ころのネットワークをつくっていったりとか、

こちらのほうでやはり定住をしていこうという

ふうな方々については、そういった集まれる場

所をつくって、皆さんの情報交換ができるよう

な場所をつくっていくと。そういった活動につ

。いての支援をしているということでございます

ありがとうございました。よ○岩切副委員長

くわかりました。

もう一点、19ページのホームページの問題な

んですけれども、ホームページの作成なんです

が、使いやすさだとか、見た目、見栄えとか、

あと情報を抽出する方法、そういった面につい

て、若干工夫が必要なのかなと時々感じており

まして、ＰＤＦがよく使われているんですけれ

、 。ども 丸ごとぺたっと張りつけていらっしゃる

なかなかとりにくいんです。活用を制限されて

らっしゃるかもしれないなと思いながら我慢し

ているんですけれども。他県のホームページだ

と、データがそのままエクセルとかでとれる場

合も多くて、活用の程度においては若干難しさ

が残るなと思うんですが、そのあたりの県の広

報媒体としてのホームページのありようについ

て、バージョンアップしようとか、比較検討し

ていこうとかいうような動きとかあるんでしょ

うか。

ホームページの管理につ○吉村広報戦略室長

きましては、先ほど秘書広報課長のほうから２

事業あるという御説明をさせていただきまし

た。19ページのほうの４の情報発信事業では、

専門業者にヘルプデスクという形で、作成の支

援とか、専門的なアドバイスをしていただける

方を１名雇って、職員が使いやすいように、指

導等を行っていただいているところです。

２つ目のほうの魅力発信・充実強化事業、こ

ちらのほうが、ホームページのシステムの賃借

料、あと保守管理料となっておりまして、これ

は、31年12月までの５年間の債務負担行為を設

定して、契約を結んだ上で、システムの賃借と

保守管理を行っていただいております。

したがいまして、ホームページを大きくバー

ジョンアップするとか、大きな改正をするとな

ると、５年ぐらいの節目ごとでやっているとい

うのが実情ですが、簡単な修正等については、

随時要請があれば、なるべく使い勝手がいいよ

うに改正したりとか、あと見た目をよくしたり

ということにつきましては、できる範囲でやっ

ているところです。

今後とも、ホームページについては、県民の

、 、 、方が見やすくて なおかつ使いやすい そして

今、委員から指摘があったように、データの抽

出等もやりやすくなるように、御意見を踏まえ

て、検討をしていきたいというふうに考えてお

ります。

ありがとうございます。県民○岩切副委員長

にお知らせをする際、ポンチ絵を引き出して広

報したいなというときに、もうほぼ取り出せな

いので、何とかならんかなと勝手に思っており

ました。
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別問題になるんですけれども、ちょっとルー

ルがわかっていないところがあるかもしれませ

んが、国体準備課が設置されるということなん

ですが、予算とかは、ここでは説明を受けるこ

とはないんでしょうか。

、○松浦総合政策課長 国体の関連でいきますと

現在は教育委員会のほうに準備室がありますの

で、そちらで予算の関係については、議会のほ

うにお諮りをするという形になっておりますの

で、済みません、この委員会の中では出ており

ません。

わかりました。ありがとうご○岩切副委員長

ざいました。

水素で前回いろいろ課題があっ○二見委員長

たところでも、ことしも新しくまた取り組みを

お願いしたいなというのがあるんですけれど。

確認したいのは、この原資となる開発事業特別

資金特別会計のほうで、今度はちょっと配当が

多目に見れるんじゃないかというお話だったん

ですけれども、七、八年前ぐらいのときにはも

、う配当なしという時代もあったと思うんですが

ここ数年のその資金の配当の推移というのはど

のようになっていましたか。

平成27年度までは、配当○松浦総合政策課長

。 、がございませんでした 28年度につきましては

株式全部で70万株ぐらいあるんですけれども、

１株当たりで５円の配当がありまして、350万ぐ

らいだったと思います。それが28年度です。29

年度につきましては、１株当たり25円というふ

うなことでありますので、1,700万ぐらいの配当

が一応あるということになります。来年度につ

きましては、１株当たり20円ぐらいで一応現時

点では見積もっておりますので、そういう形で

。の金額でお願いをしているところでございます

以前、この配当については、九○二見委員長

電ダムの株式だったと思うので、この使い方に

ついての指摘があったとも思うんです。今回、

新しく水素利用のエネルギー開発にも必要なん

でしょうけれども、そういうダムとかが設置さ

れている上流地域に対する、いわゆる森林資源

の確保というか、環境の保全とかにも使うよう

にというふうな話もあったと思うんですが。限

られた今の資金の中でやっていくのは、もう非

常に割り振りというのは難しいんでしょうけれ

ども、やはり、そういうのも一応視野に入れて

こういう事業に取り組んでいくという考えで進

。めていらっしゃると認識してよろしいんですか

御指摘のように、この資○松浦総合政策課長

金そのものにつきましては、戦前にこういう地

域のダムが国のほうにというふうなことがあり

まして、その後、それらの施設が九州電力に譲

渡をされまして、そこの返還運動をしたんです

けれども、結果として、株式という形で県のほ

うに入ってきたことになります。そこのもとも

との考え方として、小丸川関係の総合開発事業

というものをもともとメーンとして行っていた

ということでありますけれども、この事業その

ものにつきましては、昭和41年か２年ぐらいに

終了しておりますので、その後についての取り

扱いにつきまして、その時々の状況に応じてで

はあるんですけれども、基本的にこういう地域

があったというところは、頭に置きつつ考えて

いく必要があるところが１点ございます。

最近でありますけれども、やはり、この株式

そのものが九州電力のものであるというふうな

こと、それから、新エネルギーについては、先

、々を見据えた取り組みが必要なんですけれども

、そこがなかなか難しい状況もあるもんですから

そういったところを踏まえながら、少し先を見

た形で、新エネルギーの普及啓発も視野に入れ
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ながら考えていこうというふうなことを審議会

の中で御決議いただいたところでございます。

平成28年の中では、配当がなかなかそれまで

のとおりは来ないという状況もあったもんです

から、そういう配当の状況を見ながら、その事

業の規模等についても考えていきましょうとい

。うような流れで今来ているところでございます

全体的な金額がふえたとは言っても、まだ十分

ではないという状況がありますので、現時点で

は、新エネルギーの水素のところで充当してい

こうと今なっているところでございます。

統計調査課の26ページの統計デー○ 原委員

タ地域分析事業費、金額は96万4,000円だったん

ですけれども、分析事業というのをやっておら

。 、れます 要は統計を何のためにとるかというと

当然そのデータを生かして、将来を見越し、そ

のためのいろいろな政策を打ったり、その傾向

を知ってということだろうと思うんですが、こ

、 。の分析事業というのは 具体的にどういうこと

もう金額にしたらちょっと小さいなとも思うん

ですけれど、具体的に教えていただけるとあり

がたい。

この統計データ地域分析○和田統計調査課長

事業につきましては、平成29年度の新規事業と

いうことで認めていただき、今年度行ったもの

につきましては、宮銀の経済研究所というとこ

ろがございます。そこと共同で企業動向アンケ

、 。 、ートを ４回ほど今実施しております それと

分析に精通しました外部講師を課内職員の資質

向上という観点からお呼びしまして 研修を行っ、

ております。

それと、大学と連携した調査分析ということ

で、宮崎大学との連携で、宮崎大学の教授、学

生との意見交換を行ったり、あるいは宮崎大学

が実施しました就職に関するアンケート調査結

果とか そのあたりの提供を受けての分析を行っ、

たりとかやってございます。

あともう一つは、九州関係団体からの情報収

集ということで、九州経済産業局、あるいは宮

崎財務事務所、宮崎労働局、そして、日銀の鹿

児島支店、宮銀さんということで、四半期に一

度集まっていただきまして意見交換を行って、

今どういう状況にあるのかお互いに意見交換を

したところでございます。以上のような取り組

みをやってきたところでございます。

委員会でもその他報告事項か何か○ 原委員

でその分析結果については、御報告いただける

んですか。

３カ年の事業となってい○和田統計調査課長

ますけれども、29年度やった取り組みではまだ

そこまで行き着いていないというところが現状

でございます。

大事な事業だと思いますので、統○ 原委員

計をとって、それをどう分析して将来にどう生

、かしていくかということだろうと思いますから

それはまた出た時点で、我々もどういう結果が

出て、どういう分析が、評価があるのか、しっ

かり期待しておきたいと思いますので頑張って

ください。

ほかございませんか。○二見委員長

秘書広報課の20ページですけれ○前屋敷委員

ど 県政相談費ですが 県内10カ所に窓口があっ、 、

て、いろんな相談を受けるということのようで

すが、この相談の受け方は、窓口に直接住民の

皆さんがおみえになって相談をされるのか、投

書でされるのか、どういう形になっているんで

しょうか。

出先の県政相談につきま○吉村広報戦略室長

しては、県の出先機関、県内10地区に県政相談

室ということで、県民の方が直接訪れていただ
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ければ、相談に乗れるスペースを確保して相談

の受付をしているところです。県政相談担当職

員ということで、串間と西都を除く８地区につ

きましては、出先機関内にある県税・総務事務

所の総務事務センターの長が委嘱を受けて、県

政相談担当職員として対応をしております。串

間と西都、あと都城と延岡の４地区には、非常

勤職員として、県政相談員を各１名配置をして

おりまして、県政相談の受付等も行っておりま

す。あわせて、本館１階に県民室を設けており

ますが、そこに県政相談員２名配置をして、来

客時に県政相談等の対応をしております。

年間どの程度の御相談が全県で○前屋敷委員

あるものなんでしょうか。

まず、本館１階にある県○吉村広報戦略室長

、 、 、 、 、民室につきましては 相談 苦情 要望 紹介

案内も含めまして、28年度は1,307件ございまし

た 出先機関につきましては 28年度同様に1,624。 、

件ほど案内等を行っております。

かなりの件数、相談にみえたり○前屋敷委員

ということのようですが、解決に至るといいま

すか、方向性が見えるようないろんな事例があ

るんだと思うんですけれど、どのような状況で

すか。

県民室とか県政相談室に○吉村広報戦略室長

来られる方の相談内容の大部分が、案内という

か、これこれこういう手続はどこでできますか

とか、そういう相談に来られる方がほぼ８割、

９割程度でして、実際いろんな個別の相談とか

個別の苦情、要望というのはそれほど件数があ

るわけではありません。

ただ、そういう案件があった場合は、それぞ

れ担当している所管部署に話をして、それぞれ

の所管部署が対応しているというような状況に

ございます。

本館でいえばインフォメーショ○前屋敷委員

ン的な役割を果たすところが大きいところです

ね。そういう部署は必ず必要なんでしょうけれ

ど。状況はわかりました。

よろしいですか。それでは、以○二見委員長

上で第１班の審査を終了します。

次に、第２班として、総合交通課、中山間・

、 、地域政策課 産業政策課の審査を行いますので

順次議案の説明をお願いいたします。

総合交通課の当初予算に○小倉総合交通課長

つきまして御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の27ページをお開

きください。

総合交通課の平成30年度の当初予算額は、左

から２列目にありますように、総額で８億8,393

万1,000円でございます。これは、平成29年度当

初予算と比較いたしますと１億7,516万3,000円

の減、率にしますと16.5％の減となっておりま

す。

それでは、当初予算の主な内容につきまして

御説明をいたしますので、29ページをお開きく

ださい。

中ほどの（事項）広域交通ネットワーク推進

費でございますが、こちらが3,467万6,000円で

あります。このうち説明欄４、改善事業の「宮

崎県物流強化推進事業」ですが、 2,437万7,000※

円であります。これは、本県経済の牽引役であ

る誘致企業等への支援強化などによりまして、

県内港湾等への荷寄せを促進し、海運・鉄道の

大量輸送能力を生かした効率的な物流の維持・

充実を図るものです。

次に、説明欄５の宮崎県長距離フェリー航路

利用活性化支援事業の512万4,000円であります

が、これは、航路の利用促進、ＰＲ支援等を目

※80ページに訂正発言あり
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的とする宮崎県長距離フェリー航路利用促進協

議会を通じて、旅客の団体利用を喚起するなど

の利用促進事業を図るものです。

次に （事項）地域交通ネットワーク推進費３、

億3,664万円であります。このうち、説明欄１の

地方バス路線等運行維持対策事業の２億9,713

万4,000円でありますが、これは、国や市町村と

連携しながら、地域住民の生活に必要なバス路

線の維持を図るために、運行費等の補助を行う

ものであります。

次に 説明欄２の改善事業 地域公共交通ネッ、 「

トワーク最適化事業」の628万7,000円でありま

すが、これは、地域の生活を支えるバス路線の

維持を図るために、地域の実情に応じて車両の

小型化を行う事業者ですとか、バス乗り方教室

など利用促進活動、コミュニティバスなどに転

。換等を行う市町村等を支援するものであります

説明欄３の新規事業「地域公共交通生産性向

上促進事業」につきましては、後ほど常任委員

会資料で別途御説明いたします。

次に、説明欄４、離島航路運航維持対策事

業1,012万2,000円でありますが、これは離島航

路は本土と離島を結ぶ唯一の交通手段として住

民にとって必要不可欠なものでありますことか

ら、国や地元自治体と連携して、離島航路を運

。航する航路事業者に補助を行うものであります

次に、説明欄５の地域鉄道維持・活性化支援

事業464万円であります。これは、路線の維持や

沿線の活性化を図るために、みずから地域の鉄

道を守り育てていく意識の醸成、乗車人員の増

加に向けた沿線の利用促進協議会等の取り組み

を支援するものであります。

説明欄６の新規事業「地域鉄道利用促進強化

支援事業」につきましても、後ほど別途常任委

員会資料で御説明いたします。

30ぺージをお開きください。

次に （事項）航空交通ネットワーク推進、

費9,095万1,000円であります。まず、説明欄１

の「みやざきの空」航空ネットワーク活性化事

業6,257万1,000円でありますけれども、こちら

官民で構成されます宮崎空港振興協議会を通じ

まして、国際線を運航する航空会社に、運航経

費の一部を補助するとともに、航空会社と連携

した利用促進キャンペーン等を実施するもので

あります。

次に、説明欄２の直行便でひとっ飛び！みや

ざき国際線活性化事業でございます。2,838万円

でありますけれども、同様に、宮崎空港振興協

議会を通じて、グループでの渡航に対する支援

ですとか、パスポートの取得支援などによりま

して、県民の渡航拡大を図って、それから、航

空会社に対するトップセールスなどを行うこと

で、路線の維持・充実を図っていくものであり

ます。

次に （事項）高千穂線鉄道施設整理基金事業、

費１億3,705万円であります。こちらは、旧高千

穂線の不要施設の撤去に要する経費でありまし

て、県と沿線自治体とで基金積み立てを行うと

ともに、施設の撤去に係る沿線自治体への補助

等を行うものであります。うち基金管理事業に

つきましては、毎年度の基金への積立金、これ

は県と市町村分でありまして、基金補助事業に

つきましては、施設撤去等に対する補助事業で

す。

なお、30年度は、昨年度と比較しまして１

億7,147万3,000円の減額となっております。こ

れは、昨年度延岡市において、補正の審査のと

きにも御説明させていただきましたが、規模の

大きい２つの橋梁の撤去を実施していたためで

ありまして、平成30年度、つまり来年度におき
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ましては、土木工事、橋梁撤去工事に関しまし

ては、主なものがございませんで、工事に関す

る事前の設計ですとか、トンネルの坑口封鎖な

ど、余り金額としては大きくないものが計上さ

れております。一方で、基金の積み立てに関し

ましては、これは毎年度ほぼ同額の基金管理事

業に積み立てておりますので、こちらは前年と

同額というふうになっているところでございま

す。

最後に （事項）運輸事業振興費１億8,500、

万7,000円であります。これは、県バス協会、県

トラック協会が行う交通安全対策、利用者の利

便性を図るための事業等を支援するというもの

であります。

続きまして、主な事業につきまして御説明い

たしますので、お手元の常任委員会資料の８ペ

ージをお開きください。

新規事業の地域公共交通生産性向上促進事業

であります。

まず、１、事業の目的・背景ですけれども、

路線バスを初めとする地域公共交通の輸送人員

が、人口減少、少子化等の影響によって減少し

ておりまして、交通事業者の努力だけでは路線

の存続が困難な状況にあるということになって

おります。このため、地域公共交通網の維持・

確保を図ることを目的に、国の貨客混載に関す

る規制緩和を活用しまして、生産性向上に取り

組む交通事業者等を支援するものであります。

事業の概要、２番をごらんください。予算額

は983万2,000円、財源は、県営電気事業みやざ

き創生基金を活用いたします 事業期間は平成30。

年度の単年度事業となっております。

事業内容でございますが、１つ目が、過疎地

域で新たな貨客混載の仕組みを構築するための

検討会を開催するものでありまして、交通事業

者・物流事業者、行政、それから、有識者等に

よって構成し、年４回程度開催するということ

を予定しております。

２つ目でございますが、検討会で立案されま

した取り組みの実証運行を実施するものであり

まして、結果分析、課題検証を通しまして、県

内各地への展開が可能な事業モデルの構築を図

るというものであります。

実証運行につきましては、資料の右側９ペー

ジの下段、実証運行イメージをごらんいただき

たいと思いますが、こちら簡単なイメージでご

ざいます。都市部の物流営業所から過疎地域の

集落拠点までを路線バスやトラックなどで貨物

、 、を運び そこから個別の集落から先のお宅まで

いわゆる末端輸送でありますけれども、ここに

対してタクシーやコミュニティバス、こういっ

、た交通網での空き時間を有効活用いたしまして

貨物を輸送し、どのような品目、物流の輸送ニ

ーズがあるとかを調べながら、実際にビジネス

ベースに乗るにはどうしたらいいのか、ルート

、 、設定 品目としてはどういったものを運ぶのか

こういったものを検証していきたいというふう

に考えております。

事業効果といたしましては、８ページの下に

ありますとおり、地域公共交通の生産性向上を

促進することで、将来にわたって持続可能な地

域公共交通網の形成が図られるとともに、末端

部の輸送を公共交通が担うことで、過疎地域に

おける物流サービスの持続可能性を高めるもの

であります。

続きまして、11ページをお開きください。

新規事業、地域鉄道利用促進強化支援事業で

ございます。

まず、１番の事業の目的・背景でございます

が、吉都線及び日南線の利用状況が低迷してお
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ります。大幅な減便等のダイヤ改正も予定され

。 、ているというところであります このような中

両路線の維持を図るため、地域外からの需要を

掘り起こす即効性のある取り組みを支援すると

ともに、地域鉄道応援団、これは仮称でござい

ますが、こういった方々を募集して、今後の利

用促進のあり方等を検討するものであります。

２番の事業の概要をごらんください。予算額

。 、につきましては862万5,000円であります 全額

一般財源で、事業期間としては、平成30年度か

ら３カ年度というふうに考えております。

４の事業内容ですが、１つ目は、吉都線及び

日南線の地域外からの需要を掘り起こす、即効

性のある取り組みを行う協議会等に対して支援

を行うというものでありまして、具体的には、

地元の食を生かしたレストラン列車の企画です

とか、クルーズ船の乗客を対象としたツアーの

企画等を検討しております。

２つ目、地域鉄道応援団につきましては、両

路線ごとでありますが、有識者等を募集、選定

しまして、将来にわたってより効果的な利用促

進のあり方をどうすべきか、あとはその利用促

進の費用負担のあり方、こういったものを検討

するものでありまして、それぞれ活用して、将

来のあり方を検討していきたいというものであ

ります。

事業効果といたしましては、そういう即効性

のある取り組みを行うことで、沿線自治体、Ｊ

、 、Ｒ九州とも連携を図りながら 将来にわたって

両路線の輸送密度の可能な限りで、維持・増加

を図っていく、路線の維持、存続に寄与したい

というものであります。

総合交通課の説明は以上であります。

それでは、中山間○奥中山間・地域政策課長

・地域政策課の当初予算について御説明いたし

ます。

お手元の平成30年度歳出予算説明資料の31ペ

ージをお願いいたします。

当課の平成30年度当初予算額は５億9,947

万9,000円であります。平成29年度当初予算と比

較いたしますと1,034万6,000円の増、率にいた

しまして約1.8％の増となっております。

それでは、当初予算の主なものについて御説

明いたします。33ページをお開きください。

ページの中ほどの（事項）中山間地域活力再

生支援費１億5,920万円でありますが、これは、

中山間地域に対する重点的、総合的な支援に要

。 、する経費であります 主なものといたしまして

説明欄７の持続可能な地域づくり応援事業であ

りますが、これは、地域が自立した持続可能な

仕組みを構築するため、市町村と地域が一体と

なった地域づくりの取り組みを支援するもので

あります。

説明欄８の新規事業「地域資源ブランド強化

促進事業」でありますが、これは、全県的な宝

であります県内各地の地域資源ブランドにつき

まして、関係機関相互の情報共有を図り、各ブ

ランドが一体となった情報発信や多角的なブラ

ンド活用策を展開することによりまして、世界

ブランドのみやざきづくりを進めるものであり

ます。

説明欄９の新規事業「広げよう！「宮崎ひな

た生活圏」形成促進事業」につきましては、後

ほど委員会資料で御説明いたします。

次に、一番下の（事項）過疎対策等推進費368

万円、これは、過疎地域活性化対策等の推進に

要する経費であります。

34ページをお願いいたします。

事項 ふるさとづくり推進事業費889万5,000（ ）

円、これは、地域の特性を行かした魅力あるふ
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るさとづくりの推進に要する経費であります。

次に （事項）地域活性化促進費7,835万3,000、

円、これは、地域活性化の推進に要する経費で

ありまして、このうち、説明欄３の宮崎県市町

村間連携支援基金事業につきましては、県内の

市町村が連携して行う地域課題の解決の取り組

みを支援し、各地域の広域的な活性化を促進す

るものであります。

また、説明欄５の新規事業「祖母・傾・大崩

ユネスコエコパーク受入基盤整備支援事業」に

つきましては、後ほど委員会資料で御説明いた

します。

次に （事項）移住・定住促進費4,937万5,000、

円、これは、本県への移住等の促進に要する経

費であります。

それでは、35ページをお願いいたします。

次に 事項 エネルギー対策推進費１億6,635、（ ）

万6,000円、これは、水力発電施設等の所在する

市町村に対し、地域活性化事業等への交付金を

交付するものであります。

、（ ） 、次に 事項 土地利用対策費3,378万5,000円

これは、土地取引の規制等、国土利用計画法の

適正な運用に要する経費であり、このうち、説

明欄４の地価調査費でありますが、一般の土地

取引の指標などに活用していただくため、県内

全市町村において行う基準地点の標準価格の調

査及び結果の公表に要する経費であります。

続きまして、当課の主な新規事業について御

説明いたします。お手元の常任委員会資料の12

ページをお開きください。

まず、広げよう！「宮崎ひなた生活圏」形成

促進事業であります。

１の事業の目的・背景といたしましては、少

子高齢化と人口減少が進行する中、地域の実情

に応じた住民主体の新たな取り組みへの支援等

を通じまして、中山間地域等に安心して住み続

けられる仕組みづくりを促進するものでありま

す。

２の事業の概要でありますが、予算額は2,662

万8,000円、財源は地方創生推進交付金を活用す

ることとしており、事業期間は平成30年度の単

年度事業であります。

事業内容でありますが、まず、①地域活性化

カルテ（仮称）でございますが、これの構築に

つきましては、住民みずから地域の課題を共有

し、将来について話し合いを進めていくことが

できるように、地域人口の分析等を行うシステ

ムを構築するものであります。

また、②地域課題解決に向けた住民主体の持

、続的な取り組みのモデルづくりにつきましては

住民みずからによる地域戦略の策定や取り組み

体制づくり、生活サービス維持や所得の向上等

のモデルとなる取り組みを支援するものであり

ます。

次に、③中山間地域フォーラムの開催につき

ましては、住民主体の生活サービス維持や所得

向上等の県外の先進事例や県内のモデル事例の

紹介等を行うものであります。

３の事業効果といたしましては、県民が安心

して地域に住み続けられる仕組みづくりが促進

されるとともに、県人口ビジョンの達成に向け

た取り組みにも資するものと考えております。

それでは、14ページをお願いいたします。

次に、祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク受

入基盤整備支援事業であります。

１の事業の目的・背景でありますが、昨年６

月に登録となりました祖母・傾・大崩ユネスコ

エコパークを活用し、本地域へのさらなる誘客

促進を図り、登録の効果を速やかに発揮させる

、 。ために 受入基盤の整備を図るものであります
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２の事業の概要でございますが （１）予算額、

は1,500万でございます （２）財源は、県営電。

気事業みやざき創生基金を活用いたします。

（３）事業期間は、平成30年度の単年度事業で

ございます （４）事業内容でございますが、ユ。

ネスコエコパークの受入基盤整備のための支援

を行うもので、実施主体は市町村としておりま

す。圏域内の市・町が対象となると考えており

ます。補助率は２分の１でございます。

、補助金による支援メニューといたしましては

展望のよい箇所への案内看板の整備、道の駅等

における情報発信スペースの整備、既存施設の

。拠点施設化に向けた整備ほかとなっております

３の事業効果といたしましては、本地域にお

ける受入基盤の整備を通じて、県内外からの来

訪者の満足度を向上させ、地域の魅力発信を強

化することによりまして、ユネスコエコパーク

に対する県民の親しみが深まるとともに、交流

人口の増加による一層の地域振興が図られるも

のと考えております。

中山間・地域政策課の当初予算につきまして

は、以上でございます。

それでは、産業政策課○重黒木産業政策課長

の当初予算について御説明いたします。

平成30年度歳出予算説明資料のほうの37ペー

ジをごらんください。

産業政策課の平成30年度当初予算は10億4,473

万7,000円をお願いしております。平成29年度当

初予算と比較しますと6,667万円、率にしまし

て6.0％の減となっております。

主な内容について御説明いたします。39ペー

ジをお開きください。

まず、中ほどの（事項）フードビジネス総合

推進費1,813万1,000円であります。その内訳で

すけれども、下の説明欄１、みやざきフードビ

ジネス推進体制構築事業670万6,000円につきま

しては、フードビジネスの振興に向けた推進体

制の構築を図るための必要な事務費ですとか、

活動費でございます。

次に、２、フードビジネスブラッシュアップ

支援体制構築事業800万円につきましては、フー

ドビジネス相談ステーションで支援する案件の

うち、事業化の可能性の高いものを対象に、当

該事業者への補助等を行うものでございます。

次に、新規事業の３「食の魅力発信機能構築

事業」342万5,000円につきましては、フードビ

ジネス振興構想の柱の一つであります食による

観光宮崎の新生、これを目指しまして、観光客

等が本県の食の魅力を感じて、それが県内各地

の周遊につながっていくような、必要な情報発

信機能ですとか、新たな魅力づくり等につきま

して、市町村、関係団体等と調査検討を行うと

いうものでございます。

続きまして （事項）みやざき成長産業育成・、

雇用創出プロジェクト推進費７億6,462万9,000

円であります。この事業は、国のプロジェクト

型補助金を活用しまして、フードビジネスを初

めとする成長産業の振興と雇用の創出を図るも

のでございます。

説明欄の１、みやざき成長産業育成プラット

フォーム構築事業２億3,994万3,000円につきま

しては、成長産業を育成するための体制整備を

図るものでございまして、フードビジネス相談

ステーションですとか、ひなたＭＢＡの運営、

また、必要なマーケティング調査等を行うもの

でございます。

説明欄の２、フードビジネス振興構想推進事

業から５の木材バイオマス関連産業拡大推進事

業までの４事業、合計で１億768万6,000円でご

ざいますけれども、これらは、成長産業各分野



- 78 -

平成30年３月13日(火)

を支援するため、関係部局と連携しまして、そ

れぞれの分野に精通したアドバイザーですとか

コーディネーターを設置するなどして、新製品

の開発ですとか、新たな販路開拓、こういった

ものを支援するものでございます。

６のみやざき成長産業雇用拡大・定着推進事

業３億9,600万円につきましては、フードビジネ

スを初めとする各成長分野の企業が、新たに人

を雇用しまして、技術力向上ですとか販路の拡

大・新分野開拓などの取り組みを行う場合に必

要な補助を行うというものでございます。

７のみやざき成長産業求職者支援委託費2,100

万円につきましては、県内企業への就職に向け

たマッチングの取り組み等を行うとともに、県

外からの産業人材の確保を図るためのコーディ

ネーターの設置を行うものでございます。

めくっていただきまして、次の40ページでご

ざいます。

事項 みやざき地方創生若者定着促進費8,005（ ）

万7,000円であります。下の説明欄の１、宮崎で

学び、宮崎で働き、世界へ挑戦するひとづくり

事業1,765万7,000円につきましては、本県産業

の振興に向けた人材の育成・確保を図るため、

県内11の高等教育機関で構成します高等教育コ

ンソーシアム宮崎の運営支援ですとか、グロー

バル人材の育成等を図るものでございます。

その下の説明欄の２、みやざき産業人財確保

支援基金事業5,571万8,000円につきましては、

本県の将来を担う産業人財の確保定着を図るた

めに、県内に就職した者に対しまして、県内企

業等とともに奨学金の返還支援等を行うもので

ございます。

説明欄の３、産業人財育成・確保緊急対策事

業668万2,000円につきましては、後ほど常任委

員会資料のほうで説明いたします。

続きまして （事項）みやざき地域活性化雇用、

創造プロジェクト推進費9,323万1,000円であり

ます。この事業は、厚生労働省の補助金を活用

しまして情報通信産業と観光関連産業の活性化

を通じて地域における雇用の創出等を図るもの

でございます。

説明欄の１、みやざき地域産業育成プラット

フォーム構築事業2,483万1,000円につきまして

は 対象となる産業の育成を図るためのコーディ、

ネーターの設置など、必要な体制整備等を図る

ものであります。

説明欄の２、みやざき地域産業雇用拡大・定

着推進事業5,800万円につきましては、対象とな

る産業分野の企業が行います新たな雇用ですと

か、人材の育成、商品開発の取り組み等を支援

するものでございます。

説明欄の３、地域産業求職者支援委託費1,040

万円につきましては、雇用の確保や人材育成に

係る専門人材の派遣等による企業への支援です

とか、対象産業への就職に向けたマッチングイ

ベントの開催を行うものでございます。

次に、委員会資料の16ページをお願いいたし

ます。

新規事業の産業人財育成・確保緊急対策事業

であります。

この事業は、１の事業目的・背景にあります

ように、産業人財の確保が大きな課題となって

いる中で、昨年12月に産業人財育成確保のため

、の取り組み指針を策定したところでありますが

この事業におきましては、この指針を踏まえま

して、これまでの取り組みとあわせて、より一

歩踏み込んだ対策を講じるというものでござい

ます。

次に、２の事業の概要でございます。予算額

は668万2,000円、財源は国庫支出金のほか、記
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載のとおりでございます。事業期間は、30年度

からの３年間としております。

次に、４の事業内容でございます。まず、①

の女性の県内定着対策につきましては、18歳以

降の若者人口流出が著しい中 本県では 特に20、 、

歳代前半の女性の流出が、男性のそれを大きく

上回っているという状況がございます こういっ。

たことから、女性にターゲットを絞った対策を

講じるものでございまして、女子大学生等を対

象とした就職応援セミナー等を実施するという

ものでございます。

次の②のみやざきで暮らし、働く機運の醸成

につきましては、産業人財育成プラットフォー

ムを構成します産学金労官の各関係機関が連携

しまして、保護者ですとか、学生、教育関係者

を対象としたセミナーなどの啓発行動を行うほ

か、ＳＮＳを活用いたしまして、学生等に対す

る効果的な情報発信に取り組むというものでご

ざいます。

、 、 、このほか ③ ④に記載しておりますとおり

若者の県外流出要因等についての調査分析です

とか、新たに設けました、次年度採用対策会議

におきまして、実務者レベルで、県内企業の人

材確保等について、協議や意見交換等を行うと

いうことを考えております。

次に、その右の17ページをごらんください。

以上の新規事業とあわせまして、推進強化分

として1,669万9,000円の関連事業を実施したい

と考えております。

具体的には、先ほど御説明いたしました、み

やざき成長産業育成・雇用創出プロジェクト推

、進費の中で取り組むものでございますけれども

新たに（１）から（３）にありますように、県

外人材を確保するための産業人財掘り起こしコ

ーディネーターを東京、福岡に設置するほか、

インターンシップの多様化、拡大、それから、

、産業人財確保のための企業支援セミナーの開催

こういったものに取り組みたいと考えておりま

して、下の図の中にありますように、新規事業

と合わせて総額で2,338万1,000円の緊急対策事

業等として展開してまいりたいというふうに考

えております。

、 。当初予算につきましては 以上でございます

続きまして、決算特別委員会で御指摘をいた

。だきました事項につきまして御説明いたします

資料のほう、別冊でございますけれども、決

算特別委員会の指摘要望事項に係る対応状況、

こちらの２ページをお開きください。

個別的指摘要望事項といたしまして、記載の

とおり、産業政策の推進につきまして、効果的

な施策の展開に取り組むこととの御指摘をいた

だいているところでございます。

産業政策につきましては、一番始めの段落に

ありますとおり、今年度から組織体制を整えま

して、産業の活性化と人材の育成の取り組みを

。 、推進しているところでございます 具体的には

フードビジネスを初めとする産業全般の活性化

に向けた基盤の構築を図りまして、企業の取り

組み等への支援を行っているところでございま

す。

また、あわせまして、若者の流出抑制と産業

人財の確保に取り組んでおりまして、昨年末に

は、人材確保に向けた必要な取り組みを体系的

に取りまとめました産業人財育成・確保のため

。の取り組み指針を策定したところでございます

平成30年度につきましては、予算の説明の中

でも触れましたけれども、引き続き、フードビ

ジネスを初めとする成長産業への支援を行うと

ともに、指針を踏まえました緊急対策事業等を

展開することとしております。
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今後とも、産学金労官の緊密な連携を図りな

がら、産業の活性化と雇用の確保、若者の流出

抑制に向けまして、効果的な施策の展開に取り

組んでまいりたいと考えております。

説明は以上で終わります。よろしくお願いい

たします。

済みません。総合交通課○小倉総合交通課長

の説明で、訂正が１カ所ございました。歳出予

算説明資料の29ページ （事項）広域交通ネット、

ワーク推進費のうちの宮崎県物流強化推進事業

でございます。先ほど、私、2,437万円と御説明

しましたが、ごらんのとおり2,430万7,000円の

間違いでございました。失礼いたしました。

各課長の説明が終了しました。○二見委員長

議案についての質疑はありませんか。

29ページの地方バス路線等運行維○緒嶋委員

持対策事業２億9,713万4,000円、これは具体的

にどういう形で支援するわけですか、経緯、内

容。

この地方バス路線等運行○小倉総合交通課長

維持対策事業は３つメニューがございまして、

一つが、これは幹線補助でございます。宮崎県

内、今回の32系統ございますけれども、国と県

が一緒になって、バス路線の赤字欠損分を補助

するという部分が、幹線部分でございます。２

つ目が、車両購入補助でございます。車両減価

償却費等の補助でございまして、これが、来年

度は34台分補助するものでありますけれども、

。こちらも国とともに補助するものでございます

もう一個、こちらが廃止代替バス路線でござい

ます。かつては地域幹線であったんですけれど

も、事業者がなかなか経営が、路線の維持が難

しいということで、市町村と県において補助を

して、それで維持していくというようなもので

ございまして、こちらが24系統、来年度補助す

るというものでございます。

市町村、自治体で運営しているも○緒嶋委員

のに対する補助というのは、どういう形でやら

れているんですか。

自治体だけというもので○小倉総合交通課長

ございますけれども、県の場合、基本的に複数

市町村間をまたぐものを補助のターゲットにし

ているというのが概念でございます。市町村内

だけを運行するようなコミュニティバスですと

か市内循環バスとか、こういったもので欠損が

生じるものに関しましては、基本的には、市町

村において、その運営費、経費を計上していく

と。

一部国の補助として、地域間幹線、いわゆる

結節点、地域間幹線と結節してコミュニティバ

スの接続がよいというようなものについては、

ある程度フィーダー補助という形で補助される

部分がございますけれど 基本的に そのコミュ、 、

ニティバスですとかは、市町村で補助されてい

くというところでございます。

市町村の主体的な運営、運行とい○緒嶋委員

うことで、県はそれには関与をしていないとい

うか、もう全然それなら関係ないわけですね。

関係ないというところで○小倉総合交通課長

もないところでありますけれども、今年度もそ

うですし、来年度もそうなんですけれども、も

ともと複数市町村間をまたぐような広域的な路

、 、線であって コミュニティバスへ転換する際に

いろいろその転換に当たって調査ですとか、乗

客の状況ですとか、路線のルート設定とか、そ

。ういったところで調査をする場合がございます

そういった調査費ですとか、あと一定の、昨年

度であれば、例えば、都城のほうでもありまし

たけれども、運行経費を一部補助して、今後の

コミュニティバスへの転換を促すという意味で
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の支援はさせていただいているところでありま

す。

特にやっぱり市町村内は高齢者が○緒嶋委員

多いし、車の免許証返納とかになると、このコ

ミュニティバスというか、その市町村内の運行

というのが物すごく意味が深いわけです。そう

なると、それに対する何らかの、これは県だけ

ではない、国も含めて、やっぱりそれが中山間

地対策というか、そういう意味にもつながるわ

けで。そのことは、やはり、今後ますますもっ

て重要になってくるだろうというふうに思うん

ですけれど、そういう市町村間のバスに対する

運行補助とかいうのは、県に要望はないわけで

すか。

私のほうで聞いている限○小倉総合交通課長

りですけれども、例えば、宮崎市さんとか、こ

れまで補助されていなかったところで、要望と

してはいただいてはいるところであります。我

々としても、既存の予算の中で、それをどうい

うふうに振り分けていくかというところがある

と思うんですけれども、今回、常任委員会資料

の８ページでも御説明をさせていただいており

ます、その生産性向上促進。これは、中山間地

域におけるコミュニティバスにおいても、いわ

ゆる付加収入を得るための支援ですので、お客

さんがなかなか乗らなくても、そこである程度

貨物を乗せるというニーズがあるのであれば、

そこに貨物を乗せて、収入を得ている。市町村

に対しては負担が減るというような部分もござ

います。財政的な支援に加えて、こういった規

制緩和を活用して構造改革につなげていくとい

うようなこともやっていく中で、県としては支

援をしていきたいなと思っております。

ぜひ何らかの形で、今後は、支援○緒嶋委員

の方法等も含めて。ますますもって、やっぱり

高齢化して、買い物弱者という言葉もあるぐら

い、なかなか皆さん困っておられるわけです。

やっぱりタクシーに乗ると、距離がかなりある

と、もう買い物の値段よりもタクシーの値段の

ほうが３倍になるとかいうふうな感じにもなる

わけで、大変深刻なことが生まれておりますの

で、そのあたりをいろいろ研究していただきた

いと思います。

それと、航空交通ネットワーク推進事業、今

からやはり東京オリンピックに向けて外国人

を4,000万人も日本に呼び込もうというようなこ

とも言われておるわけですが、その中でこのよ

うないろいろな推進費を県も組んでおるわけで

すから、そういう将来的に外国人の旅行者がふ

える中で、県として、新たな航空路の開拓とい

うか、そういうこともグローバルな時代でやろ

、 。うという動きは この予算ではないわけですね

委員の御指摘は、新規路○小倉総合交通課長

線の開拓をどうしていくかというところであり

ます。現在、国際線に関しましては３路線、ソ

ウル線に関しましては、ＬＣＣを含めて２社が

入っているというところではあります。

我々としましても、この機に乗じてといいま

すか、ぜひ九州のほうにも、非常にアジアから

の観光客がふえている中で、なかなか福岡だけ

ではさばき切れないというような状況で、地方

空港にもぜひ来ていただきたいという思いは大

変強いところがありますので、この予算の 「み、

やざきの空」航空ネットワーク活性化事業のほ

うにおきましても、まずは国際チャーターを支

援するような形から、定期便化するという流れ

が自然でございますので、こちらのほうでも支

、 、 、援を ある程度計上させていただいて そこで

例えば、中国の本土ですとか、東南アジア、そ

ういったところに営業をかけていって、旅行会
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社とタイアップしながらチャーターに結びつけ

て、将来の定期便化というのも目指していくよ

、 。うに 一応予算は入れているところであります

具体的にチャーターの相手方とい○緒嶋委員

うか、どこの空港とかいうのは、まだそこまで

は深く取り組んでいないわけですか。

今のところどこかという○小倉総合交通課長

ようなところはまだ決めているところではあり

ません。インバウンドの数でいいますと、中国

ですとか、最近でいえばベトナムやタイ、こう

いったところが大変多いところでありますけれ

ど、そういう需要が大きいようなところを中心

に営業をかけていくんだろうなと思っておりま

す。

ぜひやはり将来を見越して、そう○緒嶋委員

いう開拓のための努力もしていただきたいと思

います。

それから、33ページ、中山間地域活力再生支

援費、これは、特に中山間地いろいろな意味で

課題が多いわけであります。持続可能な地域づ

くり応援事業、これ具体的に9,700万余でありま

すが、具体的にどういうことが考えられるわけ

ですか。

、 、○奥中山間・地域政策課長 これは 市町村が

地域の住民と一体となって地域づくりに取り組

む事業を支援するものでありまして 例えば 29、 、

年度でいいますと、フランスあたりで修行して

きた有能なシェフを呼んで、その方に店舗を任

せて、地元の食材をたくさん使いながらＰＲし

ていこうと、そういった情報発信の事業ですと

か あるいは地域資源でありますジビエ肉を使っ、

た情報発信なり、あるいは加工場の施設整備の

支援をしていくもの、そういったものを29年度

。 、支援しております あと30年度につきましても

空き家をリノベーションして居場所をつくって

いくような観光振興、地域振興に資するような

事業ですとか、地域の資源を活用して地域づく

りに取り組むといったものを支援していこうと

いう事業でございます。

この予算の中では、ある程度具体○緒嶋委員

的にそういうめどがついておるわけですね。

この事業につきま○奥中山間・地域政策課長

しては、３カ年度事業でございまして、29年度

から、29、30、31年の３カ年で採択する事業を

対象にしております。ですから、継続事業につ

きましては、ある程度もう見通しが立っており

ます。30年度新規採択分につきましては、一応

意向調査というか、そういった形で幾つか出て

きておりますが、採択につきましては、４月以

降でございます。

それから、34ページ、地域活性化○緒嶋委員

促進費、ユネスコエコパーク等の活用促進とか

いろいろ考えておられるようですが、特に、や

はり、世界ユネスコエコパークになったので、

登山客なんかかなりふえてきておるわけです。

、それぞれどういうところかというのが見たいし

そういうブランドになった中で、登山者が道を

迷うとか、いろいろなこともあって、地元も

ちょっと困るというか、警察を含め、消防団も

含め、そういうことがあるので、携帯電話が奥

地になるとなかなか受信できなくて、捜索にも

。 、困難を来す場合があるわけです 受信できれば

お互いどこで遭難したかというのがある程度わ

かるわけですけれど、それが受信できなければ

なかなか対応し切れないと。

そういうことでありますので、そういう情報

通信がうまく機能しないようなところがないよ

うに、奥地でも、いろいろな意味でやっぱりす

べきだと思うとです。その人の命を守るという

か、そういう意味を含めて、何かこの中で、本
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当にそういう電波が届かない地域があるのかど

うかというようなことも含めてやっぱり検討し

ていくべきじゃないかと思うんですが、そうい

う発想はないわけですか。

この受入基盤整備○奥中山間・地域政策課長

事業を立ち上げるに当たりましては、登山客の

視点は必要だということで、今登山客来られて

も、山にどんな情報があるか、どういったルー

トで行けばいいのかという情報が少ないという

こと、あるいは、登る前、降りてきて立ち寄る

休憩所みたいなものがない。また、委員今おっ

しゃったように、登山事故が何件か起こってい

る中に、ちゃんと登山届けを出していかないか

んとか、そういったこともございますので、こ

れは、基盤整備事業の中でやれるところはもう

やりますし、あるいは、ＮＴＴなり、情報政策

課、関係機関とも協議して、そこら辺は進めて

いきたいというふうに考えております。

ぜひそのあたりが一番。道路の整○緒嶋委員

備が悪いとか、これは、環境森林部やらにもお

願いせないかん面もあるわけですけれど、九州

自然歩道とかの絡みの中で、今言うたような、

通信がうまくつながらないというのが一番地域

にとっては困っておるようでございますので、

。十分考えていただきたいというふうに思います

12ページの説明資料の広げよう！○松村委員

「宮崎ひなた生活圏」形成促進事業についてお

伺いします。

予算額2,600万円余で、30年度だけの事業とい

うことですけれど、この全体の流れは、地域の

住民主体の新たな取り組みということで、みず

からが立ち上がり、村町を形成していって、そ

こで生活できる、所得もふえて、循環できる地

域をつくろうということだと思うんですけれど

も、このスキームの中でモデルとなる取り組み

とか、所得向上の先例をつくり上げるとか、こ

の１年間でそういうことがまずできるのかとい

うことと、今回の事業は問題提起とか、検証す

ることだけなのか。単年度事業だから、次に何

かつながるようなものがあるのか、ちょっとこ

れわかりにくいなと思って。

13ページの一番上○奥中山間・地域政策課長

のほうに、一応３つのステップということを掲

げております。１つ目は、課題の共有・地域戦

略の策定ということで、住民の方が、まずは自

分の状況がどうあるのか。例えば、人口につき

ましては、県の人口の推移、あるいは市町村そ

れぞれの推移は、自分たちで目にすることがあ

ると思うんですが、では、自分たちの地域の人

口が、今どんな状況にあって、これからこのよ

、うな状況で進んでいけばどんな推移になるかと

そういったことはまだよくわかりませんので、

地域活性化カルテというふうに考えております

が、まず、自分の地域の状況を把握しながら、

それに合った対策を立てていくことが①でござ

います。

そして、②でございますが、その取り組みの

体制づくりということで、①で立てた戦略をど

のようにじゃあ進めていくかといったものの体

制をつくっていこうというのが②、それから、

③は、既にその体制ができた後に、地域の高齢

者の見守りですとか、あるいは所得向上の取り

組みですとか、そういったことに取り組んでい

こうという、３つのステップがありまして、今

回の補助金につきましては、その中のどれかに

取り組むところを支援するということでござい

。 、 、ます ある程度 そういった取り組み体制なり

、課題の整理ができているところが③を活用して

その部分を補助する、あるいはそういった取り

組み、大体計画はできているけれども、取り組



- 84 -

平成30年３月13日(火)

み体制ができていないというところにつきまし

ては、②を支援する。あるいはまだ全然今から

、 、だというところでは①というようなことで ①

②、③それぞれにいろんな地域がございますの

で、そこを支援していきたいということでござ

います。

単年度でございます。おっしゃるとおり、①

から③まで一挙に段階を踏んで１年で所得向上

の取り組みまでというのは難しいですので、そ

れぞれのパターンでそれぞれ支援をしていくと

いうようなことを、今年度は考えております。

この事業、地方創生推進交付金を使っていま

すので、どうしても単年度になります。30年度

の取り組みを踏まえまして、31年度からの新た

な取り組みは別途また検討していきたいという

ふうに考えております。

、○松浦総合政策課長 この事業につきましては

国の地方創生推進交付金を使っております。国

のほうに対しましては、毎年度事業計画という

のを出して、それが認められて予算が成立する

ことになりますので、一応形としては、新規と

か単年度でやっているんですけれども、基本的

には、前年度の取り組みをある程度総括をした

形で翌年度こういうふうな計画でいきますと出

して、国のほうから交付金をもらうという手続

をとっております。そういう関係で、○、単年新

度となっておりますけれども、実質的なところ

は継続でやっているということで御理解をいた

だければと思います。

今言われたように これらの事業っ○松村委員 、

て今までずっとそれぞれやっていますよね。中

山間地対策事業って、それのメニューが何か変

わってきたのかなというふうに見て、新たなイ

ンパクトのあるすごい方向性に動くのかなとも

思いましたけれど。実際こうやってみると、鳥

獣害対策やりましょうとか 特産加工やりましょ、

うというところに結びつくところも入っていま

すよね。よくわからないなというふうにちょっ

と感じたんですけれど、ただ、これはもう実際

去年から、一昨年からもずっとやっているとこ

ろもあるんでしょうけれど、ことしの予算にう

まく合うような、この事業に手を挙げるところ

とか、そういったところはもう幾つか挙がって

いるわけですね。

他県の状況は○奥中山間・地域政策課長

ちょっと把握しておりませんが、地域活性化の

取り組みにつきましては、大体ほかの県も……

いや、県内でこの事業に対して、○松村委員

もう手を挙げるところとか、そういうところは

ある程度わかっているんでしょう。

12ページの（４）○奥中山間・地域政策課長

の事業内容の②の、いわゆる支援事業の部分に

、 、 、つきましては 今 意向調査をしておりまして

幾つかは手を挙げたいということで相談は来て

おります。ただ、決定はもちろん４月以降にな

ります。

また４月以降見させてもらって、○松村委員

成果のほう楽しみにしております。

私もちょっとさっきからこの文章○ 原委員

を何回も読んでみるんだけれど、どうも具体的

にどうなんだというところがよく映像が浮かん

でこなくて、例えば、地域運営組織等というの

は、具体的にはどういう組織かをちょっと。

地域運営組織とい○奥中山間・地域政策課長

いますのは、地域の課題解決のための住民主体

の活動組織ということでございまして、13ペー

ジの上の表のちょっと小さいんですが、四角で

囲んだところに、地域運営組織というところが

ございます。①のところに、集落、団体、ＮＰ

Ｏ、福祉等の関係者で構成ということでござい



- 85 -

平成30年３月13日(火)

ます。要するに、地域住民含めて、いろんな団

体が一緒になって、地域づくりをしていこうと

いうような、そういう組織でございます。

①の試算等を行うシステムを構築○ 原委員

というのは、これは誰がどういうシステムを構

築するのか。例えば、地域の人口分析とか、人

口にかかわることというのは、行政である程度

もうやっているし、特別な算出方式があるわけ

じゃないわけです。どういうシステムを構築と

いうことなんですか。

これにつきまして○奥中山間・地域政策課長

は、ちょっと先ほどの私の説明と重複するとこ

ろもありますが、システム自体は県のほうでつ

くります。これは、住民の方が使っていただけ

るシステムということで、地域の人口構成を整

理しまして、住民の方が、自分のところの地区

を指定すれば その人口が出ていくと そういっ、 、

たわかりやすい地域ごとのシステムを、住民の

方が使えるシステムをつくっていこうという趣

旨でございます。

関連してですけれども、この地○前屋敷委員

域運営組織で、これが活動組織ということなん

ですけれど、県の事業ではあるんだけれど、市

町村が全くかかわらないもんなんですか。一定

の連携があって、より具体的になるんじゃない

かなという気もするんですけれど。

、○奥中山間・地域政策課長 おっしゃるとおり

これはもう市町村と一緒にやっていくことで、

県と市町村と住民と三位一体でやっていくとい

うことでございます。

それがないと、なかなか具体的○前屋敷委員

にはならないんじゃないかなと思いながら、全

体を見ていたところなんで。

地域鉄道利用促進強化支援事業に○中野委員

ついてお尋ねします。この事業内容のうちの地

域鉄道応援団（仮称）ですが、これについての

この部分の予算額は幾らになるのかということ

と、有識者とはどういうレベルの人か。など、

とありますから、例えば、住民代表、利用者代

表、そういうのも加わるかということをお尋ね

します。

まず、地域鉄道応援団に○小倉総合交通課長

係る予算に関しましてですが、62万5,000円でご

ざいます。残りの800万円が協議会に対する事業

費でございます。

有識者ですけれども、基本的には、両路線ご

とに有識者等を置こうというふうに考えており

ますけれども、まず鉄道に対していろいろ応援

、 、していただけるような人 大学の教授ですとか

外国人、観光の関係者、こういう利用促進のあ

り方について、いろいろと思いを持っていらっ

しゃる方、それから、その地域の沿線でいろい

ろな、いわゆるオピニオンリーダーというか、

御意見を持っていらっしゃって、こういう利用

促進をやっていきたい、これまでできなかった

けれども、今回のいろんな予算なども通じて、

今回のダイヤ改正なども受けてやっていきたい

というような方々というものを、まずは有識者

等としては、想定しているところであります。

日南線、吉都線ごとにこの応援団○中野委員

ができるわけですよね。共通する人もおります

よね。その人は、実際集まり、検討会があると

きは、１日に集約してあるものか、例えば、日

、 。 、南は日南 吉都線は吉都線であるのか それと

その開催する場所です。いずれにしても、これ

は、県がイニシアティブをとってやる応援団な

んでしょう。やっぱり宮崎で会議、検討会とい

うのはあるわけですか。

会議の場所に関しまして○小倉総合交通課長

は、基本的に宮崎県内、ちょっとまだ具体的に
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場所も、日程とかも決め切れてはいないところ

なんですけれども、恐らくそれぞれの協議会の

存する吉都線の沿線、日南線の沿線、例えば、

日南市や小林市等で実施していくというような

形にはなると思います。

両路線ごとに、ある程度共通するメンバーも

恐らく必要だろうなとは思っております。もち

ろん県やＪＲもうそうですけれども、ある程度

こういう方向でやるべきだということは、ある

意味概念、観念的に利用促進の輸送密度の高め

るようなあり方に対してある程度知見を持って

いる方ですとか、全国的ないろんなモデルケー

スなども知っておられる方などもいらっしゃる

と思いますので、そういった方々をある程度共

通して配置してもよいかなと思っているところ

です。

この事業は、いわゆる３カ年の事○中野委員

業に入るんですか。

この事業としては３カ年○小倉総合交通課長

で一応期間として設けております。

ただ、具体的に年度ごとにいろいろ実施しな

きゃいけない内容ですとか、さらには輸送密度

が上がっていくかどうか、利用促進がしっかり

着実に図られているかどうかを見きわめ、いろ

いろと検証、評価をしながら、次の展開という

のを考えていかないけない事業だと思いますの

で、31年度、32年度に全く同じ事業をやってい

くということではないと思っています。

これらのコンセプトがあって、事○中野委員

業のイメージが書いてありますよね。これは、

こういうことを想定して、一応この応援団の中

での検討会で、それこそ検討するということの

中身になるわけですか。

この事業のイメージ自体○小倉総合交通課長

は、協議会の沿線の自治体とも、こういうこと

やりましょうということで、ある程度、レスト

ラン列車の企画ですとか、クルーズ船対象ツア

ーということで、方向性として大体定まってい

ることでして、これは、来年度実施していこう

というもののイメージでございます。

地域鉄道応援団というのは、またこういった

ものも踏まえて、いろんな全国的なモデルも踏

まえて、どうあるべきか、利用促進が、言って

しまえば、その輸送密度、ＪＲにとって、どう

いうふうにすれば路線を維持していただけるの

かというあり方みたいなものを、少し将来的な

政策の方向性を具体的に考えていくような形で

ございます。それを来年度、再来年度の事業に

還元しながらやっていくという意味で考えてい

きたいなと思っています。

全国のモデルと言われましたが、○中野委員

何かもう既にモデルになるようなところがどっ

かあるんですか。１カ所でもいいから紹介して

ください。

レストラン列車という意○小倉総合交通課長

味では、もちろんおれんじ食堂などもあります

し、今度、平成筑豊鉄道なども、そういったも

のを展開していくというようなお話も聞いてお

ります。

例えば、秋田でありますと、ちょっと私もい

ろいろと情報仕入れている中で聞いていますけ

れど、秋田縦貫鉄道、これ三セクなんですけれ

ども、台湾人ですとか、いろんなインバウンド

の入り込みに関して、地元の方々が、沿線、運

行以外のところでいろいろサービスなどを改善

して、受け入れ体制を整えながらお客さんをふ

やしていくと。日本人以上に、外国人の方が移

動に乗っていただいて、いわゆる輸送密度に貢

献していただいているというふうなお話は聞い

たことはあります。ちょっと具体的にこれから
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いろいろ見ていきたいなと思っておりますけれ

ど。

逆にこの吉都線、日南線が全国モ○中野委員

デルになるように、そのぐらいの成果を期待し

ております。

ほかにも質問があると思うんで○二見委員長

すけれども、ちょっと時間が。暫時休憩しまし

て、午後１時10分再開にしたいと思います。

午前11時56分休憩

午後１時７分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

総合交通課、中山間・地域政策課、産業政策

課について質疑はございませんか。

先ほど地域鉄道利用促進強化支援○ 原委員

事業、下のほうに、利用促進の費用負担のあり

方というのが書いてあるんですけれど、これど

ういう意味なんでしょうか。

費用負担のあり方ですけ○小倉総合交通課長

れども、基本的には、利用促進に係る経費につ

いて、いろいろ地域外から、例えば、クラウド

ファンディングで集めるとかという事例は全国

の三セク鉄道などでもありますので、そういっ

たところの例を勉強しながら、少しこの利用促

進経費を単純に公費ではなくて、いろんなとこ

ろから、お知恵もかりながら協力をいただきな

がらやるというところも、やり方としては一つ

あるのかなと思っております。あといろんな企

業、応援いただける沿線の企業さんですとか、

そういったところから、例えば、ラッピングで

すとか、レストラン列車におけるいろんな食材

ですとか、そういったものの提供なども考えら

れるので、そういったところを官民一体でやっ

ていくということのやり方を少し考えていった

ほうがいいかなと思って、ここに書いている次

第です。

わかりました。鉄道についてはま○ 原委員

た後で、その他で。

39ページ、みやざき成長産業育成○緒嶋委員

・雇用創出プロジェクト推進の中で、６番目の

みやざき成長産業雇用拡大・定着推進事業、こ

れは、補正では7,000万ぐらい減額されたと思っ

ているけれど、新年度は減額せんでやっていけ

ますね。

そういうふうに努力し○重黒木産業政策課長

てまいりたいと考えております。

実は、今年度時点で、来年度までの事業予定

をある程度事業者の方々にヒアリングしており

まして、現時点では、満額使っていただけると

いうふうな見込みにはなっております。ただ、

補正のときにも説明いたしましたけれども、人

材の確保が非常に厳しいという状況ですので、

人材確保の取り組みとあわせて、この補助金を

しっかり使っていただくような、両面合わせて

取り組みを進めていきたいと思います。

ぜひ満額、減額せんように頑張っ○緒嶋委員

てほしいと思います。

それと、３番の東九州メディカルバレー構想

推進事業650万、これは推進しとるような予算で

もないことあるが、今の状況はどうなっておる

わけですか。

この予算につきまして○重黒木産業政策課長

は、商工観光労働部に分任して執行している予

算でございます。東九州メディカルバレーにつ

きましては、基本的には商工観光労働部でやっ

ております事業でございまして、本体の事業と

いうか、本体の予算はそちらのほうで確保して

おるんですけれども、我々のほうでは、この予

算の中で、メディカル関係の機器を開発するコ

ーディネーターですとか、あと宮大の医学部の
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ほうに置いておるんですけれども、医工連携コ

ーディネーター、医療分野と工学分野を連携し

て新しいメディカル関係の器具というか、そう

いったものをつくっていくときにはコーディネ

ートをお願いするような方、そういった方々の

人件費をこの事業の中で見ているということで

ございます。

商工観光労働部のほうでどの程度○緒嶋委員

予算が推進のために組まれておるわけですか。

これはちょっと部が違うけれど。

済みません。正確な予○重黒木産業政策課長

算額はちょっと今手元に把握しておりませんけ

れども、商工観光労働部のほうでは、研究会を

つくりまして、宮崎大学、それから、九州保健

福祉大学、それと主に県北のメディカル関係の

。事業者と連携しているということでございます

今のところ、メディカルバレー構○緒嶋委員

想は大分県のほうがかなり力を入れておると思

うんです。どちらかというと、宮崎県よりも向

こうが、うまく利用しておるような気がしてな

らんので。ぜひ、読谷山市長が、北は夕暮れと

いうようなことを言われた話を聞くけれど、私

は夕暮れとは思わんけれど、市長はそういう発

言をされたというのがちょっと話題になってお

るわけですが、このメディカルバレーは、将来

的には、国際的にもやっぱり外国に対するいろ

いろな展開も重要なわけですので、ぜひ力を入

れていただきたいということを要望しておきま

す。

今、○井手総合政策部次長（政策推進担当）

緒嶋委員からございましたメディカルバレーで

ございますが、商工観光労働部のほうで約2,200

万弱の予算を組んでおりまして、今年度までも

やってきておりますけれども、次年度以降も、

アジア、タイを中心としたアジアに対する機器

輸出につながる技術移転、この辺について積極

的に取り組むというふうに聞いております。

ほかございませんか。○二見委員長

16ページの産業人財育成で、人材○松村委員

確保というのは先ほどもありましたけれども、

事業推進するのも、雇用する人がいないとでき

ないということになる。これ女性の県外流出と

いうか、大学生の歩留まりが特によくないんで

というお話をされましたけれど、大学生、女子

大生というのは、そんなに宮崎を捨ててどっか

へ行くんですか。どれぐらいですか。

本県、若者の流出が非○重黒木産業政策課長

常に激しいところでございまして、今回着目し

ましたのは、20歳から22歳のところの女性の転

出者が転入者を上回っている部分が非常に大き

いというところでございます。例えば、二十歳

の段階、これ多分恐らくは、１回就職して２年

ぐらいたっている方が離職するパターンですと

か、あるいは専門学校に行っている方が卒業す

るとか、短大の方が卒業するとか、そういった

時期に当たると思います。中身の分析までまだ

できていないんですけれども、数字だけ申しま

すと、全体で605人ほどが、いわゆる転出超過と

いうことになっております。その中の男性が200

名、女性が大体400名ぐらいになっていまして、

女性が男性の倍ぐらい転出が多いところでござ

います。

それと、もう一つの山が22歳のところでござ

いまして、これが大学卒業するタイミングぐら

いかなと思っておるんですけれども、ここが560

名ぐらいが転出超過しております。男性が186名

ぐらい、女性が574名ということで、こちらも大

、体倍ぐらい女性が多いところでございますので

ここに着目して、女性に何とか県内に残ってい

ただく取り組みができないのかなというところ
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で考えた事業でございます。

驚きました。高校卒業したり、短○松村委員

大卒業したり、結構、地元定着というイメージ

が私にはあったんですけれども、これだけ男性

よりも倍以上 女性の流出が多いというんでびっ、

くりしたところです。この女性の視点から見た

宮崎で就職したいというところは、アンケート

とかをとって、このツールを作成する上では、

やっぱり女子が残りたいという、ここで就職し

たいという独特の何かをつくっていくというこ

とですね。

そういう観点からつく○重黒木産業政策課長

りたいと思っております。アンケートをとるか

どうかはちょっとまだ決めておりませんけれど

も、例えば、県内で今活躍している女性は、こ

ういった女性の方がいますよというふうな御紹

介をするようなものですとか、あるいは県内で

の子育て環境のよさとか そういったものがしっ、

かりわかるような啓発ツールにしていきたいと

思っております。

それと、補足なんですけれども、先ほど申し

上げました20歳と22歳のところなんですが、18

歳のところは、逆に女性のほうが多く残ってい

ただいていますので、全体の認識としては、女

性のほうがたくさん残っているという議員の認

識のとおりだと思います。

20歳、22歳の県外に行かれる方が○松村委員

こんなに多いんだというのはびっくりしたとこ

ろです。私も娘とかがいるんですけれども、20

歳、22、18、やっぱり都会にあこがれるという

か、イメージとして、女性独特というのか何な

のか、文化度というか、ファッションとか、に

ぎやかなまちとか、そういうのもありました。

それと、働く場所というときに、やっぱり夢に

描いたところが、都会の働く場所にしかないよ

。 、 、うな仕事とかあります でも いい仕事環境と

、説得することで娘も帰ってきてくれましたんで

やっぱりどういう魅力を発信してあげるかとい

うところも大事だと思います。

それと、もう一つは、若い女性がたくさんい

れば、男性も必ずＵターンしてくれますんで、

そういう意味では、やっぱり女性定着というと

ころは、いい視点での人材確保というか、これ

は非常に積極的に展開してもらうと、男子学生

の地元定着にもつながりますので。将来的には

婚活にもつながりますので、よろしくお願いし

たいと思います。

今、御指摘いただいた○重黒木産業政策課長

点を踏まえて、しっかり取り組んでいきたいと

いうふうに思います。

ほかございませんか。よろしい○二見委員長

ですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で第２班の審査○二見委員長

を終了します。

次に、第３班として、生活・協働・男女参画

課、みやざき文化振興課、人権同和対策課、情

報政策課の審査を行いますので、順次議案の説

明をお願いいたします。

生活・協働○弓削生活・協働・男女参画課長

・男女参画課の当初予算について御説明いたし

ます。

。歳出予算説明資料41ページをごらんください

当課の平成30年度の当初予算額は４億4,352

万8,000円でありまして、29年度の当初予算に比

べて777万円の増 率にしまして1.8％の増となっ、

ております。

主な内容について御説明いたします。43ペー

ジをお開きください。

中ほどの（事項）交通安全基本対策費628
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万1,000円であります。これは、交通事故の防止

を図るため、交通安全実施計画の策定及び交通

安全活動の推進を行うものであります。

次に （事項）交通事故被害者救済対策費331、

万2,000円であります。これは、県庁４号館１階

の交通事故相談所において、無料相談を実施す

るための経費であります。

次に、一番下の（事項）安全で安心なまちづ

くり推進費584万7,000円であります。これは、

安全で安心なまちづくり県民会議の運営や安全

教室、防犯訓練等のアドバイザーの派遣などを

行うものであります。

44ページをお開きください。

一番上の 事項 協働運営事業費2,167万4,000（ ）

円であります。これは、宮崎駅前のキテンビル

にあります特定非営利活動、いわゆるＮＰＯ活

動や協働の推進拠点である支援センターを運営

するための経費であります。

次に、中ほど下の（事項）ボランティア活動

促進事業費873万3,000円であります。これは、

市町村や関係機関と連携しながら、ボランティ

アやＮＰＯ活動、多様な主体による協働の啓発

や支援に取り組むものであります。

次に 一番下の 事項 消費者支援対策費5,179、 （ ）

万5,000円であります。これは、消費者の自立支

、 。援や 消費者被害の防止を図るものであります

主なものは、次のページをごらんいただきまし

て、説明欄３の消費者被害防止・解決支援

費3,591万5,000円につきましては、県消費生活

センターに12名の消費生活相談員を配置するも

のであります。

次に （事項）消費生活センター設置費2,509、

万5,000円であります。これは、消費生活センタ

ーの運営やセンターが入居する生活情報センタ

ーの管理に要する経費であります。

次に （事項）消費者行政交付金事業費5,040、

万2,000円であります。これは、国からの交付金

を活用し、県や市町村における消費者相談窓口

の機能強化や広報啓発など、消費者行政の充実

を図るものであります。

次に （事項）男女共同参画総合調整費212、

万7,000円であります。これは、審議会や各種会

議の開催を行うものであります。

次に （事項）男女共同参画推進費5,073万円、

であります。説明欄１の啓発・活動推進事

業2,023万9,000円であります。主なものを御説

明いたします。46ページをお開きください。

５ の性暴力被害者支援センター設置事業609（ ）

万円につきましては、性暴力被害者の心身の負

、 、 、担軽減を図るため 当センターにおいて 相談

医療、カウンセリング等の支援を行うものであ

ります。

（６）の改善事業「女性の活躍サポート事

業」452万6,000円につきましては、国の地域女

性活躍推進交付金を活用し 女性のキャリアアッ、

プや起業等に関する情報提供や相談対応を行う

とともに、能力向上や就業継続のためのセミナ

ーを開催するものであります。

（７）の新規事業「地域における女性活躍推

進事業」250万円につきましては、市町村におい

て、国の交付金を活用し、女性の多様な働き方

をテーマにした講演会等の事業を実施するもの

でありまして、今回、都城市が新規で取り組む

ため、県を経由して国の交付金を都城市に交付

するものであります。

また、説明欄２の男女共同参画センター管理

運営委託費3,049万1,000円につきましては、県

の男女共同参画の推進拠点である当センターの

管理運営に要する経費であります。

当初予算についての説明は以上であります。
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みやざき文化振○川口みやざき文化振興課長

興課の当初予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の47ページをお開きくださ

い。当課の当初予算額は、左から２列目にあり

ますように71億1,869万8,000円でございます 29。

年度の当初予算と比べますと２億9,892万1,000

円の増でありまして、率にしますと約4.4％の増

となります。

それでは、主な事業について御説明いたしま

す。49ページをお開きください。

まず、一番下の段の（事項）県立芸術劇場費

９億807万2,000円であります。これは、県立芸

術劇場の指定管理等に要する経費であります。

50ページをお開きください。

説明欄１の指定管理料４億7,021万8,000円に

つきましては、指定管理者である公益財団法人

宮崎県立芸術劇場への委託料であります。その

内訳として （１）の宮崎国際音楽祭開催事、

業9,835万6,000円は、平成30年度の開催経費及

び翌31年度の準備経費であり （２）の県立芸術、

劇場管理運営委託費３億1,839万9,000円は、同

財団の人件費など管理運営に必要な経費となっ

ております。

また （３）の県民文化振興事業5,346万3,000、

円は、前日の国際音楽祭以外に行う幅広いジャ

ンルの公演や、自主企画制作公演、教育普及事

業等の実施に必要な経費となっております。

続きまして、説明欄２の県立芸術劇場大規模

、改修事業費４億2,775万5,000円につきましては

県立芸術劇場の設備等について年次的に改修を

行うものであり、平成30年度は空調・電気設備

・舞台機構の改修等を行うものであります。

また、説明欄４の新規事業「県立芸術劇場開

館25周年記念事業」500万円につきましては、後

。ほど常任委員会資料で説明させていただきます

次に、その２段下の（事項）文化活動促進

。 （ ）費5,187万1,000円であります 説明欄３の ２

の新規事業「牧水で発信する「宮崎発！文化の

創造」事業」200万円につきましては、若山牧水

没後90年の節目を迎えるに当たり、牧水をテー

マとした新しい文化活動の形を提案する記念事

業を、国民文化祭のプレイベントとして実施す

るものであります。

また、説明欄９の新規事業「みやざき文化振

興プラットフォーム構築推進事業」318万1,000

円につきましては、後ほど常任委員会資料で説

明させていただきます。

次に、その下の（事項）文化交流推進費3,945

万4,000円であります。

51ページをごらんください。

説明欄１の改善事業「国民文化祭開催準備事

業」3,094万7,000円につきましては、2020年の

国民文化祭開催に向け、開会式や閉会式等の概

要をまとめた実施計画の策定などを行うととも

に、広報活動やプレイベントを実施するもので

あります。

、 「「 」また 説明欄３の新規事業 みやざきの文化

発信事業 451万5,000円につきましては 平成29」 、

年９月に包括連携協定を締結した神戸市におい

て、神話や神楽など本県独自の文化の魅力をＰ

Ｒするイベントを開催するものであります。

次に、その６段下の（事項）記紀編さん記念

事業費3,726万7,000円であります。

説明欄１の「 神話の源流～はじまりの物語」「

ブランド磨き上げ事業」1,244万円につきまして

は、神話のふるさとみやざきのブランドイメー

ジのさらなる浸透を図るとともに、神楽や古墳

の世界文化遺産登録を視野に入れた取り組みを

進めるものであります。

また、説明欄５の東京オリパラ開会式・文化
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プログラム等対策事業677万6,000円につきまし

ては、2020年に開催される東京オリンピック・

パラリンピックを見据え、開会式での天岩戸開

き神話の採用や文化プログラムへの参画に向け

た取り組みを推進するものであります。

次に、一番下の段の（事項）私学振興費59

億1,195万円であります。

52ページをお開きください。

説明欄１（１）の私立学校振興費補助金一般

補助38億1,307万6,000円につきましては、私立

高等学校等に対して経常的経費の一部を生徒数

に応じて補助することにより、学校経営の安定

、 、化 生徒・保護者の負担軽減を図るものであり

。学校種別ごとの内訳は記載のとおりであります

続きまして、説明欄３の私立学校振興・共済

事業団補助金4,016万3,000円につきましては、

日本私立学校振興・共済事業団の行う長期給付

事業に対する補助、また、説明欄４の私立学校

退職金基金事業補助金7,784万9,000円につきま

しては、公益財団法人宮崎県私学振興会の行う

退職金手当資金給付事業に対する補助でありま

す。

次に、説明欄５の私立高等学校授業料減免補

助金2,540万2,000円につきましては、私立高等

学校が行う低所得者世帯等に対する授業料の減

免措置に対して、当該学校にその減免額の一部

を補助することにより、授業料負担の軽減を図

るものであります。

次に、説明欄11（１）アの就学支援金高等学

校等16億4,362万5,000円につきましては、私立

高等学校等の生徒の授業料のうち、公立高等学

校授業料相当額、もしくは低所得者世帯等に対

してはこれを増額して支援することにより、授

業料負担の軽減を図るものであります。

また、イの私立中学校等就学支援実証事業費

補助金3,920万円につきましては、児童・生徒・

保護者の低所得世帯（年収400万円程度未満）の

私立小・中学校生に対して、１人当たり年額10

万円を支援することにより、授業料負担の軽減

を図るものであります。

また、次の（２）の奨学のための給付金１

億9,973万2,000円につきましては、低所得者世

帯等を対象として、授業料以外の教育に係る負

担の軽減を図るため定額を給付するものであり

ます。

続きまして、お手元の常任委員会資料18ペー

ジをお開きください。

新規事業、県立芸術劇場開館25周年記念事業

について御説明いたします。

、 、 、まず １の事業の目的・背景ですが 来年度

県立芸術劇場が開館25周年の節目を迎えま

す。2020年に本県で開催される国民文化祭への

機運の醸成を図るため、国文祭のプレイベント

と位置づけた記念事業を実施し、県民に舞台芸

術に親しむきっかけを提供するとともに、劇場

をより身近に感じていただくための事業を実施

するものであります。

次に、２の事業の概要につきましては、予算

額は500万円であり、財源は、みやざき芸術文化

振興基金を活用いたします 事業期間は 平成30。 、

年度のみの単年度事業です。

（４）の事業内容ですが、劇場25周年感謝祭

と題し、劇場という空間を楽しんでいただく企

画を劇場全館を活用して実施することとしてお

ります。メーンイベントの県民の一般公募によ

る県民即興オーケストラでは、一般公募により

集まった県民とプロのビッグバンドがオーケス

トラを結成し、事前に数回のワークショップを

行った上でコンサートを実施することとしてお

り、演奏経験や上手、下手を問わず、誰でも参



- 93 -

平成30年３月13日(火)

加できるイベントとなります。そのほか、劇場

、バックステージツアーやレッスンの見学・体験

グランドピアノの試奏などのイベントを実施し

たいと考えております 実施時期は 平成30年11。 、

月17日土曜日と11月18日日曜日の２日間を予定

しております。

３の事業効果としましては、劇場の本県文化

振興の拠点施設としての意義や役割について、

県民に再認識していただくとともに、県民への

国文祭のＰＲや国文祭のテーマの一つである文

化活動への参加意欲の喚起に資することが期待

できると考えております。

20ページをお開きください。

次に、新規事業、みやざき文化振興プラット

フォーム構築推進事業について御説明いたしま

す。

まず、１の事業の目的・背景ですが、国民文

化祭を契機として、本県文化力の向上と、その

文化を県内外に発信し、魅力ある地域づくりに

つなげるため、県民の文化活動に対するアドバ

イスや情報発信、研修事業等を一元的に行うプ

ラットフォームを構築するための事業に取り組

むものです。

次に、２の事業の概要につきましては、予算

額は318万1,000円であり、財源は県営電気事業

みやざき創生基金を活用いたします。事業期間

は、平成30年度のみの単年度事業です。

（４）の事業内容ですが、１つ目はみやざき

文化力充実アドバイザーを設置し プラットフォ、

ームの具体的な形態や本県の文化振興に当たっ

て活用するべき文化資源の検討等に対して効果

的なアドバイスを得ることとしております。２

、 、つ目は 文化活動を支える人材育成事業として

市町村、文化施設職員、文化団体関係者を対象

に、文化活動の企画・運営に係る研修会を実施

することとしております。

３の事業効果としましては、アドバイザーの

助言により、プラットフォームの設置や本県文

化の効果的な発信等について検討が進むととも

に、人材育成事業の実施により、県内文化力の

向上が図られ、本県一体となったプラットフォ

ームの構築に向けた動きが高まるものと考えて

おります。

みやざき文化振興課の説明は以上でございま

す。

人権同和対策課の当○工藤人権同和対策課長

初予算について御説明いたします。

お手元の平成30年度歳出予算説明資料の53ペ

ージをごらんください。

人権同和対策課の平成30年度の一般会計当初

予算額は、総額で１億3,318万円でありまして、

平成29年度当初予算と比較して480万1,000円の

、 。減 率にしまして約3.5％の減となっております

それでは、当初予算の主な内容について御説

明いたします。55ページをお開きください。

３番目の 事項 人権同和問題啓発活動費2,552（ ）

万3,000円であります。これは、同和問題を初め

とするさまざまな人権問題に対する県民の正し

い理解と認識を深めるための啓発活動に要する

経費であります。

説明欄１のみんなでつくる「一人ひとりが尊

重し合うみやざき」人権啓発事業につきまして

は、大学やＮＰＯ等民間団体と連携して、それ

ぞれの特性を生かした多彩な啓発活動に取り組

むこととしております。

説明欄２の改善事業「一人ひとりが考える人

権が尊重されるみやざきづくり推進事業」につ

きましては、後ほど常任委員会資料で御説明い

たします。

次に、一番下の（事項）宮崎県人権教育・啓



- 94 -

平成30年３月13日(火)

発推進方針推進事業費1,943万7,000円でござい

ます。これは、本県の人権教育・啓発の基本方

針であります宮崎県人権教育・啓発推進方針に

基づく施策の推進に要する経費であります。

説明欄１の宮崎県人権啓発センター事業につ

きましては、人権同和対策課内に設置しており

ます宮崎県人権啓発センターを拠点として、視

聴覚教材・図書の整備、貸し出しや効果的な研

修手法に関する調査研究、人権問題に関する相

談対応、各企業、団体が人権啓発に主体的に取

り組むためのリーダー養成研修や、情報誌の発

行、ホームページによる情報提供等の事業を実

施するものであります。

次のページ、56ページですが、説明欄３の地

域人権啓発活動活性化事業につきましては、市

町村に委託し、講演会等の啓発活動や小中学校

で人権の花運動を実施するものであります。

続きまして、改善事業、一人ひとりが考える

人権が尊重されるみやざきづくり推進事業につ

いて御説明いたします。

お手元の総務政策常任委員会資料、当初の23

ページをお開きください。

本事業は、１の事業の目的・背景にあります

とおり、同和問題を初めとしたさまざまな人権

に関する課題を県民が自分にかかわる問題とし

て関心を持ち、考えるきっかけとなるようさま

ざまな場面で人権啓発事業を展開することで、

県民一人ひとりがお互いを尊重するみやざきづ

くりに寄与することを目的としております。

２の事業の概要であります。予算額は2,036

万6,000円、財源は国庫委託金と一般財源で、事

業期間は平成32年度までとしております。

４の事業の内容であります。この事業は、県

内の行政機関や企業、団体等で構成する宮崎県

人権啓発推進協議会に委託し、実施することと

しておりまして、①から⑤にありますとおり、

、人権啓発強調月間や人権週間における集中啓発

小中高校生を対象とした人権作品の募集、スポ

ーツ組織と連携した大会やイベントの際の啓発

活動、若者を対象とした人権映像作品コンテス

トなど、多種多様な啓発活動を実施することと

しております。このうち④の人権映像作品コン

テストにつきましては、今年度試行的に実施し

たところですが、高いレベルの作品の応募が期

待できるということが確認できましたので、来

年度以降、本格的に実施するものであります。

さまざまな場面で、啓発活動を展開し、人権に

ついて考える機会を数多く提供することで、県

民の意識の高揚が図られるものと考えておりま

す。

人権同和対策課の説明は以上であります。

それでは、情報政策課の当○蕪情報政策課長

初予算について説明いたします。

歳出予算説明資料の57ページをごらんくださ

い。

情報政策課の平成30年度一般会計当初予算額

は12億7,368万4,000円をお願いしております。

これは、平成29年度当初予算と比較しまし

て7,422万1,000円、率にして約5.5％の減となっ

ております。

それでは、主な事業内容について、御説明い

たします。めくっていただいて、59ページをお

開きください。

中ほどにあります上から３番目の（事項）行

、政情報処理基盤整備費１億115万2,000円ですが

これは、当課で一括導入している各所属の職員

用パソコンの賃料で、当課負担分の経費であり

ます。

次に、一番下の（事項）行政情報システム整

備運営費の３億2,369万4,000円ですが、県庁Ｌ
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ＡＮ、全国の自治体間を結ぶ総合行政ネットワ

ーク（ＬＧＷＡＮ）等の維持管理等に係る経費

であります。

ページをめくっていただきまして60ページの

一番上の（事項）電子県庁プロジェクト事業費

の４億9,028万8,000円についてですが、説明欄

の１、宮崎県市町村ＩＴ推進連絡協議会運営事

業の１億2,261万3,000円は、電子自治体、電子

行政を進めるための県と市町村の連携組織であ

る当協議会に対する負担金で、職員の研修や宮

崎情報ハイウエイ21の共同運営に係る経費であ

ります。

次に、説明欄５の行政情報システム全体最適

化推進事業の（１）サーバー統合基盤運営費の

２億1,294万8,000円は、庁内の各システムにつ

、 、いて サーバーやシステムの集約・統合を進め

県庁全体で経費の削減や事務の効率化等を図っ

ていくもので、そのサーバー統合基盤の管理等

に係る経費であります。

２ の新規事業 ＩＴ調達支援事業 の1,100（ ） 「 」

万円は、当課は、各所属の情報システム導入等

の適正化を支援する取り組みを順次行っており

ますが、その業務全体を見直しまして、民間の

専門的な知見を活用できる業務について、外部

に委託、アウトソーシングを図ることで、ＩＴ

調達支援の水準の維持・向上とさらなるコスト

削減を図っていくものであります。

７の改善事業「新・電子行政推進事業」の731

万4,000円は、官民データ法で策定が義務づけら

れた官民データの活用推進に向けた県計画づく

りと、電子申請などの電子行政推進に係る必要

不可欠な基盤の確保・整備を図るための経費で

あります。

次に、２番目の（事項）地域情報化対策費の

２億2,479万9,000円であります。まず、説明欄

の１の情報通信基盤整備対策費の（２）の新規

事業「次期情報ハイウエイ構想策定事業」に係

る1,000万円については、後ほど常任委員会資料

のほうで説明させていただきます。

次の説明欄２の電気通信格差是正対策費の

（１）携帯電話等エリア整備事業１億8,749

万2,000円は、県内の情報通信格差是正のため、

携帯電話等の施設を整備する市町村に対して、

その費用の一部を助成するものであります。

続きまして、主な新規事業について説明いた

します。

別添の常任委員会資料の24ページをお開きく

ださい。

新規事業、次期情報ハイウエイ構想策定事業

であります。１の事業の目的・背景にあります

とおり、宮崎情報ハイウエイ21は、県民サービ

スの向上や地域間の情報格差の是正等を目的と

して、平成14年度から供用している広域情報通

信ネットワークであります。県では、庁内の各

種基幹システムの運用など、日々の業務に欠か

すことのできない情報通信基盤として活用して

おります。しかしながら、現行の情報ハイウエ

イが、平成31年度末に契約期間の満了を迎える

ことから、次期ハイウエイの構築に必要な基本

設計等に着手するものであります。

次に、２の事業の概要ですが、予算額は1,000

万円で、全額一般財源となります。事業期間に

ついては、運用開始を予定している平成32年度

から逆算しまして、基本設計のほうを平成30年

度に予定しておるところであります。

３の事業効果ですが、次期情報ハイウエイの

構築により、庁内ネットワークはもとより、県

民サービスを支える基幹システムなど、業務に

欠かすことのできない重要な情報通信基盤の安

定供給を図られるものと考えております。
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情報政策課の説明は以上であります。

各課長の説明が終了しました。○二見委員長

議案について質疑はありませんか。

51ページ、東京オリパラ開会式・○緒嶋委員

文化プログラム等対策事業費677万6,000円、こ

れは、開会式で、天岩戸開きをと知事がいつも

言われているんですが、かなり実現性が高いと

見ていいわけですか。

先日、補○米良記紀編さん記念事業推進室長

正予算のときも少しございましたけれども、現

在、総合プロデューサーがまだ決まっていない

状況で国の組織委員会では準備が進められてお

ります。いろいろ情報収集をしているところで

ございますけれども、今のところ何とも言えな

いという状況ではございます。少しでも可能性

が高まるように、引き続き取り組んでいきたい

と思っております。

実現するように努力してほしいと○緒嶋委員

いうふうに期待をしておきます。

それから、いろいろな芸術劇を中心にイベン

トがあるわけですが、これは、宮崎市に芸術劇

場があるからやむを得んわけですけれども やっ、

ぱり遠方の方がどれだけその芸術劇場に足を運

ばれるかといえば、宮崎市の利便性のいい人た

。ち中心の芸術劇場になっておるんじゃないかな

これ入場者の地域別の数というか、そういうの

は集計されたことはないわけですか。

前回の常任委員○川口みやざき文化振興課長

会で緒嶋議員のほうからそういった質問があり

、 、 。まして 実は 前回とり始めたところなんです

ちょっとお待ちください、資料を見つけますの

で。実は、11月11日にチャイコフスキーのシン

フォニーオーケストラというのがあったんです

けれども、ここで、市町村ごとの集計をちょっ

とやりました。一応その結果は今出ておりまし

て、入場者数は1,530人いらっしゃったんですけ

れども、アンケートの件数が575件で、回収率

が37.6％。そういった中で、県内が538で県外

が26、その県内の538の内訳が、宮崎市が313件

で73％ あと都城が25件の4.6 延岡が26人の4.8、 、

ということで、統計的にはずっと出ているんで

すけれども 遠くは高千穂とかから２人とか五ヶ、

瀬から１名とか、そういったのはあるんですけ

れども、全体としては、郡部のほうは少ないと

いう状況になっております。

それは大体予想されるわけです。○緒嶋委員

であるから、移動的なイベントというか、やっ

ぱり地域のそういう文化とか芸術に触れ合う機

会のない地域 これも格差があるわけじゃけ─

れど、そういうところに配慮したイベントを移

動的に、毎年というわけにはいかんけれど、地

域を考えながら、そういうものをやるというよ

うな配慮というか、施策をやらないかんと私は

思うとです。そういうことじゃないと、特定の

地域だけがこの恩恵を受ける。運営だけでもか

なりな金が要るわけです、全体的な芸術劇場の

運営そのものも、また、老朽化すれば、その対

策にも金が要るというふうなことであるので、

やっぱりそういう点を考えながら、目配りをや

るのが行政の姿じゃないといかんと思うとです

、 。けれど そういう配慮はされておるわけですか

宮崎国際音楽祭○川口みやざき文化振興課長

について申しますと、毎年地域で２カ所開催し

ておりまして、今年度も新富町と門川町で開催

することにしております。それ以外にも、劇場

が主体となって、アウトリーチ事業というのを

やっていまして、各市町村に出向いていって音

楽家が演奏すると。そういったアウトリーチ事

業も取り組んでおりますし、また、国文祭につ

、 、いても 実は全市町村で取り組むということで
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県内全域で文化活動をやろうと今考えておりま

す。

、○緒嶋委員 国文祭は国文祭でいいんだけれど

これは日ごろの芸術劇場の行事としてのことを

考える。国文祭が終わったら、またもとに戻る

ということになるわけだろう。国文祭中心とい

うことなら、どうですか。

国文祭は、全市○川口みやざき文化振興課長

町村で取り組むと。そういったことで、今まで

そういう文化に親しみのなかった人たちの底辺

を広げるといった意味では、国文祭が一つの契

機になって、また、そういう文化に親しむ方も

ふえていけば、そういった人向けに、我々も全

市町村に、できるだけ機会が与えられるような

ことを考えながらやっていきたいと思っており

ます。

ぜひそういう思いでやってほしい○緒嶋委員

ということですので、知恵を出せばできんこと

はないと思うとです。いかに知恵を出すかとい

うことだろうと思うし、やっぱり学校教育の中

でも、学校に出向いてとか、地域に出向いてと

かといろいろあると思うので、そこ辺はできる

だけくまなくというか、そういう配慮をやっぱ

りすることが。宮崎県に一つしかない芸術劇場

という位置付けを十分考えて、運営をしてほし

いなということを強く要望しておきます。

ほかございますか。○二見委員長

60ページです。携帯電話等エリア○ 原委員

整備事業、前、デジタルデバイドなんて言った

けれど、県内のこういう事業をやっておられる

ということは、先ほども、祖母・傾・大崩山の

ことで遭難者のことが、総務部でしたか、出て

携帯電話がというふうなことの話も出たところ

ですが、どの程度この携帯電話が通じないとこ

ろは残っているんでしょうか。

毎年度全市町村のほうに携○蕪情報政策課長

帯電話の入らないところはどこかということで

調査させていただいているんですが、昨年の８

月時点で集計いたしますと、利用ができない世

帯、家に入らないというところなんですが、そ

こが252世帯ございます。全世帯に占める割合は

ほとんど0.05％程度ではあるんですが、山間部

の一部、数世帯とか１世帯、２世帯とかいった

形で入らないところがまだ幾つか残っていると

いうような状況にございます。

市町村でいえば、何カ所になるん○ 原委員

でしょうか。

市町村でいくと、実際のと○蕪情報政策課長

、 、 、ころ 宮崎市を初めとして 山のほうから宮崎

延岡、市部では、宮崎、延岡、日南、小林、串

、 、 、 、 、 、 、間 そして 西都 西米良 木城 諸塚 美郷

日之影、五ヶ瀬といったところで、各家に入ら

ないところが、まだ１世帯以上なんですが残っ

ているというところでございます。

言うならば、ほんの数世帯ずつな○ 原委員

んでしょうけれど、恐らく高齢化が一番進んで

いるところかなということで。例えば、救急搬

送とか、救急の場合は、連絡が家に入らないの

は、外に出れば入るということかもしれません

けれど、やっぱり家の中で倒れたりするときの

救急、固定電話はあるにしても、いざとなった

ときには、携帯電話だと思うんで、そこはどう

なんですか。見込みとしては、例えば、電気で

あれば100％行きますよ。固定電話のときもたし

か100％いくシステムでしたよね。これ二百何世

帯ですけれど、100％という見込みは。どうして

も電波が届かないというところはあるんだろう

けれど、それに対しての対策は何かあるんです

か。

実を申しますと、携帯電話○蕪情報政策課長
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サービスというのは、通信事業の中で固定電話

と違いまして、ユニバーサルサービスとして位

置づけられておりません。そういったことで、

全世帯にどうこうというような義務づけがない

もんですから、今のところ、キャリアという携

帯電話事業者のほうにお願いして整備させてい

ただいているところがございまして。中山間地

域とか、そういったところについて整備が進ま

ないもんですから、市町村みずから鉄塔とか、

そういったものを整備する事業に対して、国や

県のほうからも補助金を出しながら整備を進め

ているというのが実態でございます。

今回の事業につきましても、予算措置してい

るものにつきまして、市町村がみずから鉄塔を

立てて整備をしようというところに対して、県

や国で追加補助をする事業でございます。これ

につきましては、来年度は、特に西都市が多う

ございましたんで、西都市のほうを中心に整備

しようということで、今進めているところであ

ります。

西都市が中心でやられるというこ○ 原委員

とで、大体何世帯ぐらい解消できそうですか。

来年度の予定では、西都の○蕪情報政策課長

５地区で23世帯の解消を図ろうということで、

今のところ計画をしているところであります。

52ページの私立学校退職金基金事○ 原委員

業補助金7,784万9,000円ですけれど、これ幼稚

園も入っているわけですか。

幼稚園も入って○川口みやざき文化振興課長

おります。

幼稚園の退職金への補助率という○ 原委員

のがあります。ちょっときょうはデータ持って

きていませんけれど、たしか他県に比べて本県

は低いというデータが出ているように聞いてお

りますが、いかがなもんでしょうか。

他県に比べると○川口みやざき文化振興課長

補助率は低くなっております。

本県の補助率と九州管内の一番平○ 原委員

均的というか、参考となる比較になる数字はお

持ちじゃないですか。

宮崎県、29年度○川口みやざき文化振興課長

のデータでいいますと、補助率は1000分の11.6

となっております。これが、高いところでは福

岡は1000分の36です。長崎が33、熊本が25、佐

賀が16というデータがございます。あと定額の

ところはちょっとわからないところがございま

す。

今大きいところでいえば３倍、近○ 原委員

いところでも２倍、やや近いところで1.5倍ぐら

いの差があるのかなと思いますけれど、知事の

公約の中に、日本一子育てしやすい宮崎県とい

うのがあったと思うんです。だから、今、幼稚

園の退職金基金への補助が低いということは、

今この人手不足の中で、幼稚園教諭の確保に大

変苦慮され始めているという話も聞いていまし

て、そういうところからすると、どうなのかと

いう懸念がございます 宮崎県がこれまで低かっ。

た理由というのは何かあるんでしょうか。

基本的にこれ県○川口みやざき文化振興課長

単の事業なんですけれども、交付税措置がある

ということで、その交付税の算定の率で基本的

に出している。他県はそれに上乗せして出して

いるという状況です。財政状況が厳しい本県で

は、それ以上のものがなかなか出せてないとこ

ろだと思います。

財政的な事情があるのはよくわか○ 原委員

るんですけれど、今、地域間競争をやる中で、

こういうことがあると、先ほど若い女性の県外

への就職の話もありましたけれど、やはりこう

いうことが間接的にいろいろ響いてきて、県外
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へ人が出ていくということの要素の一つだろう

と思っています。きょうはここまでにしときま

すけれど、一つの大きな今後の知事の公約、日

本一子育てしやすい宮崎県ということの大きな

看板と、実際のところの差が。退職金への補助

率が一番九州で低いということ、そして、若い

、女性がやっぱり外へ出ていくという現実等々を

一応大きな問題提起としてここまでの話にきょ

うはしておきたいと思います。

まず、44ページでお尋ねしたいと○中野委員

思うんですが、協働運営事業費、これは、ＮＰ

Ｏとか協働支援センター事業ということで2,167

万4,000円あるんですが、これＮＰＯ等の支援を

受ける団体というのは、件数というか、何件ぐ

らいあるんですか。

これにつき○弓削生活・協働・男女参画課長

ましては、ＮＰＯ協働支援センターという推進

拠点を、キテンビルに設けているところでござ

います。事業内容としましては、相談でありま

すとか、研修、それと、活動支援スペースとし

、てセンターの中にあるスペースを利用いただく

そういうところでございます。相談事業でいき

ますと、電話相談とかの対応で2,029件でありま

すとか、ＮＰＯの協働の対応でありますと65件

というのが28年度の数字でございます。あと研

修につきましては ＮＰＯ関係が28年度６回 284、 、

名、また、企画力向上、また別の形の研修でご

、 。 、 、ざいますが これが３回で78名 あと 先ほど

最後に申し上げました活動支援スペース、これ

については、28年度が314件で3,909人の方に利

用いただいているということでございます。

次に、49ページ、宗教法人調査費○中野委員

というのが、毎年19万6,000円組まれているよう

ですが、これは、宗教法人の認証と書いてある

けれど、期限があるわけですか。毎年期限が来

たところの調査をして、そして、またそれを認

証していくという事業になるわけですか。

宗教法人につき○川口みやざき文化振興課長

、 、ましては 県が所管している部分がありまして

設立認証とか規則の変更認証等の認証事務、あ

と境内地、境内、建物の非課税証明等をうちの

ほうの事務として行っているところでございま

す。

新しくこれを宗教法人に認定する○中野委員

とか云々じゃないわけですよね。ただ、これ調

査に要する費用というのを、非課税対象である

のかないのかとか、そういうのをやっぱり常時

県が調査されているわけですか。

宗教法人の認定○川口みやざき文化振興課長 ※

はうちではございませんが、そういう境内の敷

地とかそういった非課税の証明とか設立認証、

規則変更等の認証事務等を行ってございます。

次に50ページですが、この県立劇○中野委員

場の管理運営に係るところの２番です。大規模

改修事業費４億2,775万5,000円です。来年度

は、25周年を迎えるということで、それぞれの

記念行事があるようですが、この大規模改修と

いうのは毎年出ているようですが、いつごろか

ら始まって、今、大規模改修を何回、何年した

もんでしょうか。

開館から13年目○川口みやざき文化振興課長

となった平成18年度に、今後の改修費用の平準

化を目的として改修計画を立てております。そ

れを順次更新しながらやっておりまして 平成19、

年から28年の決算までに13億1,232万7,000円の

改修を行っております。29年につきましては、

先日の補正のときに御報告しました１億7,399

万7,000円、今年度予算が４億2,700万というこ

とで、年次的に大体２億とか３億の金額で改修

※103ページに訂正発言あり
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をしてきております。これは、設備の耐用年数

とかありますので、順次それを迎えてきて、設

備の更新をしておるといったものと、緊急時の

雨漏りとかの修繕とか、そういったのも入って

はきております。

ことしは、空調とか舞台云々と言○中野委員

われましたが、４億2,700万というたらもうかな

り大きい、今まででは一番大きな修繕になるわ

けですね。

平成30年度につ○川口みやざき文化振興課長

きましては、実は、空調と照明の設備を、本来

は30年度と31年度に分けて実施する予定でおり

ましたけれども、１年で改修したほうが経費が

安くつくと、共通経費とか足場とか、そういっ

たのが安くつくということや消費税の増税等も

見据えまして、30年度に２カ年分をやるという

ことで、こういう額になっております。次年度

は、今の予定では、4,300万程度になる予定でご

ざいます。

31年度はその分だけ低くなるわけ○中野委員

ですか。将来まだずっと続くわけでしょう。こ

の事業が、もう際限なく続くというふうに理解

しておったほうがいいんですか。

一応平成31年か○川口みやざき文化振興課長

ら41年の計画も立てておりまして、そこでも、

毎年同じような額が出てくるということで続い

ていくと考えております。

毎年同じような額というのは、４○中野委員

億台ということではないんですか。さっきは空

調と照明を一緒にしたから４億になったわけで

すが、毎年大体幾らになるんですか。

大体２億ぐらい○川口みやざき文化振興課長

かかっておりまして、平成31年から41年の計画

でいいますと、これ12年間ぐらいになるんです

けれども、大体19億ぐらいかかる見込みを立て

ております。

次に、郷土先覚者顕彰事業という○中野委員

のが、わずかな金額あるんですが。先覚者顕彰

事業、来年度はどういうような顕彰事業をされ

るわけですか。

郷土先覚者顕彰○川口みやざき文化振興課長

事業は、もう平成19年度からずっとやっており

まして、大きくは３つ、総合文化公園の銅像探

訪事業ということで、県内の小学生が遠足等で

銅像を見学に来るときのバス代とかの補助を

やっている事業と、あとガイドツアーをやって

いますので、ガイドの養成とか運営委託をやっ

ております。それと、銅像メンテナンスや郷土

先覚者に関する講演会というのを毎年やってい

まして、今年度は、小倉處平と島津啓次郎につ

いて、県内の延岡、日南、宮崎、３カ所で講演

。 、会をやっております 来年度も同じような形で

どなたをするかはまだ未定ですけれども、講演

会とかも予定しております。

次の国民文化祭開催準備事業とい○中野委員

うことで3,000万ちょっと予算がありますが、国

民文化祭に向けての準備はかなり進んでいると

思うんですが、実態はどんな状況なんでしょう

か。

平成29年度は 10○川口みやざき文化振興課長 、

月に基本構想を実行委員会のほうで承認してい

ただいて、その後は市町村への説明会とか、分

野別フェスティバル これ市町村が主体に─

なって、分野別フェスティバルというのを全市

町村でやることにしているんですけれども、文

化団体に対しては、企画をその市町村に持ち込

んでいただくようにお願いをしたところでござ

います。

今、県主催の開会式等の日程とか場所とか事

業構成について、宮崎らしさを打ち出すために
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不可欠な内容や要素は何かといった視点で、企

画会議等の意見をいただきながら検討を進めて

いるところでございます。

国民文化祭というのは、文化団体○中野委員

も含めて市町村が事業の主体になるんですか。

国民文化祭は、○川口みやざき文化振興課長

基本的に開会式とか閉会式、それと、シンポジ

ウム事業といったものを県事業で行いまして、

各分野の短歌であったりとか、吹奏楽であった

りとか、そういったものの祭典は、各市町村と

文化団体が主体となって開催されているのが基

本となっています。

つまり、県そのものが主催する文○中野委員

化祭というのはないわけですか。

県は、全体のそ○川口みやざき文化振興課長

ういう文化イベントもやる予定にはしておりま

。 、 、す 市町村は 市町村ごとの文化振興施策とか

従来から取り組んでいる文化資源を活用した事

業とかございますので。市町村は市町村でそう

いった文化事業に取り組んでいただいて、県は

全県的な網羅するようなものを一つ、今、数は

ちょっと言えないんですけれど、何点かそうい

う事業をやりたいとは思っております。

私は、11月の議会でこのことで提○中野委員

案した案件もあったんだけれど、知事の答弁で

は、何かおもしろいから検討しましょうとか言

いましたが、そういうものはどこが主催になる

んですか。県ですか、市町村ですか。

開会式とか閉会○川口みやざき文化振興課長

式の中で取り込んでいく要素であれば、県のほ

うの事業として、今、企画会議でどういった要

素を入れていくかということで、検討しており

ます。議員から提案のありました、そういう神

話とか海道東征とかについても、そういった中

でどういったことが活用できるのか検討してい

くことにしております。

もし、それが県の主催から逃れた○中野委員

場合は、どっかの市町村がやろうと思えばでき

るということですか。

文化団体のほう○川口みやざき文化振興課長

は、以前、県のオペラ協会が企画を３つぐらい

持っていまして、一つは、カンタータの海道東

征、あとミュージカルの海幸・山幸、それとオ

ペラの天の岩戸という企画を３つ持っておりま

した。先ほど申しましたように、各文化団体に

対しては、そのオペラ協会がやりたいと思って

いらっしゃる事業内容とか事業費とか運営人員

とか、そういったのを企画立案して、市町村に

提案していただくように、オペラ協会にはそう

いったことで依頼し、オペラ協会も了解して出

すということでした。そういった動きはありま

す。

いずれにしても、こういうのは早○中野委員

く決めないと準備が要りますから、いろいろと

取り組んで、実際開演までにはかなり時間を要

する話ですよね。早目に決定を急いでほしいな

と思います。

次に、52ページですが、私立中学校等就学支

援実証事業費補助金ということで。これは、年

収400万円以下を対象にしてということでした

か。まだ、3,920万ですね。これの対象者という

のが何名いるんですか。

積算では392人、○川口みやざき文化振興課長

１人当たり10万ですので、金額も3,920万という

ことになっております。

392名の年収400万以下の方が私立○中野委員

の中学校に行っているということですか。

平成30年度の生○川口みやざき文化振興課長

徒見込みが1,956人いるんですけれども、大体そ

の20％がこの対象になるんではないかというこ
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とで積算しております。

中学校というのは義務教育の範囲○中野委員

内ですから、そういう私立の中学校がないとこ

ろの子供たちは、私立に行くことでの何か教育

があるんでしょうから、行けない地域の人も実

際おりますよね。そうすると、その地域に、中

学校のあるところの人たちは、私立のほうにも

行けるということで、そして、県も補助をする

という制度になっているわけですが。中学校が

あるところとないところの何か差と言ってはい

けませんが、何かちょっといまいちというよう

な感じがしますけれども、そういうあたりの整

合性というか それはきちんととれるわけでしょ、

うね。

これは、国の10○川口みやざき文化振興課長

分の10の補助金でありまして、国策として、私

立学校に通う生徒さんたちの負担軽減というこ

とでなされている事業と考えております。

それから、委員会資料の18ページ○中野委員

をお尋ねします。

県立芸術劇場が25周年を迎えるということの

イベントですが、この事業内容を見ますと、い

ろいろ書いてあるわけですけれども、この事業

そのものは、県が、いわゆるみやざき文化振興

、 、課が主体としてやるものなんですか それとも

何かどっかに丸投げしてやるということなんで

すか。

これにつきまし○川口みやざき文化振興課長

ては、県立芸術劇場に委託ということで考えて

おります。

大体その利用者、見学者を含めて○中野委員

どのぐらいを想定されているんですか。

今のところ、集○川口みやざき文化振興課長

客目標は3,000名ということで立てております。

県立芸術劇場が首尾よくちゃんと○中野委員

してくれるとは思いますけれども、事業を組ん

、 、だのは文化振興課ですから ぴしっと指導して

少しでも見学を含めた利用者がふえるような策

を練ってほしいなとこう思います。要望してお

きます。

ほかございませんか。○二見委員長

人権同和対策課ですけれど、一般○河野委員

質問でも出てきましたが、人権同和対策課が扱

う事業の中で、ＬＧＢＴに関するというか、意

識した事業はこの中にありますか。

ＬＧＢＴ、いわゆる○工藤人権同和対策課長

性的マイノリティの方に特化した事業というの

はございませんけれども 歳出予算説明資料の55、

ページ、人権同和問題啓発活動費、２つの事業

ございますけれども、いずれの事業につきまし

ても、やっぱりＬＧＢＴをテーマにした取り組

みというのは可能でありまして、大学やＮＰＯ

へ委託している事業につきましても、それをテ

ーマにした取り組みというのは幾つか上がって

おります。さらに、一人ひとりが考える人権が

、尊重されるみやざきづくりのほうにしましても

実際、さまざまな人権問題をテーマにしてとい

うことですので、ＬＧＢＴをテーマにすること

も可能でありますし、実際に、やはりそういっ

たのもあっております。

それと、その下の宮崎県人権教育・啓発推進

方針推進事業費ですけれども、センターがいろ

んなところから依頼を受けて職員を派遣して、

いわゆる出前講師、こういうことで行っており

ますけれども 最近では この性的マイノリティ、 、

の問題を話してほしいというような依頼もたく

さんございます。

私も認識をちょっと間違っていた○河野委員

というか、そういう状況があって、これは人権

の中でやっぱり大事な観点だなというか、早目
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に学ぶというか、認識するというか、これは必

要な部分だなというのが実感としてありますの

で、ぜひ意識して取り組んでいただきたいなと

思います。

済みません。先○川口みやざき文化振興課長

ほどの中野議員の質問でちょっと訂正させてい

ただきます。宗教法人の認定はしてないという

ことで申し上げましたけれど、宗教法人の設立

認証は所管しております。申しわけございませ

ん、訂正させていただきます。

歳出資料の43ページの生活・協○前屋敷委員

働・男女参画課の交通安全対策のところなんで

すけれど、この交通事故相談運営事業無料相談

ということでしたが、年間、昨年度でどういう

状況かを教えてください。

交通事故相談○最上川交通・地域安全対策監

所の28年度の相談件数にありましては 164件 29、 、

年度１月現在では123件という状況でございま

す。

目的が被害者の救済ということ○前屋敷委員

もあるんですけれども、どういう状況ですか、

救済に至っているのかどうか。いろんな状況で

違うんだろうと思うんですけれど。

相談の主な内○最上川交通・地域安全対策監

容は、主に過失割合とか、あと示談がうまく進

まないとかいった状況でありまして、そこあた

りの段階までの紛争に至らない相談でありまし

て、紛争となれば、ＡＤＲそんぽセンターとか

紛争処理解決センターとかいろんな救済センタ

ーがございますので そちらのほうを紹介 あっ、 、

せんする形で紛争解決までは踏み込まず、その

事前の段階の相談で紹介という形でやっており

ます。

もう一件、男女参画課で、46ペ○前屋敷委員

ージの説明の中の（２）ですけれど、男性も女

性も輝く男女共同参画啓発事業、これ毎年され

ているんですけれども、具体的にはどういう啓

発がなされ、どういう状況にあるというふうに

思われるか。

この内容に○弓削生活・協働・男女参画課長

つきましては３点ございまして、新聞広告等の

メディアを使いましたそういう啓発活動、あと

啓発パネル等を使いましたもの、それとキャン

。 、ペーン等を打っているものもございます また

２点目については、市町村におきまして、講演

の中で意識の醸成とか。例えば、市町村が意識

の醸成をする場合に、講師を派遣する旅費であ

るとか講師料を支払ったりというふうなところ

でございます。

そのような状況でございまして、啓発事業を

ずっと続けていくのが、男女共同参画について

、 、は非常に大切でございますので 地域において

そういう市町村を通じた啓発をするのと、全県

的な新聞等を図った啓発を進めているというと

ころでございます。

ぜひここのところの啓発は、男○前屋敷委員

性も女性も地域も社会もですが、意識がやっぱ

り言われたように、同じ目線になっていかない

となかなかここはそういう状況になりませんの

で、そういったところは、ここの担当課のとこ

ろが一番課題としては受けとめて、そういう事

業もされておられるんでしょうけれど、そうい

う同じ認識が広がるようなところをぜひ力も入

れていただきたいと思います。わずか予算が組

まれているという状況なんで、そのところは、

状況もしっかり把握をしていただきながら進め

てほしいというふうに思います。

それと、あと（４）のみやざき女性の活躍加

速化事業というのをちょっと具体的に。

これにつき○弓削生活・協働・男女参画課長
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ましては、みやざき女性の活躍推進会議という

任意団体がございます。これについては、27年

に設立ということで、現在が276社でございまし

て、設立目的自体は、多様な女性の働き方を推

進していくということでございます。構成とし

ては、企業であり団体であり、また行政であり

。 、というところでございます それにつきまして

それぞれの職場風土の醸成であるとか、ワーク

ライフバランス、女性の活躍などをテーマにし

た講演会とか、もしくは意見交換会、年３回程

度開催してございます。

この予算400万というのは、講演○前屋敷委員

会であるとか、会議であるとか、そういった経

費に充てられるということですか。

委員おっ○弓削生活・協働・男女参画課長

しゃるとおりでございます。

実際企業で取り組んでいたり、○前屋敷委員

女性の活躍を促進していこうというところなん

ですけれど、直接助成するとかいうのはないん

ですね。そういう講演をすれば、そこに助成が

つくというものですね。

直接助成を○弓削生活・協働・男女参画課長

する予算はございませんで、例えば、企業の経

、 、営者であるとか 人事担当者であるというのが

参加の半分程度ではございます。そういうとこ

ろで、職場において、どう働きやすい環境をつ

くっていけばいいのかというふうなところを。

、講師としては県外のコンサルタントであるとか

もしくは職場改善をした社長さんであるとか、

講師等を呼んで講演を行ったり、また、地元の

そういう企業の方を含めたパネルディスカッ

ションをしたり、企業の何名かでグループ分け

して、それぞれの職場の現状を話していったり

と、意見交換をしたりというふうなところでご

ざいます。

そういう認識を持っている企業○前屋敷委員

であるとか団体であるとかというのを、地域で

も広げていく点ではどういう啓発をされている

んですか。

私どもの支○弓削生活・協働・男女参画課長

援しているその任意団体は、なるべく県内のほ

うにまずは会員を広げていって、それで、それ

ぞれの地域において、そういう意識が高まれば

いいなというところでございまして、宮崎では

大体開催していたんですけれども、延岡で開催

しまして、先日は、都城で開催いたしました。

そういうふうに全県的に広がっていきますし、

、 、 、また １名 非常勤職員を雇用しておりまして

その職員は日々会員獲得といいますか、そうい

うところで、活動をして、急激に、今会員がふ

えている、そういうところでございます。

わかりました。結構です。○前屋敷委員

、○緒嶋委員 ちょっとわからんとですけれども

私は人権同和というのは大変重要な問題だと思

うんです。55ページ、人権同和対策調整事務費

というのは、具体的にどういうことに使うわけ

ですか。

主な内容としまして○工藤人権同和対策課長

は、会議の開催費でありますとか、あと全国組

織で全国人権同和行政促進協議会とかという組

織があったりします。そちらへの参加経費であ

りますとか、情報収集等で、国の財団法人のセ

ンターがやる研修とかいろんな研修がございま

。 、す そういったものの参加経費でありますとか

事務費的なものになってまいります。

人権同和対策課として、現在最も○緒嶋委員

課題として頭にあるのは何ですか。一人ひとり

が考える人権が尊重されるみやざきづくり推進

事業、これ2,000万もかかるわけですが、何が一

番大きな課題なんですか。
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私どもがやっており○工藤人権同和対策課長

ます啓発、人権問題全般でいろいろございます

、 、けれども 中でも一番課題だと考えているのは

いわゆる同和問題、部落差別を、私ども固有の

人権の課題のテーマとしておりますので、それ

をいの一番に考えております。

まだ現実にやはりそういう差別的○緒嶋委員

なものがかなりあるという認識ですね。

往時に比べれば、随○工藤人権同和対策課長

分質とか変わったところでありますけれども、

インターネットの上で非常に差別的な言葉が飛

び交ったり、今それを助長するような行為が行

われていたりというのはございまして、今もそ

ういった問題は、形を変えながら残っていると

認識しております。

ならこの人権同和対策課というの○緒嶋委員

は、まだずっと永遠に、やはり対策課としては

続くという認識でいいわけですか。

永遠にというのでは○工藤人権同和対策課長

ないと思います。やはり、我々、この問題を解

決するために努力しているわけでございますの

、 、 。で ただ 今はまだ残っているという認識です

先ほどの退職基金の確認なんで○二見委員長

すけれども、新年度予算の事項のところで見る

と若干ふえている感じはするんですが、52ぺー

ジの（２）の４のところです。先ほど1000分

の11.6というのは、平成29年度の話だったんで

、 。すが 30年度はどのようになっているんですか

たしか29年度と28年度は同じ金額で、割合が若

干下がったという記憶だったと思うんですけれ

ども、これが30年度はどのようになっているの

か。

率ということで○川口みやざき文化振興課長

ずっと説明してはいるんですけれど、基本的に

定額になっていまして、率に換算すると、もと

となっている職員の給与、その給与が処遇改善

とか対象人数がふえていることもありまして、

率に戻すと年々下がってきているという現状に

あります。

そうだと思うんです。定額だっ○二見委員長

た記憶があるので、それに対して、これは幼稚

、 、 、園退職基金ですけれども 同じように 中学校

高校、それぞれあると思うです。それも定額で

ずっとされているんですか たしか割合的にいっ。

たら、こちらのほうが大分大きかったような記

憶があるんですが。

中高分のほうの○川口みやざき文化振興課長

割合としては、28のデータでいいますと16.6、

幼稚園が12.0なので、中高のほうが高いという

ことになっております。

金額は同じように定額でされて○二見委員長

いるんですか。それとも、割合でされているん

ですか。

中高の分も定額○川口みやざき文化振興課長

、 。ということで 毎年同じ金額になっております

定額にしてもその率が違うとい○二見委員長

うことの理由は何なんですか。これ基金の運営

なので、今、働いている方々の給料に応じて、

いわゆる後々必要となる金額が弾き出されてい

くことなんだと思うんですけれども、中高の基

金、幼稚園の基金それぞれの現状が違うという

ことなんですか。私学のほうの負担の割合もま

た違うんだろうと思うんですけれども、そこ辺

をどのように認識していらっしゃるのか教えて

いただきたいんですが。

、○川口みやざき文化振興課長 幼稚園のほうは

もともと退職される方がすぐやめたりとか、そ

ういったことで基金がなかなか積まれていない

ところも現状にあります。

補助率の関係は、確かに比べると低いんです
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けれども、もともとが交付税の措置の算定がも

とになってつくられている経緯もありまして、

ずっとこの状況で来ているということになろう

かと思います。

わかりました。もう一つちょっ○二見委員長

とお聞きしようと思ったのが、56ページの４の

ところなんですけれども、犯罪被害者等支援連

携推進事業というのが組んであるんですが。こ

の犯罪被害者等に対する支援というものは、主

に警察のほうでされている事業かなと思ってい

るんですけれども。こちらの人権同和対策課の

ほうで 連携推進という立場でこうしてらっしゃ、

るということは、やはり警察の事業だけではな

くて、こちらのほうでもしないといけない部分

があると思うんです。どのような活動、事業内

容になっているのかを教えていただけますか。

おっしゃるとおり、○工藤人権同和対策課長

中心は警察のほうで見舞金でありますとか、そ

ういった制度を持っておるんですけれども、犯

罪被害者支援というのをやりますときに、行政

のほうもいろいろかかわりが出てまいります。

そういったことで、こちらのほうにも、その相

、 、談対応窓口をということがございまして まず

知事部局のほうですと、私どもであと関係課の

ほうとの連携、市町村のほうとの連携というの

がございまして、これの主管課長会議の開催で

ありますとか、そういった担当職員向けの研修

とかをやっているところでございます。

この犯罪被害というのは、全く○二見委員長

被害に遭われた方々に何の落ち度もないといい

ますか、全く不利益を被るだけのことでありま

すし、また、関係者の方々、家族とかを初め、

そういった方々の心のケアとかも本当に必要に

なるんだろうなと思うんです。そうなると、や

はり、今おっしゃられたように、警察だけじゃ

なくて、いろんな福祉の面だったりとか、市町

村との連携とかも必要になると思うので、なか

なかクローズアップして表にという話ではない

のかもしれませんけれども、そういう必要とさ

れている方々に、本当に寄り添って事業が進ん

でいかれるように努力をぜひお願いしたいと思

います。

ほかは特によろしいですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上で第３班の審査○二見委員長

を終了します。

各課ごとの説明及び質疑が全て終了しました

ので、これから総括質疑を行います。総合政策

部全般について質疑はありませんか。

34ぺージの地域活性化促進費、そ○ 原委員

の説明欄の３、宮崎県市町村間連携支援基金事

業5,153万、これは、総務部の市町村課でこうい

、 、う事業をやっておられまして 特定財源として

宮崎県市町村間連携支援基金100万のお金で、知

事と市町村職員、あるいは市町村間の広域連携

支援というのに取り組んでおられます。5,153万

という、この34ページのお金は、基金への積立

金ですか。

これは、宮崎県市○奥中山間・地域政策課長

町村間連携支援基金という基金を活用した事業

でございます。この事業につきましては、今、

非常に流れが広域化していく中で、単独の市町

村ではなかなか解決できないものがたくさんご

ざいますので、近隣の市町村が連携して地域づ

くりに取り組んでいこうと、そういったものを

支援する事業でございます。

具体的には、今ここでやろうとす○ 原委員

る事業は、市町村課がやるのとは違うわけです

ね。

市町村支援という○奥中山間・地域政策課長
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意味では一緒ですけれども、市町村課がやって

いるのは、来年度から始まるんですが、市町村

の事務事業の効率化を目指している調査事業の

部分だけをこの基金を使って来年度からやると

いうことでございます。うちの事業としては、

そういった事務事業の連携だけではなくて もっ、

と広く観光振興、地域振興的な事業も含めて、

この基金事業のほうでやっているということで

ございます。

これは、市町村の補助金みたいな○ 原委員

やつですか。これだけを県が単独でやる事業。

これは、市町村へ○奥中山間・地域政策課長

の交付金です。形としては補助的な意味で。

この市町村間連携支援基金という○ 原委員

のは、現在高はどれだけあるんでしょうか。

29年度末で３○奥中山間・地域政策課長

億3,000万でございます。

ことし新たに、積み立ては行われ○ 原委員

ていないということですね。

積み立ては行いま○奥中山間・地域政策課長

せん。

知事がそれぞれの地域へ行って、○緒嶋委員

県民、市町村とのふれあいをやっておられるわ

けですが、問題は、その市町村でいろいろ課題

とか要望とか出てくるだろうと思うとです。た

だ、会議をするだけじゃなくて、何かがあるか

らされるわけだろうし、また、そういう地域の

課題を吸い上げるというか、県政に何とか反映

させようという思いで知事も行かれるだろうと

思うんです、県政の発展のために。そういうこ

。とがうまく機能しておるのかどうかということ

私はぜひ機能して、そういう地域の思いが県政

に反映させられなければ意味がないという思い

もするわけですが、そのあたりは、どの程度、

知事が、総合政策部が中心になってやられるの

かわかりませんが、いろいろな各部との連携、

、 。要望 うまくそれは伝達されておるわけですか

知事のふれあいフォーラ○吉村広報戦略室長

ム等で出ました意見については、全て関係部局

にまず伝えております。あわせまして、市町村

で開催するということがありますので、地元の

、 、市長さん あと議長さんにも御出席いただいて

地元の課題ということで、共通認識を持ってい

、ただけるように出席をお願いをしておりますし

あわせて地元選出の県議会議員の方にも御出席

をいただいているところです。

意見を積極的に反映していけという御指摘を

、 、いただいているところで そのことについても

この決算特別委員会の指摘事項は、全部局に伝

えて、可能な限り反映させるようにしていると

ころです。

実際 反映した例を何点か申し上げますと 29、 、

年度といたしまして、今年度、民生委員制度100

周年を迎えたということがございます。民生委

、員のなり手が非常に不足しているということで

フォーラムのほうでぜひ、テレビとかラジオで

ＰＲをしてほしいとございましたんで、広報戦

略室で所管しているテレビ番組のほうで特集を

組んでテレビで広報等を行いました。

また、分野版のほうで、建設産業に従事して

いる方のほうから、若手の技術者を確保するた

めに、ぜひ週休二日制の工事、あとＩＣＴを活

用した工事、これらをぜひ推進してほしいとい

う要望がありましたので、関係部局に伝えまし

たところ、29年度から一部工事につきまして、

そららの工事を実施した場合は、事業費の補正

とか設計の見直しとか、そういうことを行うよ

うに対応をしているところであります。

あわせまして、30年度の予算への反映という

点で申し上げますと、高齢化が進んでおりまし
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て、市町村の有害鳥獣を駆除する駆除員の方が

。なかなか確保できないという現状がございます

これにつきましては、市町村と連携して、狩猟

免許の取得経費の助成をするようになったりと

か。あと先ほど中山間・地域政策課の課長のほ

うから説明がありましたけれど、ユネスコエコ

パーク登録地への観光客の受入の整備促進とい

うことで、ぜひ情報スペースとか案内看板、こ

のあたりの整備支援を行ってほしいという要望

もございましたので、これにつきましても、市

町村が行うものについて、担当課のほうから支

、援をするような事業を予算に組み込んだりして

幾つか施策に反映をしているものが出てきてお

ります。

それが、私は一番重要だと思うと○緒嶋委員

です。市町村だから、ある意味ではローカル的

な意見も出るだろうと思うし、広域的なことも

考えないかん。今言われたようなこともあるだ

ろうと思うんですけれど、やっぱりそれが目に

見えて反映され、また、その市町村にこういう

ことで対応しましたという、一方通行じゃなく

て、やはりこういうことで努力しておりますと

かというようなことをやるというか、そういう

ことが、やっぱり市町村もありがたいわけです

よね、そういうのが伝わってくれば。ああいう

ことを言ったら、知事はうまく対応していただ

いたという、そういう思いもあるし、それが現

実、地域の課題解決にもなるわけだから、それ

。を積極的にやる必要があるだろうと思うとです

、 、やっぱり大きな道路整備とかいうのは これは

知事の一存でいかないこともあるけれど、さっ

き言われた週休二日制というのは、建設業でも

一番重要な課題になっているわけです、後継者

育成という意味からも。やっぱりもう建設業は

休みもないし、雨の日も全て働かないかんとい

うことで、若い人がなかなか採用しても、一人

もいないというふうなのが現実の問題にもなっ

てきておるわけで、そういうことを週休二日制

をうまく取り入れたということになると、事業

、 。費から 契約金額から見直さないかんわけです

そういうことができるというのは、大変本当あ

りがたいことだと思いますので、スピーディー

にものが進むように、今後とも、それは有効に

やってほしいなというふうに思いますので、期

待しております。

それと、今度の予算では、国体に向けてのい

ろいろな施設整備について、それこそ延岡とか

都城とか宮崎市とかのことに対応する予算的な

措置は何もないわけですか、今度の30年度の予

算には。

国体の関連につきまして○松浦総合政策課長

、 、は 教育委員会のほうで所管しておりますので

そちらのほうで御報告しているというふうに考

えております。

それでも、来年度は、今度は総合○緒嶋委員

政策部のほうで、組織上は具体的には動くとい

うことになるわけでしょう。そのあたりはどう

ですか。

予算の関係は、総合政策○日隈総合政策部長

課長が申し上げたとおり、教育委員会のほうで

予算措置して、年度変わりましたら組織がえと

いうことで、必要な予算をこちらのほうに移す

形になると思います。新年度に入りましたら、

組織的に、今度の国体整備の関係は総合政策部

のほうで担当させていただきますが、具体的に

その市町村との調整、そして、建設するとした

ときに 民間活力 要するＰＦＩとか そういっ、 、 、

た活用についても検討していく必要があります

ので、知事直轄ということで総合政策部のほう

で担当させていただくことにしました。
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ただ、ちょっとＰＦＩの活用等、するしない

、 、も含めて あるいはもう本当するとしたならば

ちょっとここはやっぱり１年ないし１年半、２

年近くちょっと検討時間も必要になるのかなと

いうところもございます。開会前の二、三年前

ぐらいまでには建設が終われるように、そのタ

、イムスケジュールはしっかり念頭に置きながら

これから進めていきたいというふうに考えてお

ります。

特に、延岡市なんか市長もかわら○緒嶋委員

れたし、いろいろな意味で、調整をうまくやら

んと、これはもう８年後やろう。そして、２年

もそれにかかっておれば、具体的にはもう四、

五年の工事期間でやらないかんというようなこ

とにもなるわけですね、タイムリミットとして

は。そうなった場合に、本当にうまくいくのか

なという、今から相当スピーディーにやらなけ

れば、調整そのものがおくれるおそれもあるん

じゃないかなと。それは、都城にしても、どこ

まで都城市が負担するという明確な約束事が延

岡でもあるわけですか。それこそ公文書じゃな

いけれどあるわけですか。

まだ確定をさせたという○松浦総合政策課長

ものではありませんけれども、話し合いの段階

ということではありますけれども、大まかにこ

れまで協議をずっと続けてきておりまして、実

際、例えば、施設を整備するときに、民間活力

をどこまで取り入れるかとか、そういった手法

によって少し変わってくる分があるもんですか

ら、確定できない部分がまだあるんです。大体

こういうようなパターンのときにはこういうふ

うな役割分担でいきましょうかというような話

し合いは続けてきておりますので、特に都城の

場合はいろんな作業が必要になってくるもんで

すから そんなところの詰めというのは 今やっ、 、

ているところでございます。

それから、延岡のほうなんですけれども、こ

れまである程度話を進めてきている内容につい

て、これまでの協議の延長の中で進めていただ

けるかどうかというようなところが一番大きな

課題になってくると思っております。そこにつ

いては、まだ最終的な確定というか、そういう

ふうな方向までお話し合いができているわけで

はありませんけれども、早急にそこのところを

詰めて、しっかり進められるような形をできる

だけ早くつくっていきたいと考えております。

延岡の場合は、県立体育館と市の○緒嶋委員

体育館を併合するというか、一緒につくるとい

うことしか。もう県の体育館だけで、市の体育

館はつくらないという形になるわけですか。

ちょっと意味がわからんとやけれど、そこあた

りは。

形として、どういうふう○松浦総合政策課長

な形でいくのかまでの詰めがまだできておりま

せんけれども、考え方として一応二通りのパタ

ーンで考えております。今の市の体育館の機能

を残そうとすると、そこに付加して、国体レベ

ルの会場をどういうふうにつくっていけばいい

かという考え方になると思いますし、延岡市の

ほうの前のお話し合いの中の選択肢の一つとし

ては、かなり老朽化もしているので、一緒に取

り壊して合築して、それぞれの持ち分で運営し

ていくような形としても、一つの案としてはあ

るというふうなことで、どちらにするかはまだ

確定しておりませんが、そういった可能性のと

ころの選択肢としての話し合いは随分続けてき

たところでございます。

いずれにしても、私は時間的にそ○緒嶋委員

うゆとりはないんじゃないかなという気がする

ので、そこ辺をうまく整理していかんと、やっ
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、ぱり地域バランスをとりながらやられたことが

結果としてそれうまくいかんかったということ

であってはいかんわけで、十分そこ辺を考えな

がら調整をしていただきたいと要望しておきま

す。

私どもも、そこが一番重○松浦総合政策課長

要なポイントだというふうに思っております。

延岡市の新しい市長さんのお考えもあると思い

ますので、そこは早急に確認をした上で前に進

められるような形をつくっていきたいと思って

おります。

40ページの産業政策課の２段目○前屋敷委員

の説明事項の中で、産業人財確保支援基金事業

なんですが、これは、基金としては幾らで昨年

から始まったんですか。

今回ここに計上してい○重黒木産業政策課長

ます5,571万8,000円のうち、基金に積む分

が4,010万円というふうになっております。29年

、度に基金に造成した額が１億数千万でしたので

それと合わせて１億6,000万ぐらいの基金ができ

るという形になります。

わかりました。○前屋敷委員

ほかございませんか。よろしい○二見委員長

ですか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、その他で何かありま○二見委員長

せんか。

総合交通課の総合交通対策です。○中野委員

これは、陸海空の交通網についてということで

すが、これには一般の県道とか国道も入るんで

すか。

総合交通課は、地域公共○小倉総合交通課長

交通の維持確保が基本的に目的になっておりま

すので、道路の整備ということについては、基

本的に予算計上はしておりません。

実は新燃に係る話ですが、総合政○中野委員

策部長のお耳に入れておきたいと思うんです。

土曜日の早朝に制限が拡大して４キロになりま

した。私も日曜日にえびの高原に上がってみた

んですが、閑古鳥が鳴くという言葉があります

、 、が その閑古鳥も見つけることができんぐらい

もう本当にゼロに近いです。それで、県の施設

である高原ホテルにも行きましたが、それまで

の利用が、もう１割から２割だという話も聞き

ました。今週になってうんとまた減ると思うん

です。あそこの利用者は、鹿児島ナンバーが６

割ぐらいなんです。今まで小林市からも行けな

かった 今度は 鹿児島県から全く行けなくなっ。 、

たんです。それで、私が話したいのは、今、え

びの高原に行く道路は、えびのからえびの高原

に上がる30号だけなんです。これは主要の県道

ですが、その30号は大型バスが敬遠しているん

です。ほとんど今までは、県道１号の宮崎県の

小林側がストップした場合は、鹿児島からの100

％近いぐらいの往復でした。ところが、そこも

ストップしたので、恐らくえびの高原には、大

型車での乗り入れというのはもうなくなると思

。 、うんです 現状はそういうことだということを

総合交通課には関係ないかもしれないけれど、

総合政策部長として御認識してもらえればなと

思って発言させていただきました。

答弁はいいです。御認識を。

今、議会のほうで国に対して意見○ 原委員

書を出そうという 恐らくこの委員会なんでしょ。

うか。緒嶋委員から御提言がありまして、その

ことで今から進もうとしております。これは、

経営安定化基金3,877億円について、国会での大

臣の答弁等々もあるようでございまして、その

ことからしても、やはり、我々からはもう手の

届かないところ、ＪＲにその陳情をすることし
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かない。この前、常務、専務もお見えになり、

ある瞬間険悪な雰囲気も私個人的にはあったん

ですけれども、これはもう国において、前も御

発言があったと思うんですが、部長のほうから

も国会議員等に働きかけをしていただいて、私

も個別にはお願いをしたりはしていますけれど

も、やっぱり議会としてちゃんとやるべきでは

、 、ないかということで 今意見書の取りまとめを

こっちからは発議ということでやろうとしてお

ります。

それで、オールみやざきという言葉が非常に

今言われるわけですけれども、やはり我々議会

は、住民を代表する立場であります。当然、行

政も同じく県政の発展、住民の福祉向上を願う

ところですから、オールみやざきということで

は、同じ共通認識になっておかないと、やはり

、 、どっかで齟齬が出て 我々は反対するけれども

どうも行政の尻が重いとかいうことになると、

これは仮の話です。オールみやざきとしての力

が、ベクトルが同じ方向に向いていかないと発

揮できませんから、そして、なぜこれやるかと

いうのは今後のことがあるわけです。今後のこ

とがありますので、そこで一つ、その他の事項

のところで、ちょっとお話を、部長の意見を聞

。 、いたりとかしておきたいと思ったので まずは

今、現状とこのことに対する御認識と、いろい

ろ執行部として、我々と違うスタンスでＪＲさ

んとも接触されていると思いますから、そのあ

たりのことをまずはお聞かせいただくといいな

と思っています。

ただいま 原委員から御○日隈総合政策部長

意見いただきましたけれども、 原議長として

も一所懸命今回のＪＲ問題については取り組ん

でいただいているところであります。議長とも

意見交換は私も随分させていただいて、これま

で取り組んでまいりました。

今回のＪＲ九州の減便問題というのは非常に

大きい問題でありまして、今後かなり厳しいこ

とも想定されるところですので、何とか具体的

に申し上げて、今回減便の大きかった吉都線、

そして、日南線、在来線については今後もいろ

んなことが出てくるかもしれませんけれども、

そこに住む住民がいる限り、特に交通弱者と言

われます高齢者、そして、学生、ここのところ

はしっかり守っていかなくてはいけないなとい

う認識は、今議長からありましたとおり、全く

同じでございます。ＪＲ九州に対しては、今回

の減便問題なかなか譲ってくれないというよう

、 、な状況がまだ続いておって ３月のダイヤ改正

既にスタートする直前でありますけれども、何

とか粘り強くそこのところは話しながらやって

いきたいなと。これまでの取り組みも議会答弁

でさせていただいたとおり、現状について、い

ろんな資料も出してお話ししてきました。九州

の中でうちだけ特例的に１便だけ、平日だけで

すけれども、都城発の分、最終便、何とかそこ

のところはつなぎとめましたが、全体の見直し

には至っておりませんので、この問題は引き続

き取り組んでいきたいと。

ただ、その先の問題については、きょう利用

、促進の話も新規事業でお話ししましたけれども

そこのところは、数値を何とかやはり高めてい

かないといけないのかなと。

この問題、実は、利用している沿線自治体の

人口減少の問題もありますので、ある程度利用

していっても、今よりどんどんふえていくとい

うのはなかなか難しいので、他の地域からのイ

ンバウンドもとらなくてはいけないということ

で、レストラン列車とかいろんな方策も入れて

いるところです。さりとて、今の数字の２倍、
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３倍というのはなかなか難しいところじゃない

。 、かなというのが本音のところあります ですが

だからといって、一遍に廃線とか、そういうこ

とにならないように、地元としては、しっかり

取り組んでいきたいと思います。ここは、一体

となって議会と一緒に取り組んでまいりたいと

思いますので、今後ともよろしくお願い申し上

げます。

心強い発言ありがとうございまし○ 原委員

た。

それで、利用促進なんですけれど、利用者の

方々からもよく話が出るのは、車両が古いと。

よそで、中央で使ったやつが、一番悪いやつが

ここへ来ているわけです。私も昔はずっと電車

で通っていましたけれど、がたがた揺れ、とに

。かくスマホをいじっている状態じゃないんです

どこへおちてしまうかわからないみたいな状況

なので、これ利用促進というからにも、我々も

確かにじくじたるものがあります。それは、私

もＪＲに対しては言いました。我々もちょっと

そこは厳かだったかもしれない、利用促進に頑

張らなかったかもしれない。それは認めるけれ

ども、ＪＲのやり方はちょっとひど過ぎると。

ましてや、ワンマン運転を14本って言っていた

のが、マスコミさんの取材で20本とわかったと

いう、公的な機関ってこういうことがあります

かという話だったんですが。それで、この利用

促進をするに当たって、ＪＲに対して、もっと

乗りたくなるようないい電車をと、僕はそれぐ

らい言っていいんじゃないかなと思うんだけれ

ど、総合交通課長、どうですか。

車両も相当高いんで、な○小倉総合交通課長

かなか回してくれといっても、投資効果がある

かないかというところが、ＪＲの考えるポイン

トにはなるかなと思いますけれども。今回、イ

ンバウンド、利用促進のポイントが輸送密度を

。 、 、高めると インバウンドで どちらかというと

車両の投資というところではなくて、利用促進

のために予算を出すという形になりますんで、

例えばですけれども、レストラン列車がある程

度定着してくれば、ＪＲに対してですけれど、

観光列車を定期的に導入していただくとか、利

用促進の面ではそういったところができるかな

と思いますけれど、安全投資という面では、こ

れはＪＲの説明ですけれども、まさしく今回の

ような合理化を受けて、将来に向けた安全投資

の財源を確保しているというような彼らの説明

になっておりますので。そういった形で将来投

資の中で、車両の更新、レールの更新だとか、

そういったところがなされてくるのかなと思い

ますけれど、そこはちょっと、彼らの具体的な

計画や数字がわからないというところがありま

すので、そこは情報交換の中で引き続き入手し

ていきたいところではあると考えています。

とにかく今回のこのＪＲの説明で○ 原委員

どうも納得がいかないのは、数字での説明はな

いんです。経費節減効果は幾らですかと聞いて

も、今から計算します。ということは、この117

という非常に厳密な数字が出ている割には、そ

この根拠というのが出てこない。なぜ117かとい

う、このシビアな数字を出しておきながら、形

式的に効果はわからんというわけ。我々に納得

してくださいというても、納得しようがないで

す。85億円赤字です。約100億円近い赤字が出て

、 。いますといっても 理解しようがないわけです

ここのところが、共通認識として持っておいて

いただきたいなと思います。

それと、もう一つ、駅前と言っていいのか、

駅前ビル開発をするのかしないのかという話が

新聞に出ました。これについては、県としては
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どう対応されるつもりですか。

宮崎駅の駅前ビルのお話○日隈総合政策部長

だと思います。西口のほうに、ＪＲ九州と、そ

して、宮崎交通と一緒になって新しいビルを建

設したい、そして、中心市街地活性化に寄与し

たいというようなお話でございます。

これは、まずは、宮崎市のほうで全体の中心

市街地の計画の位置づけ、これをまずやってい

ただく必要があろうかと思っています。また、

その手前では、広島通り商店街であったり、橘

通り商店街との話をまず事業者のほうはやらな

いといけないと思いますけれども、その後、宮

崎市のほうで市街地の関係の計画全体、位置づ

けを整理される必要があるのかなというふうに

思っています。

県のほうでは、その後、宮崎市のほうからお

話をいただく形になるのかなと考えているとこ

ろです。宮崎市が、今回どういう計画で、どう

いう位置づけで、やりたいということでお話さ

れるのかなと思いますけれども、まずは、その

整理の状況をお聞きしたいというふうに考えて

います。

なぜそれを聞いたかというと、結○ 原委員

局、ＪＲは、前回も申し上げましたけれど、３

月660億円でしたか、700億近い利益が出ている

わけです。９月にも半期でその半分ぐらいの利

益が出ているわけです。これは、吉松の湧水町

です。町長さんも、あれは読売だったと思いま

すが、談話の中で申されていました。グループ

として他産業への転換をうまく図ってもうから

れたので、それは、当然ローカル線についても

回されるはずだと思ってた。私どもそう思って

いたから、これまでよそに行ったときに、ＪＲ

のホテルも努めて利用するし、例えば、大分駅

の開発なんかが非常に喜ばしいことと思ってい

ましたが、どうも、話を突き詰めていくと、こ

のＪＲの維持のためには、ホテル業でもうかっ

たお金は回せないということなんです。という

ことは、これは、駅前にホテルをつくるのは、

、 、我々からみたら ＪＲ九州のホテルじゃなくて

単なるホテル業なんです。ホテルの名前を言っ

てはあれだけれど、例えば、東横インだったり

アパだったり、ホテルオークラは来ないでしょ

、 。うけれど つくったのと全く同じことなんです

、 、ということは 我々ＪＲだと思っているから

公共交通機関を維持してもらえるものと思って

いるから、これまで心理的にも応援してきたも

んがあって喜ばしいことと思っていた。ＪＲに

回せないんであれば、これは単なるホテルとい

うことだから、これビジネスライクにやればい

いことだと思うんです。ただ、中心市街地の活

性化に資するということはありますから、その

ことについての応援はやぶさかでないし、いい

ですけれども。我々ＪＲのジャパンレールロー

ドとしての公共性ということを切り離して、ビ

ジネスライクにやればいいって、それを実は申

し上げたかったんです。そういうことらしいで

す。この前言ったけれど、基本的に別にやると

いうことですから、別でやるということは、恐

らく鉄道これからかなり経営的には厳しくなる

ということです。部長も、大変厳しいときが来

るかもしれんとおっしゃったけれど、これが、

グループの中でお金が回せないとなれば、鉄道

だけで維持していくとなると、それは先細りだ

というのはわかりますよね。ということは、Ｊ

、 、Ｒさんのこのメッセージというのは いずれは

廃線とかこういうことが来るよというふうに、

我々は厳しく受けとめないといかんのじゃない

か だからこそ この経営安定化基金があるじゃ。 、

ないですか。税金投入したじゃないですか。そ
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の国会での答弁どおりに ちゃんとおつけになっ、

ているかということの意見書を出さないといか

んという、もうそういうことになるわけですよ

ね。そういうことで、感想があればだけれど。

議長がよく調べていらっ○日隈総合政策部長

しゃるとおりです。ＪＲ九州さん自体も、非鉄

道部門で収益を上げられた分を鉄道のほうにと

いうお考えはないみたいです 鉄道は鉄道でしっ。

かり収支を整えていきたいという考えでありま

して、例えば、私のほうからもこんな話をした

んですけれども。小林市長がかなり言われるも

んですから、補助金ここで何とか幾らかつぎ込

めば一、二年待ってくれんかという吉都線のお

話もしたんですが、ＪＲ九州さんのほうは要り

ませんと。要するに、ここで、１年、２年ぐら

い行政のほうがお金出したから、引っ張ったか

ら、それで済む問題ではないと。鉄道は鉄道で

しっかり自分たちの収支を整えていきたいんだ

という考えがあるので、20年、30年スパンで、

補助金これだけ出してくれるんですかってお約

、 、束だったら考えますけれど そうじゃなければ

目先の単年度主義の予算で１年１年でほんのわ

ずかなお金をもらうやり方はやりたくないとい

うくらいに、鉄道事業は鉄道事業で収支を整え

、ていきたいという考えがあるとおっしゃるので

きょうも申し上げたんですけれども、かなり厳

しいこともあるのかなという心配をしていると

ころです。

さりとて、我々のほうは、地域に生きる者と

しては、やはり、この公共交通機関非常に大事

でありますので、先ほど申し上げたとおり、何

とかそこは、どんな形ででもお願いして残して

いただきたい。あるいは、その少なくとも交通

弱者という言葉を使って本当悪かったかもしれ

ませんが、車を使えない年齢層の方々、ここの

ところの方が生活をしていくために必要な部分

というのは、何とかＪＲさんにもお願いしてい

かなくちゃいけないのかなと思いますので、そ

この取り組みは今後しっかりやっていきたいと

思います。

それと、非鉄道の部分については、これも議

長がおっしゃったとおり、単純に私たちが補助

するとか支援するとかということではないと思

います。先ほど申し上げたとおり、宮崎市が郊

外店に対抗した中心市街地の商業活性化のため

に必要だという位置づけでという整理がされな

ければ、別に県のほうがここに支援する云々と

いうことはないんじゃないかと思いますので、

そこのところは、宮崎市のほうのお考えを待ち

たいと考えています。

交通弱者という言い方は決して悪○ 原委員

いことはないと思います。これも、ちゃんと公

的にも通っている言葉なので、部長のとおりに

こそが地方創生です。そのためにもやっぱり残

していただかなきゃいけない。我々は言い分が

あると思う。それが、さっき言ったその経営安

定化基金であったり、もともとが国有の資産で

あったという、そのことについての公共性。そ

のことについては、やっぱりＪＲに対して、我

々の声ではもうどうもならんようですから、国

会のほうにお届けすることにきっとなると思い

ますから、同じベクトルに向かってやっていき

たいと思いますので、まだ言いたいこといろい

ろあったけれど、このことばっかり引っ張って

もあれだから とにかく同じ方向を向いて頑張っ、

ていくんだと、地方路線守るんだと、弱者のた

。めに守るんだという意見を答弁いただきました

、そういうことで我々もまたその案文については

あとどういう行動するかについては、また内部

でいろいろ議論しながら決めていくんだと思っ
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ています。ありがとうございました。

この場合はいいんですけれども、○緒嶋委員

議長が言われたとおり、やはり、これは相当、

行政も、我々議会もやっぱり腹を決めていかん

と。私どもの手元の資料では、１日の乗降客と

いうのが 吉都線は 昭和62年には1,500余りだっ、 、

たのが、今は１日当たり466人です。もう３分の

１以下になっとるわけです。それと、日南線に

しても1,400であったのが、半分の770、２分の

１になっておると。もうあらゆることが目に見

えて減っておるという感じですね、乗客が。そ

うなると、やはり、相当行政的にというか、政

策的にこれを残すということが。国が支援金

を3,900億近く出したのは、やっぱり経営が厳し

いからそれだけの運営基金として出したわけで

す。それは、四国も北海道も。そういうことの

意味合いを、ＪＲ九州はもう忘れてしまって、

自分たちの都合で、もうなくしますとか減便に

します、もう車掌も要りません、もう運転士だ

けでやりますと。これはもう安心安全な運行と

いう意味では、みんな大変心配し、将来南海ト

ラフで津波が来たときは列車はどうなるのかと

いう。もう考えれば切りがないぐらい心配が多

いわけですが、いずれにしても、国がそういう

民営化をやったのは、一つの流れであったわけ

で、今後は、やはり国が日本国の国民の生活を

どういう形で守るかということは、こういう公

共交通機関を存続させる以外にないわけです。

そやから、今度は意見書を何としても議会で最

終日になると思いますけれども、可決していた

だいて、議長に直接国交省に持っていき、それ

、ぞれの必要なところにはぜひ送っていただいて

宮崎県の置かれている立場を進めないかん。そ

のときは、執行部も一緒にやはりそういうもの

を持って、県の姿勢としても同じような行動を

とって協力してやると。また、そのことが、九

州各県にも、そういう気持ちで前に進んで、国

のほうに これはお互い国会議員も含めて頑張っ、

てもらうというふうな方向に持っていかんと、

これはもうあと５年先には、またこれ以上の厳

しさが出て、減便が来ると。今でも、日本で宮

崎県だけ、全てが単線という。これは、ほかの

四国でもないとです。そして、今もいつもメー

ルで来るとですが、おくれましたと、今おくれ

ておりますと。もう平常の時間で運行するほう

が少ないです。我々はいつも電車で延岡まで通

うから。いつも下りがおくれれば上りもおくれ

るわけです。片一方だけしかおくれんというこ

とはないわけだから、単線も複線も同じという

、 。けれど 絶対どっちかおくれればおくれるわけ

やっぱり複線のほうがいいことはもう間違いな

い。その複線の可能性もない中で、減便までさ

れれば、もう本当宮崎県は、一番日本で住みに

くい地域になるというふうに。日本一住みよい

宮崎県というけれど、日本一住みにくい宮崎県

に進んでいくようなもんじゃと。そこ辺は相当

腹を決めてやらんと、これは大変なことになる

という気持ちで、行政のほうも頑張ってほしい

ということを強く要望しておきます。

ほかはよろしいですか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、総合○二見委員長

政策部を終了いたします。執行部の皆様お疲れ

さまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時22分休憩

午後３時27分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

当委員会に付託されました議案の説明を求め
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ます。なお、委員の質疑は、説明が全て終了し

た後にお願いいたします。

会計管理局でございます。○福嶋会計管理者

会計管理局の平成30年度当初予算につきまして

御説明をいたします。それでは、座って説明さ

せていただきます。

お手元にあります歳出予算説明資料の431ペー

ジをお開きください。

表の一番上、左から２列目の平成30年度当初

予算額の欄でございますが、会計管理局は、会

計課と物品管理調達課を合わせまして、総額５

億8,593万9,000円をお願いしております。

それでは、次に、各課別の内訳について御説

明をいたします。433ページをお開きください。

まず、会計課でありますが、左から２列目の

平成30年度当初予算額の欄にありますとおり、

。総額４億6,509万9,000円をお願いしております

その主なものにつきまして御説明をいたしま

す。435ページをお開きください。

上から４段目の（目）一般管理費につきまし

て、その下の（事項）職員費２億7,418万円であ

りますが、これは、会計課職員の人件費であり

ます。

次に、中ほどの（目）会計管理費の中の（事

項）出納事務費8,684万7,000円でありますが、

これは、会計事務を行うために職員が利用して

いる財務会計システムの運営管理などに要する

経費であります。

次に、下の（事項）証紙収入事務費１億407

万2,000円であります。これは、証紙売りさばき

に要する経費でありまして、売りさばき人に対

して支払う手数料などが主ものとなっておりま

す。

平成29年度に比べまして約1,120万円の増額と

なっておりますのは、平成30年度が２年に一度

行っている証紙の印刷を行う年に当たることに

よるものであります。

会計課については以上でございます。

続きまして、物品管理調達課について御説明

をいたします。437ページをお開きください。

左から２列目の平成30年度当初予算額の欄に

ありますとおり、総額１億2,084万円をお願いし

ております。その主なものにつきまして御説明

をいたします。439ページをお開きください。

上から４段目の（目）一般管理費につきまし

て、その下の（事項）職員費8,597万3,000円で

ありますが、これは、物品管理調達課職員の人

件費であります。

次に、中ほどの（目）財産管理費の中の（事

項）物品管理及び調達事務費2,293万6,000円で

あります。これは、物品の適正な管理と調達を

行うための経費であります。平成29年度に比べ

まして約1,120万円の減額となっておりますの

は、物品調達システムのサーバーの全庁的なサ

ーバーへの移行が、平成29年度で完了したこと

によるものであります。

次に、一番下の（事項）車両管理事務費1,193

万1,000円であります。これは、県有車両を適正

に管理するための任意保険への加入などに要す

る経費であります。

。物品管理調達課については以上でございます

よろしく御審議のほどをお願いいたします。

説明が終了しました。議案につ○二見委員長

いて質疑はありませんか。

県有車両の燃料費は、予算的には○緒嶋委員

どこでするんですか。

各車両に使います燃○佐藤物品管理調達課長

料費につきましては、各所属のほうで計上して

おります。

よろしいですか。ほかございま○二見委員長
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せんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

その他、何かありますか。○二見委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、会計○二見委員長

管理局を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時32分休憩

午後３時33分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。なお、委員の質疑は、説明が全て終了し

た後にお願いいたします。

それでは、人事委○原田人事委員会事務局長

員会の平成30年度当初予算につきまして御説明

いたします。お手元の歳出予算説明資料の521ペ

ージをお開きください。

表の左から２列目の当初予算額の欄でござい

ますが、人事委員会事務局の当初予算総額は１

億4,429万5,000円をお願いいたしております。

前年度当初予算総額に比べますと1.02％の増と

なっております。

それでは、その主な内容について御説明いた

します。525ページをお開きください。

まず、上から４段目の（目）委員会費700

万5,000円でありますが、その内訳といたしまし

ては （事項）委員報酬635万6,000円が人事委員、

３名に対する報酬であります。また （事項）委、

員会運営費64万9,000円は、人事委員会の会議開

催等に要する経費であります。

次に （目）事務局費の１億3,729万円であり、

ますが、その内訳といたしましては （事項）職、

員費１億1,142万3,000円が、事務局職員15名の

人件費であります。

次の（事項）事務局運営費715万5,000円は、

人事委員会事務局の運営に要する事務的経費で

あります。

一番下の（事項）県職員採用試験及び任用研

修調査費1,263万9,000円でありますが、次のペ

ージをお開きください。

主なものといたしましては、１の県職員採用

、 、試験実施費ですが 試験案内や試験問題の作成

会場借り上げなどの試験の実施等に要する事務

的経費であります。

次の（事項）警察官採用共同試験実施費259

万6,000円は、警視庁ほか３府県と共同で採用試

験を実施するための経費で、試験案内や試験問

題の作成等に要する事務的経費であります。

次の（事項）給与その他の勤務条件の調査研

究費191万4,000円でありますが、主なものは、

１の給与報告及び勧告に必要な調査研究費です

が、民間の給与実態調査を初め、人事委員会が

行う職員の給与等に関する報告及び勧告に要す

る経費であります。

最後に、その下の（事項）審査監督費156

万3,000円は、不利益処分に関する審査請求等審

査に要する経費及び人事委員会が権限を有する

。労働基準監督関係業務に要する経費であります

当初予算については、説明は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたします。

説明が終了しました。議案につ○二見委員長

いて質疑はありませんか。

受験者の減少だとか、専門職○岩切副委員長

の応募の減少だとか、そういう事例が続いてい

、 、 、るんですが それに対して 人事委員会として

こういう対応を来年度予算の中に組み込みまし

たというところがあったらお教えいただけませ

んでしょうか。

平成30年度に、見直しによっ○佐野総務課長
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て、試験の関係で変更したところはございませ

ん。ただ、29年度に大学卒業程度、技術系職種

の１次試験におきまして、教養試験の回答数を

減らしましたり、専門試験の配点比率をふやし

たり、重視をいたしまして、教養試験の負担軽

減と専門試験の重視ということで改めたところ

でございます。職種によっては、前年度を上回

るなどしたところでありますけれども、引き続

き、その効果等を検証しながら、状況に応じま

して、試験の内容を見直していきたいというふ

うに思っております。

人事委員会に頼るしかないの○岩切副委員長

で。今、好景気の影響なのか、さまざまな状況

があってなり手不足というのは、いずれ公務の

分野にも来るだろうと思いますので、ぜひ毎年

創意工夫をいただければありがたいなというふ

うに思っております。どうぞよろしくお願いし

ます。

この警察官採用の共同試験、先ほ○中野委員

ど警視庁と県警と言われましたが、３カ所、も

う一カ所はどこですか。

警視庁と大阪府、滋賀県、兵○佐野総務課長

庫県となっております。

５つの県警をまとめてやっている○中野委員

わけですね。

本県を含めまして、５都府県○佐野総務課長

でやっております。

、 、 、○中野委員 ということは 例えば 滋賀県は

やはり宮崎県を含めて５つということなんです

か。

この共同採用試験につきまし○佐野総務課長

ては、大都市における警察官の採用難を解消す

るということで始まっておりまして、兵庫県で

は、宮崎県のほうの募集をしているということ

はございません。

、 、○中野委員 ここで試験を受けて 兵庫県警に

いえば通る人もおるわけでしょう、滋賀県警と

か、そうした場合に経費です。わずかなことだ

と思うんですが、例えば、兵庫県警に通った人

に必要だった経費、それはどんなふうに。

この試験実施に係る経費のほ○佐野総務課長

うは、各県から分担をいただいております。そ

の分担の仕方を、関係県で対象となります経費

の３分の１を均等割といたしまして、３分の２

を採用予定数で案分する人員割として積算をい

たしております。

、○中野委員 現実はいろいろ組んでいるけれど

警視庁に行く人をここで採用しているようなも

んじゃないんですか。警視庁はなかなか採用が

難しいとか、採用するのが困難で、それで、全

国に散らばめて試験をするということで、警視

庁は全国と組んでいるんじゃないですか、全国

の都道府県と。我々は５つで、相手は４都府県

だけれど。

ちょっと正確な数はわかりま○佐野総務課長

せんけれども、恐らく警視庁のほうは、多くの

県と一緒に採用試験をされているというふうに

思います。

宮崎県警は非常に難問なところだ○中野委員

ということで、ほかで受かってくるケースは余

りないわけでしょう。宮崎県と組んだ都道府県

というのはあるんですか。

本県がよそでやっているとい○佐野総務課長

。 、うのはございません この共同試験というのは

本県において、よその４都府県をあわせてやっ

ているということでございます。よそでは、宮

。崎県とやっているということではございません

ということは、宮崎県では、この○中野委員

試験で100％採用できるけれど、一緒に並んでい

るところは、なかなか採用が難しいから、宮崎
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県にもお願いしているということですが、その

分だけの経費は、さっき分担金を３分の１と３

分の２を何とかと言われたその計算でちゃんと

返してもらうというか、してもらっているとい

うことですわね。前も聞いたような気がするけ

れど、忘れておりました。わかりました。

ほかございませんか。その他、○二見委員長

何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって人事委○二見委員長

員会事務局を終了いたします。お疲れさまでし

た。

暫時休憩いたします。

午後３時43分休憩

午後３時44分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。なお、委員の質疑は、説明が全て終了し

た後にお願いいたします。

それでは、まず、監査事○奥野監査事務局長

務局の平成30年度一般会計当初予算について御

説明いたします。歳出予算説明資料の監査事務

局のインデックスのある515ページをお開きくだ

さい。

監査事務局の当初予算額は、表の一番上にあ

りますように２億959万1,000円をお願いしてお

ります。

次に その内容について御説明いたします 519、 。

ページをお開きください。

まず 上から４段目 目 一般管理費の1,461、 、（ ）

万3,000円についてであります。これは、その下

にあります（事項）外部監査費でありまして、

説明欄にありますように、包括外部監査人によ

る外部監査に要する経費であります。

次に、中ほどの（目）委員費3,041万8,000円

についてであります。内訳につきましては （事、

項）委員報酬が2,886万3,000円で、これは、監

査委員４名の給料及び報酬並びに職員手当と、

その下の（事項）運営費が155万5,000円であり

まして、監査委員の監査に要する経費でありま

す。

次に 下から３段目の 目 事務局費１億6,456、 （ ）

。 、万円についてであります 内訳につきましては

まず （事項）職員費の１億5,282万9,000円は、、

事務局職員の人件費であります。

おめくりいただきまして 次の520ページの 事、 （

項）運営費は、1,173万1,000円で、事務局職員

。の監査や事務局の運営に要する経費であります

予算につきましては以上であります。

続きまして、議案第44号の「宮崎県監査委員

条例の一部を改正する条例」についてでありま

す。委員会資料の１ページをお開きください。

なお、議案書では215ページになります。

ここで大変申しわけありませんが、委員会資

料のほうに訂正がございます。２の改正内容の

改正後の欄でございますが、第６条の下から４

行目の下線部分、第243条の２の２第３項となる

べきところが、243条２の２第３項となっており

ます。243条の次の「の」が抜けておりました。

正しくは、別にお配りしております差しかえの

とおりでございます。おわびして訂正させてい

ただきます。どうも済みませんでした。

それでは、説明に戻らさせていただきます。

その差しかえのほうをごらんください。

この条例改正は、１の改正の理由に記載して

おりますとおり、地方自治法の一部を改正する

法律が施行されたことに伴い、地方自治法を引

用する関係規定の整備を行うものであります。

２の改正内容について御説明します。
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まず、条例第２条は、議員のうちから選任す

る監査委員の数を記載しているものであります

が、根拠となる地方自治法第196条第１項の条文

が、第１項と第６項に分かれることとなったこ

。とにより引用箇所の改正を行うものであります

次に、条例第６条は、地方自治法の条項のう

ち、職員の賠償責任に関する監査について定め

る同法第243条の２第３項が、第243条の２の２

第３項となったことにより、引用箇所の改正を

行うものであります。

、 、施行期日につきましては ３に記載のとおり

改正自治法の施行にあわせまして、条例第２条

の改正規定は、平成30年４月１日、第６条の改

正規定は、平成32年４月１日としております。

続きまして、議案第45号の「包括外部監査契

約の締結について」であります。

同じく委員会資料の２ページをお開きくださ

い。なお、議案書では217ページになります。

この議案は、１の提案の理由に記載しており

ますとおり、平成30年度の包括外部監査契約の

締結に当たりまして、地方自治法第252条の36第

１項の規定によりまして、議会の議決に付する

ものであります。

この監査契約の締結する流れを御説明いたし

。 。ます ３ページのイメージ図をごらんください

具体的な契約の手続についてでありますが、

図の①におきまして、知事が監査委員に契約の

締結についての意見を求め、これを受けて、②

で監査委員の合議による意見を提出することに

なっております。知事はこの意見を受けて、③

にありますとおり、契約の締結についての議案

を議会に提出し、御審議いただくものでありま

す。

２ページにお戻りいただきまして、契約の目

的は２にありますとおり、包括外部監査契約に

基づく監査及び監査の結果に関する報告を求め

るものであります。契約金額は、３にあります

ように、1,398万2,000円を上限とする額として

おります。４の契約の相手方についてでありま

す。地方自治法で外部監査人と契約できるもの

は、弁護士、公認会計士等と規定されておりま

すが、包括外部監査は、財務監査であることを

鑑みまして、日本公認会計士協会南九州会宮崎

部会から推薦をいただきました公認会計士の大

塚孝一氏と契約を考えております。大塚孝一氏

につきましては、今年度、包括外部監査人を務

められております。契約の期間は、５にありま

すとおり 平成30年４月１日から平成31年３月31、

日まででございます。

議案の説明は以上であります。御審議のほど

よろしくお願いいたします。

説明が終了しました。議案につ○二見委員長

いて質疑はありませんか。

監査委員がお２人おやめになる、○ 原委員

御退職になるんですか、ことしの予定で。

今 識見委員が２人いらっ○奥野監査事務局長 、

しゃいますが 来年の３月31日までが任期となっ、

ております。

というのは、人事課の予算の中で○ 原委員

退職手当というのがあって、ことし、例年より

ちょっと多かったんです。そしたら、知事を含

めて、あと２人、特別職の方がいらっしゃると

いうことで、監査という名前が出てきたもんで

すから。その退職手当というのは、当然監査事

務局と別な部のところでの予算措置となってい

るということですよね、確認です。

、○奥野監査事務局長 退職手当につきましては

人事課のほうでまとめてやるというふうに伺っ

ております。

こちらには出てこないということ○ 原委員
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ですね。

包括外部監査というのがこの予算○中野委員

では外部監査に要する経費ということです

が、1,461万3,000円の範囲内で、そして、1,398

万2,000円を上限とする額で、大塚公認会計士に

支払うということですか。この差は何に今度は

払うんですか。

この外部監査費のうち○門内監査第一課長

の1,461万3,000円、このうち包括外部監査人と

の契約に要する額、委託料につきましては1,398

万2,000円でございまして、そのほかに、臨時職

員の賃金と、それから、役務費として通信運搬

費、これを上げております。それを合計した金

額が1,461万3,000円でございます。

臨時職員というのは、何かここに○中野委員

かかわる人でわずかに支払うんですよね。

包括外部監査の一番忙し○門内監査第一課長

い時期が８月から11月までの４カ月間となりま

すので、その間に限りまして、22条の職員を雇

用するということで、その分の賃金を計上して

いるところでございます。

ほかよろしいですか。その他、○二見委員長

何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、監査○二見委員長

事務局を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時56分休憩

午後３時58分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

ここでちょっと委員の皆様にお諮りいたしま

す。本日の日程は午後４時までとなっておりま

すが、このまま継続してよろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、引き続き審査を行い○二見委員長

ます。当委員会に付託されました議案の説明を

求めます。なお、委員の質疑は、説明が全て終

了した後にお願いいたします。

議会事務局の平成30年度○甲斐議会事務局長

当初予算につきまして御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の１ページをお開

きください。

議会事務局の平成30年度当初予算は11億2,667

万7,000円を計上しております。平成29年度当初

予算と比べまして901万6,000円、率にして0.8％

の増となっております。

それでは、当初予算の主な内容について御説

明いたします。５ページをお開きください。

まず、上から４段目の（目）議会費でござい

ますが、７億1,728万円を計上しております。昨

年度と比べまして3,416万3,000円の減となって

。 、 、おります これは 議員の２名減に伴いまして

報酬・期末手当及び応召旅費が減になったこと

などによるものでございます。

以下、事項ごとに御説明いたします。

まず、その下の（事項）議員報酬でございま

すが、議員の報酬・期末手当として４億6,556万

円を計上しております。

次に （事項）本会議運営費でございますが、、

本会議及び議会運営委員会の開催などに要する

。経費として2,562万8,000円を計上しております

次に （事項）常任委員会運営費でございます、

が、常任委員会の開催、県内外調査活動などに

要する経費として1,131万2,000円を計上してお

ります。

、（ ） 、次に 事項 議会一般運営費でございますが

正副議長の各種大会・協議会等への出席や、議

員年金負担金、政務活動費などに要する経費と

して２億674万円を計上しております。
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このうち説明欄の３、各種協議会負担金等１

億9,887万2,000円には、政務活動費交付金や議

員年金の給付に係る地方負担金などを計上して

おります。

６ページをお開きください。

一番上の段の（事項）特別委員会運営費でご

ざいますが、特別委員会の開催、県内外調査活

動などに要する経費として804万円を計上してお

ります。

次に 目 事務局費でございますが ４億939、（ ） 、

万7,000円を計上しております。

以下、事項ごとに御説明いたします。

まず （事項）職員費でございます。事務局の、

職員31名の給与等として２億4,851万2,000円を

計上しております。

次に （事項）本会議運営費でございますが、、

本会議の記録、印刷などに要する経費とし

て1,234万1,000円を計上しております。

次に （事項）常任委員会運営費でございます、

が、常任委員会調査活動の随行などに要する経

費として266万2,000円を計上しております。

次に （事項）図書室運営費でございますが、、

議員の調査活動に供するための図書購入など、

議会図書室の運営に要する経費として78 9

万3,000円を計上しております。

７ページをごらんください。

（事項）議員寮運営費でございますが、議員

寮運営に必要な管理人等の経費として87 6

万4,000円を計上しております。

、（ ） 、次に 事項 議会一般運営費でございますが

議会広報、一般運営に要する経費として１

億2,844万9,000円を計上しております。昨年度

と比べまして4,824万円の増となっております。

これは、議会棟の空調機更新及び平成31年４月

の議員改選における議員章購入等の経費による

ものでございます。

最後に （事項）特別委員会運営費でございま、

すが、特別委員会調査活動の随行に要する経費

として77万6,000円を計上しております。

予算の内訳は以上ですが、これらの予算に基

づきまして、円滑な議会運営に努めてまいりま

す。

説明は以上でございます。

説明が終了しました。議案につ○二見委員長

いて質疑はありませんか。

、○ 原委員 よくある話になることですけれど

、 、．この11億2,667万7,000円 当初予算額にして 0

何％になりますか。

県の当初予算に占める議会の○小田総務課長

予算につきましては、大体0.19％程度でござい

ます。

わかりました。○ 原委員

。 。○二見委員長 ほかありませんか いいですか

済みません。この７ページの図書室運営費の

中の図書室情報化推進事業220万余、あと議会図

書室ネットワーク推進事業が70万円余あるんで

すけれども、これって毎年必要経費になるもの

なんですか。

２番の図書室情報化推進事○小田総務課長

業226万2,000円につきましては、議会のホーム

ページの管理等を行う職員の人件費でございま

す。

それから、３番の議会図書室ネットワーク推

進事業でございますけれども、こちらにつきま

しては、図書ネットワーク事業ということでご

ざいまして、議会の図書室の司書が東京であり

ます研修会に参加する負担金でありますとか、

パソコンのリース、それから、専門図書等消耗

品の購入費、コピーの用紙でありますとか、そ

。ういった購入費に充てているものでございます
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来年度から速記がいなくなります○中野委員

。 。よね 今まで幾ら予算計上しておったんですか

平成29年度が議会の本会議速○長倉議事課長

記料、それから、反訳委託料合わせまして343万

円程度でございます。

議員が２人減じたことで2,000万ぐ○中野委員

らい出ますよね。それと、速記にかかる経費合

、 。わせてもやけれど 実際は増額だから前年対比

、 。空調の工事は それでできるということですか

30年度の当初予算で一番額的○小田総務課長

に大きいのは、今中野委員がおっしゃいました

。空調の更新工事が大きな内容になっております

仮に議員が39名いて、速記も続い○中野委員

ていたとすれば、この空調工事はできたんです

か。

空調につきましては、設置以○小田総務課長

来15年以上経過しております。30年度予算で計

上しておりますのが、フロン規制法によりまし

て、平成32年の１月からフロンの生産がなくな

るということで、今の段階で工事をしておかな

いと、仮に故障した場合に、フロンの注入がで

きなくなるということでございまして、これは

もう必要な経費ということで、財政当局に予算

を要求したというものでございます。

７ページの議会一般運営費、この○緒嶋委員

議員改選経費というのは、宮崎市、西諸の補選

か何かの経費ですか。どういう意味かな。

、○小田総務課長 こちらの経費につきましては

来年の県議会議員選挙の関係で、議員記章を購

入するための経費を30年度に計上するものでご

ざいます。

、○緒嶋委員 知事選が恐らく12月にあるときは

宮崎市とか小林の１人欠とかの選挙はないわけ

やな。

補欠選挙はございません。○小田総務課長

ほかございますか。その他、何○二見委員長

かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもって、議会○二見委員長

事務局を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時９分休憩

午後４時22分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

採決についてですが、委員会の日程の最終日

に行うことになっておりますので、15日木曜日

に行いたいと思います。開会時刻は13時10分と

いたしたいのですが、よろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○二見委員長

します。

次に、12日の委員協議で緒嶋委員から提案が

ありましたＪＲ関連の意見書案についてであり

ます。お手元に配付の意見書案を当委員会とし

。 、て発議してはどうかと思います つきましては

議案採決の後にお諮りいたしますので、文言等

も含め、あらかじめ御確認いただきますようお

願いいたします。

そのほかで何かありませんでしょうか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

何もないようでしたら、本日の○二見委員長

委員会を終了したいと思いますが、よろしいで

しょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、以上をもちまして、○二見委員長

本日の委員会を終わります。

午後４時23分散会
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午後１時12分再開

出席委員（８人）

委 員 長 二 見 康 之

副 委 員 長 岩 切 達 哉

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 原 正 三

委 員 中 野 一 則

委 員 松 村 悟 郎

委 員 河 野 哲 也

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 原 田 一 徳

総務課主任主事 日 髙 真 吾

委員会を再開いたします。○二見委員長

本日の委員会に１名の傍聴の申し出がありま

したので、これを認めることといたしました。

。 、傍聴される方にお願いいたします 傍聴人は

受け付けの際にお渡ししました傍聴人の守るべ

き事項にありますとおり、声を出したり拍手を

したりすることはできません。当委員会の審査

を円滑に進めるため、静かに傍聴をしてくださ

い また 傍聴に関する指示には 速やかに従っ。 、 、

ていただくようお願いいたします。

それでは、まず議案の採決を行いますが、採

決の前に、各議案につきまして、賛否も含め、

御意見をお願いいたします。

、○前屋敷委員 私は反対の議案がありますんで

一応言いますと、１号、32号に反対をしたいと

思います。

わかりました。ほかにございま○二見委員長

せんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、ほかにないようです○二見委員長

ので、採決を行います。

一部反対との御意見がございますので、一部

を個別で、残りを一括で採決いたします。

まず、議案第１号、議案第32号について採決

を行います。議案第１号、第32号について原案

のとおり可決することに賛成の方の挙手をお願

いします。

〔賛成者挙手〕

。 、 、○二見委員長 挙手多数 よって 議案第１号

第32号については、原案のとおり可決すべきも

のと決定いたしました。

、 、 、 、 、次に 議案第２号 第３号 第22号 第44号

第45号の各号議案について、一括して採決いた

します。各号議案につきましては、原案のとお

り可決することに御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

。 、○二見委員長 御異議なしと認めます よって

各号議案につきましては、原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

次に、委員会発議の意見書案についてであり

ます。

委員会発議として意見書案を提案することに

ついては、全会一致の決定が必要であります。

まず、お手元に配付のＪＲ九州の鉄道路線の

維持及び利便性の確保を求める意見書案につい

て、何か御意見はありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

特にないようですので、お諮り○二見委員長

平成30年３月15日(木)
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いたします。

意見書案の内容につきましては、案文のとお

りとし、当委員会発議とすることに御異議ござ

いませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○二見委員長

します。

、 。次に 委員長報告骨子案についてであります

委員長報告の項目及び内容について御意見を

お願いいたします。

暫時休憩いたします。

午後１時16分休憩

午後１時16分再開

委員会を再開いたします。○二見委員長

それでは、委員長報告につきましては、正副

委員長に御一任いただくことで御異議ございま

せんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○二見委員長

す。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。

総合政策及び行財政対策に関する調査につい

ては、継続調査といたしたいと思いますが、御

異議ありませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

御異議ありませんので、この旨○二見委員長

議長に申し出ることといたします。

そのほか、何かありませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

何もないようですので、以上で○二見委員長

委員会を終了いたします。

午後１時17分閉会


